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Reading the Egyptian 2014 Constitution
Examining the Constitutional Amendments on April 2019
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This paper presents a comprehensive Japanese translation of the Egyptian 2014 
Constitution, which is itself a full revision of the 2012 Constitution following 
to the 2013 “June 30th Revolution.” Recently, part of the constitution was 
amended in April 2019 after a national referendum. The provisions of the 
amended articles include the extension of the terms of office for the incumbent 
president, Mr. Sisi (‘Abd al-Fattāḥ al-Sīsī), from four years to six years; thus, his 
second term of office, which began in June 2018, would expire in 2024 instead  
of 2022. In addition, a newly added article gives him the exceptional option to 
stand for the presidency a third time (from 2024 to 2030) despite the Constitution  
allowing the president to serve only two consecutive terms. Other articles have 
also stirred arguments: setting a preferential quota for women in Parliament, 
establishing a Senate, giving the president the right to select the heads of high 
judicial institutions, and expanding the role of the army. To answer the questions 
of how and by whom these amendments were proposed and what they signify, 
this paper examines articles in the al-Ahrām newspaper, a long-established,  
currently state-owned Egyptian media that presents the official discourse and stories  
of Egyptian politics, finding that a movement for constitutional amendments  
was set in motion in February 2019, when a pro-president parliamentary coalition  
submitted a proposal. It successfully made it through parliamentary discussions,  
after which the final draft was made and presented to the public. In this paper, 
we explore the historical setting of the creation of the 2014 Constitution, 
compare the original and amended articles, and reconstruct the parliamentary 
action leading to the amendments based on articles in al-Ahrām, in order to 
understand the historical place and value of the Egyptian 2014 Constitution 
and its remarkable flexibility.
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1. はじめに

本稿は，エジプトの現行憲法である「2014年憲法1）」の解説と全訳を提示するものである。
解説では，2014年憲法の制定状況と内容構造，2019年に行われた憲法改正の内容，改正案の
変遷を提示する。資料本文では，改正を含めた 2014年憲法の日本語全訳とアラビア語原文2）

を示す。
近代国家の基本法としての「憲法」（dustūr3））は，いまや大半の国に備わり，政治的局面や

社会的論議の中で重要な地位を占めるようになっている［Goldwin and Kaufman 1988: vii］。
これは中東でも同様で，大きな政治的変動が起こる度に，憲法の停止や改正が課題に挙げら
れる4）。こうした現代世界における憲法の特徴は，「長続きする憲法を書くことはとても困難
で稀」で，「それゆえ毎年これだけ多くの新しい憲法が生まれる」点にある［Goldwin and 
Kaufman 1988: vii］。エジプトもその例に漏れず5），憲法は，合法的な改正もあれば（1971年
憲法の 1980年，2005年，2007年の改正），街頭デモなどの「制度外の政治」［横田 2014: 5］
や一時的に国権を掌握した軍の超法規的措置を経て制定・改正されることもある（1956年憲
法や 2012年憲法）。本稿で扱うエジプト 2014年憲法の制定と 2019年憲法改正は，こうした
現代憲法史の流れの中に位置づけられる。

2014年憲法は，2012年憲法を大幅に書き換えたものである。2012年憲法は，1971年憲法
制定を主導したサダト大統領（Muḥammad Anwar al-Sādāt）の亡き後を引き継ぎ，30年間
エジプトを統治したムバーラク大統領（Muḥammad Ḥusnī Mubārak）の政治体制が 2011年
の全国的抗議運動，「1月 25日革命」（thawra 25 yanāyir）によって瓦解した後に制定された

〈第 1部：解説〉
1. はじめに
2. 2014年憲法の成立と内容
3. 2019年憲法改正による変更内容
4. アフラーム紙に見る改正案の変遷
5. おわりに

付録：2014年憲法見出し一覧表

〈第 2部：資料本文〉
1. 凡例
2. エジプト 2014年憲法全訳

1） エジプトの憲法は，法令上「エジプト・アラブ共和国憲法」（dustūr jumhūrīya miṣr al-‘arabīya）
と呼ばれるが，本稿では，エジプトの現行憲法と過去憲法を区別するため，「制定年＋憲法」の形
で表記する。同様に，憲法改正は「成立年＋憲法改正」と表記する。2014年憲法の位置づけにつ
いては，本稿第 2節を参照のこと。

2） 翻訳の底本は，国立印刷局によって出版された『エジプト・アラブ共和国憲法』［‘Abbās and 
Bakrī, eds. 2014］である。2019年憲法改正の最終案は，国民投票を監督した「全国選挙委員会」

（al-hay’a al-waṭanīya li-l-intikhabāt）による 2019年決定第 26号および第 38号を底本とした。
3） 「基本法」（qānūn asāsī, niẓām asāsī）を最高法規とする国も少なくない。アラビア語圏では，サ

ウジアラビアの「統治基本法」（al-niẓām al-asāsī li-l-ḥukm）やオマーンの「国家基本法」（al-niẓām 
al-asāsī li-l-dawla），パレスチナ自治政府の「基本法」（al-qānūn al-asāsī），ペルシア語圏では，「イ
ラン・イスラーム共和国基本法」（qānūn-e asāsī-ye jomhūrī-ye eslāmī-ye irān）や「アフガニスタ
ン基本法」（qanūn-i asāsī-yi afghānīstān）がある。

4） 2011年の「アラブの春」におけるチュニジアやエジプト，イエメンはいうまでもなく，2018年に
はイスラエルがユダヤ性を強調した「国民国家法」を制定し物議を醸した。

5） 上述の比較憲法研究『憲法制定と憲法制定者たち』においては，8つの国の経験が扱われたが，そ
の内の一つがエジプトであった［Saleh 1988］。
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ものである［竹村 2014a］。同じく「革命」後に行われた選挙で選出され，憲法制定を主導し
たムルスィー大統領（Muḥammad Mursī）は，拙速な政治運営により社会内反発を引き起
こした。就任 1周年にあたる 2013年 6月 30日を期日とする大規模な辞任要求運動が起き，
これにもとづき，軍がムルスィー大統領ら政権幹部を一斉解任したのが，「6月 30日革命」
（thawra 30 yūniyū）である。2014年憲法は，この第二の「革命」後に起草され，2014年 1月
に制定された。制定後に実施された大統領選挙では「革命」を指導したスィースィー防衛大臣
（‘Abd al-Fattāḥ al-Sīsī）が圧勝し，同年 6月に 2014年憲法下，初の大統領に就任した。現在
に至るまで，このスィースィー体制が続いている。

2019年憲法改正は，このスィースィー大統領の任期延長をめぐる問題として知られる6）。
2014年憲法では大統領任期は「4年」「2期」の合計 8年に限定されていた。スィースィー大
統領は，1期目を終えた 2018年に再選を果たしたので，2期目の満了予定は 2022年であり，
これ以上の任期は憲法上不可能とされていた。ところが 2019年の憲法改正では，大統領任期
を「4年」から「6年」に延長するとともに，「再選は 1回に限る」とする規定に対する例外
措置として「現職の大統領は，続く 1回に限り，再選されることができる」という新規定を設
けた。これが現行の任期から適用されるため，スィースィー大統領の 2期目は，2018年から「6
年」で 2024年に延び，さらに新規定で認められた 3期目の再選が果たされれば，その任期は
2030年まで続く。1954年生まれのスィースィー大統領が「終身大統領」となる可能性も見え
てきた［横田 2019: 18］ことになる。

2019年憲法改正にはこの他にも，大統領による司法機関の長の任命，女性への国会議席の
割り当て，国会上院（majlis al-shuyūkh，元老院）の新設，軍の役割拡大など，政治体制の
根幹をなす権力分立を揺るがす内容が含まれていた［TIMEP 2019a］。憲法改正の国民投票も，
賛成を促すキャンペーンへの動員や見返りの支給の報告［Abu Emaira 2019］，反対派の SNS
やウェブサイトの閉鎖などの圧力［TIMEP 2019b］，脅迫や人権侵害［HRW 2019］など問
題含みであることが指摘されている。2019年の憲法改正の内容と進め方には，批判や反対の
声が少なからず存在していた。
しかし改正案の作成と国民投票の手続きは，すみやかに進められた。2019年 2月 3日に，
代議院（majlis al-nūwāb，2014年憲法下の一院制議会，2019年憲法改正後の下院）議員 155
人による憲法改正発議案が提出された。同案は 2月 14日に代議院本会議で可決された後，具
体案の策定が委員会で進められ，最終案が 4月 16日に本会議で可決された。国民投票は 4月
19日から開始し，早くも 4月 23日に最終結果が発表された。過去の国民投票や国政選挙同様，
改正案は多くの賛成（有効投票数約 2636万票の約 89％にあたる約 2341万人が賛成，投票率
は約 44％7））を得て承認され，同日成立した。改正発議案提出から国民投票の最終結果公示ま

6） たとえば，「エジプト，シシ大統領の任期延長　改憲成立　通算 16年在職可能に」（『東京新聞』
2019年 4月 24日，https://www.tokyo-np.co.jp/article/world/list/201904/CK2019042402000253.
html），「Egypt constitutional changes could mean Sisi rule until 2030」（『BBC News』2019年 4 
月 16日，https://www.bbc.com/news/world-middle-east-47947035），「Egypt to vote on extending  
Sisi’s term on April 20-22」（『Aljazeera』2019年 4月 18日，https://www.aljazeera.com/
news/2019/04/egypt-vote-extending-sisi-term-april-20-22-190417135026559.html）など。

7） 投票率 44％は，過去の国政選挙と比べて決して低くない数字である。2011年の「革命」後初の国
政選挙となった 2012年 4月の大統領選は 51.85％と歴史的な高さであったが，同年 12月の賛否が
分かれた2012年憲法の国民投票は32.86％，2014年憲法制定の国民投票は38.59％，2014年のスィー
スィー大統領の最初の大統領選は 47.45％，2回目の 2018年の大統領選は 41.05％であった。
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で 79日であった。この「スピード改正」はいかにして可能になったのか。改正案は，誰のど
のような要望にもとづき作られたのか。本稿では，エジプトで最も歴史のあるアラビア語日刊
紙「アフラーム紙」（jarīda al-ahrām）の記事にもとづき，改正案の策定に関わった者たちの
姿を明らかにする8）。それは，2014年憲法が 2019年憲法改正を経てどのように変わったのか
を検討する材料となるだろう。
本解説の構成は，以下の通りである。第 2節では，2014年憲法の制定の経緯と条文の全体

構造を示す。第 3節では，2019年憲法改正の内容を改正前の元の条文と比較検討する。第 4
節では，2019年憲法改正の手続きと内容をアフラーム紙の記事から再構成する。これら解説
と資料本文を通じて，2019年憲法改正を含めた 2014年憲法の形とその読み方を提示していき
たい。

2. 2014年憲法の成立と内容

2012年憲法から 2014年憲法への書き換えは，憲法への不満からというよりも，憲法制定
を含めたムルスィー政権への不満，とりわけ，同政権支持母体の「ムスリム同胞団」（ikhwān 
al-muslimīn）がエジプトの社会・政治を乗っ取ってしまうという「同胞団化」（ikhwana）の
怖れにもとづくものであった［竹村 2018a］。2012年憲法制定の途上でも，ムルスィー大統領
は超法規的な「憲法宣言」（i‘lān dustūrī9））を繰り返し発出し，軍や司法と衝突していた。憲
法制定後，政権への不満の声は徐々に高まっていった。中でも自らを「謀反」（tamarrud）と
呼ぶ若者らの一団がムルスィー大統領就任 1周年の 2013年 6月 30日を期日とする大統領辞
任要求の呼びかけを行うと，2千万人を超える署名が集められたという。この「人民の声」に
押されて軍が動き，ムルスィー大統領ら政権幹部を一気に解任・拘束したのが，2013年の「6
月 30日革命10）」であった。7月 3日夜，軍は声明を出し，「2012年憲法の施行停止」，「最高
憲法裁判所長官による暫定大統領の就任」，「新大統領選挙の早期実施」，「憲法改正委員会の設
置」などの方針を打ち出した。この時，国営テレビの画面上で軍の声明を読み上げたのが，当
時の軍隊総司令官，スィースィー防衛大臣である11）。

8） アフラーム紙は過去にも憲法論議の資料になっており［O’kane 1972］，エジプトメディアの代表
と言える。なお，同紙に取り上げられる者はみな公人とみなし，そのまま実名を用いている。

9） 憲法宣言は，危機的状況において一時的に国権を担う者（軍隊最高評議会や暫定大統領など）が発
出する「憲法と同等の法的拘束力を持たせた超法的宣言」［鈴木 2018: 344］，国権に関わる超法規
的措置である。2012年憲法の制定過程において，ムルスィー大統領は数回，憲法宣言を発出して
いた［cf. 竹村 2014a: 124–126］。

10） 「6月 30日革命」は，現・スィースィー体制からは「修正革命」（thawra al-taṣḥīḥ）と呼ばれ，ム
スリム同胞団に奪われた 2011年の「1月 25日革命」を正したものとして称揚される。他方，解任
されたムルスィー＝同胞団側は，選挙によって選ばれた「正当な」大統領とその政府が軍によって
「無法に」解任されたと強く批判していた。同年 8月，路上の抗議活動を続けていた同胞団支持者は， 
治安部隊によって強制排除され，多くの犠牲者を出した上，「テロ組織」に指定されるまでに至っ
た［cf. 竹村 2018b: 55–56］。このため同胞団側は「6月 30日革命」をあくまで「クーデタ」（inqilāb）
と呼び，その正当性を認めない。これら二つの「革命」の見方については，横田［2014］を参照
のこと。

11） 皮肉なことにスィースィー防衛大臣の就任は，ムルスィー政権下で行われた（2012年 11月 11日）。
それも，2011年の「1月 25日革命」で国権を掌握した軍隊最高評議会の議長を務めたムハンマド・
タンターウィー元帥（Muḥammad al-Ṭanṭāwī）を引退させた後の後任人事であった。
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翌 4日，マンスール最高憲法裁判所長官（‘Adlī Manṣūr）が暫定大統領に就任した12）。7月
5日にマンスール暫定大統領は最初の憲法宣言を出し，残存する諮問院（majlis al-shūrā，上
院に相当）を解散させた13）。続く 7月 8日付の憲法宣言により，マンスール暫定大統領は全
33条の「憲法原則」（al-mabādi’ al-dustūrīya）を発表し，第 28条以降で憲法改正の工程表を
示した。後に 2014年憲法となるこの改正案は，10人の法の専門家からなる「専門家委員会」
（lajna al-khubarā’）―その人数から「10人委員会」（lajna al-‘ashara）とも呼ばれる―に
よる草案作成と，50人の社会諸層の代表者からなる「50人委員会」（lajna al-khamsīn）の審
議を経て決定されることになった。憲法原則の第 28条では，以下のように述べられた。

第 28条
　大統領の決定により，本宣言の公布日から 15日以内に，専門家委員会が設置される。
委員は，最高憲法裁判所および同裁判所調査局から 2人，国務院から 2人，国立大学憲
法学教授から 4人を含む。司法機関最高評議会はその代表者を選定し，大学最高評議会
は憲法学教授を選定する。
　専門家委員会は，停止された 2012年憲法の改正案を提出する。ただし，本委員会の任
務は，その設置の日から 30日以内に完了しなければならない。本委員会の設置に係る決
定は，委員会の会議地および任務の組織化の規則を定める。

専門家委員会に選ばれたのは，最高憲法裁判所陪席判事 2人，国務院副院長 2人，破棄院副
院長 1人，カイロ控訴院長 1人，国立大学法学部教授 4人であった14）。第 28条の規定に従い，
大学や司法の内部機関が代表者を選出したようである。同委員会は，7月 20日付の大統領令
により設置が承認され，翌日から会合を始めた。同委員会は，第 2項で定められた「30日以 
内」の期限を守り，8月 20日に全 197条の憲法改正草案を提出した。この時点で 2012年憲法

12） マンスールの最高憲法裁判所長官就任もムルスィー政権下で行われた。しかも「6月 30日」直前
の 6月 22日のことであった。マンスールは国内外でほとんど名が知られておらず，たとえば，7
月 4日の『BBC Arabic』ウェブ版には，「エジプト暫定大統領，アドリー・マンスールとは？」
と題する記事が掲載された（http://www.bbc.com/arabic/middleeast/2013/07/130703_egypt_
adli_mansur）。

13） 2011年 3月 19日に実施された憲法改正の国民投票，およびこれを受けて 2011年 3月 30日に軍
隊最高評議会が発出した憲法宣言にもとづき，2011年の 11月から人民院（majlis al-sha‘b，下院
に相当），12年 1月から諮問院の議会選挙が行われた。なお，同憲法宣言は，二院制議会と明確に
は述べていないが，両院の規定を並べて記していたため，二院制に相当するとみなし，そのように
訳出する。2012年 2月に，これらの国会議員から憲法起草委員会の委員を選出する過程で，議会
選挙の手続きが問題視され，行政司法裁判所に訴えられた。同年 6月 14日に最高憲法裁判所が違
憲判断を下したため（憲法暦 34年最高憲法裁判所判決第 20号），人民院は「解散される」（munḥall）
こととなった。

14） 委員の名は，最高憲法裁判所陪席判事ムハンマド・シンナーウィー（Muḥammad ‘Abd al-‘Azīz al-
Shinnāwī），同陪席判事ムハンマド・ターハー（Muḥammad Khayrī Ṭāhā），国務院第一副院長イサー
ムッディーン・アブドゥルアズィーズ（‘Isām al-Dīn ‘Abd al-‘Azīz），同副院長マグディー・イガー
ティー（Majdī al-‘Ijātī），破棄院副院長ムハンマド・マフグーブ（Muḥammad ‘Īd Maḥjūb），カ
イロ控訴院長ハサン・バスユーニー（Ḥasan al-Sayyid al-Basyūnī），カイロ大学法学部名誉教授
ファトヒー・フィクリー（Fatḥī Fikrī），ザカーズィーク大学法学部名誉教授ハムディー・オマル

（Ḥamdī ‘Alī ‘Umar），マンスーラ大学法学部名誉教授サラーフッディーン・ファウズィー（Ṣalāḥ 
al-Dīn Fawzī），そしてアイン・シャムス大学法学部名誉教授アリー・アブドゥルアール（‘Alī ‘Abd 
al-‘Āl）である。このアブドゥルアールが後に代議院議長となり，2019年憲法改正を主導した（本
稿第 4節）。エジプトの司法体制については，竹村［2018b: 56–59］を参照のこと。
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から 33条の条文が削られていた。削除されたものには，第 44条「使徒・預言者の中傷の禁止」
や第 219条「イスラームのシャリーアの解釈」など，2012年憲法制定時から物議を醸したも
のが含まれていた。また，議会は，2012年憲法の二院制から，代議院のみの一院制に縮小さ
れた15）。
この草案は，続く50人委員会によって審議された。前出の7月8日付の憲法宣言の第29条で，

50人委員会の構成は以下のように定められた。

第 29条
　前条に規定された〔専門家〕委員会は，50人の委員からなる委員会に，改正案を提示
する。本委員会は，社会諸層，宗派および人口上の多様性を代表し，特に政党，文化人，
労働者，農民，各職業別組合および労働組合構成員，国家会議，アズハル，エジプト教会，
軍隊，警察ならびに公人を含む。ただし，少なくとも 10人は，青年および女性とする。
各団体がその代表者を推薦し，内閣が公人を推薦する。
　本委員会は，〔専門家委員会の〕改正案の受領日から 60日以内に，憲法改正最終案の準
備を完了する。本委員会は，この期間内に社会内対話を行う。大統領は，本委員会の設置
および会議地に係る必要な命令を公布する。本委員会は，その任務および改正についての
社会内対話を保障する適切な手続きを組織する規則を定める。

50人委員会の人員構成は，9月 1日付の大統領令により発表された。10人委員会と同様，
憲法宣言の規定に従い，代表の選出は各団体に一任され，公人は内閣が選出した。委員長は，
公人枠のムーサー元外相（‘Amr Mūsā）が務めた。50人委員会は，9月 8日より会合を始め，
12月 3日に憲法改正最終案を決議し，マンスール暫定大統領に提出した。この「2013年憲法
草案」（musawwada dustūr 2013）が，年が明けた 2014年 1月の国民投票で承認されたため，
2014年憲法となった。7月 8日付の憲法宣言の第 30条では，国民投票の実施は以下のように
定められた。

第 30条〔国民投票による憲法制定〕
　大統領は，憲法改正案を，大統領に提出された日から 30日以内に，人民に提示し，国
民投票を実施する。改正案は，国民投票における人民の承認の公示日から施行される。大
統領は，この日から 15日以内に議会選挙を呼びかけ，1か月未満でなく，2か月を超え
ない期間内に選挙を実施する。新議会の初会議から遅くとも 1週間以内に，大統領選挙の
手続きを開始する。本宣言の公布日に存在する選挙最高委員会は，国民投票を全面的に監
督する。

実際の国民投票は，2014年 1月 14，15日に実施された。投票率は約 39％であったが，有

15） 2014年憲法では当初一院制議会が採用された。nūwābは，「代理」「代表」を意味する nā’ibの複
数形で，選挙で選ばれた「代議士」のことである。その集合体であるmajlis al-nūwābを，本稿で
は「代議院」と訳出する。これは，かつてエジプト 1923年憲法で用いられた下院の名と同様で，
上院は「元老院」（majlis al-shuyūkh）と呼ばれた。1923年憲法の起草委員会が参照したベルギー
の議会制度を模したものと考えられる。後述するように，2019年憲法改正で設置された上院には，
1971年憲法（1980年憲法改正）や 2012年憲法での上院の名称 shūrāではなく，この shuyūkhが
用いられた。
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効投票の約 98％にあたる約 2000万票が賛成という非常に高い支持率16）を得て承認された。
この最終結果が公示された 1月 18日付で，2014年憲法は成立した。

2014年憲法の最終的な条文数は全 247条で，専門家委員会の改正案より大幅に増やされ，
2012年憲法の全 236条よりも多い。その前文は，「エジプトは，エジプト人へのナイルの賜
物であり，人類へのエジプト人の賜物である」というエジプト中心主義的世界観を表す一文17）

に始まり，民族主義的な口調でエジプト第一主義と祖国への愛が述べられ，独立闘争史が賛美
される。国家の性格を定義する冒頭の第 1条では，「市民権18）」（al-muwāṭana）と「法の支配」
（siyāda al-qānūn）が統治理念として掲げられる。

2014年憲法は，全体を 6つの「編」（bāb）に分け，編は「章」（faṣl）に，章は「節」（far‘）
に分けられる。図 1は，2014年憲法成立時の目次構成で，括弧内は条文番号である。
構成面で，2014年憲法は 2012年憲法と大きく異なる（2012年憲法の目次構成は図 2）。

2012年憲法の第 1・2編では個人や社会の権利義務がまず述べられるのに対し，2014年憲法で
は国家が優先される。また，2012年憲法では国家権力を扱う第 3編が「公権力」（al-sulṭāt al-
‘āmma）と名付けられ，「私」や「社会」と対置させ，国家権力を統制する狙いが読み取れたが，
2014年憲法にはそうした意識が感じられない「統治体制」（niẓām al-ḥukm）という 1971年

16） 2014年憲法の高い支持率と比べると，2012年憲法の国民投票では，賛成は約 64％と低く（有効投
票約 1675万票の約 1069万人），約 606万人が反対票を投じていた。全体の得票率も約 33％と低調
だったことから，投票をボイコットした者も含めて，2012年憲法への反対は強かったと言えよう。

17） 対照的に，2012年憲法の前文は，「これこそ，われらの憲法：1月 25日革命の文書である」という「革
命」を強調する表現から始まっていた［竹村 2014a: 144］。

18） この語は，1971年憲法の 2007年憲法改正で第 1条に導入され，「労働者人民諸勢力の連合」に代
わって統治理念の基礎に据えられた。1971年憲法が当初 1964年憲法の社会主義イデオロギーを引
きずっていたのに対し，2014年憲法は，1971年憲法が 2000年代にとりいれられた「市民権」の
概念を採用した。なお，muwāṭanaは概念として「市民権」と訳したが，muwāṭinは，憲法の中
で広く用いられるも，明確な定義もなく，自立した政治主体としての「市民」を意識した用語法か
どうか，「国籍」（第 6条）の保持者とどう異なるか，判断しきれなかったため，ゆるやかに「国民」
と訳出した。

前文
第 1編「国家」（1–6）
第 2編「社会の基本的構成要素」
　第 1章「社会的構成要素」（7–26）
　第 2章「経済的構成要素」（27–46）
　第 3章「文化的構成要素」（47–50）
第 3編「公の権利，自由および義務」（51–93）
第 4編「法の支配」（94–100）
第 5編「統治体制」
　第 1章「立法権（代議院）」（101–138）
　第 2章「行政権」
　　第 1節「大統領」（139–162）
　　第 2節「政府」（163–174）
　　第 3節「地方行政」（175–183）
　第 3章「司法権」
　　第 1節「一般規定」（184–187）
　　第 2節「司法裁判所および検察」（188–189）
　　第 3節「国務院裁判所」（190）
　第 4章「最高憲法裁判所」（191–195）

　第 5章「司法機関」（196–197）
　第 6章「弁護士」（198）
　第 7章「専門家」（199）
　第 8章「軍隊および警察」
　　第 1節「軍隊」（200–202）
　　第 2節「国家防衛会議」（203）
　　第 3節「軍事裁判所」（204）
　　第 4節「国家安全保障会議」（205）
　　第 5節「警察」（206–207）
　第 9章「全国選挙委員会」（208–210）
　第 10章「メディア組織化最高評議会」（211–213）
　第 11章「国家会議，独立の機関および監査機関」
　　第 1節「国家会議」（214）
　　第 2節「独立の機関および監査機関」（215–221）
第 6編「一般規定および経過規定」
　第 1章「一般規定」（222–227）
　第 2章「経過規定」（228–247）

図 1．2014年憲法成立時の目次構成
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憲法の表現に戻された。この点，2014年憲法には 1971年憲法の影響が見られる（1971年憲
法の目次構成は図 3）。2014年憲法は，2012年憲法と 1971年憲法の両方の要素を引き継ぎつつ，
そのどちらでもない，まさに「2つの革命」を経た憲法となっている。
それでは，2014年憲法は，2019年憲法改正を経てどのように変化したのか。次節で，その
具体的な改正内容を見ていこう。

前文
第 1編「国家および社会の構成要素」
　第 1章「政治的構成要素」（1–7）
　第 2章「社会的および倫理的構成要素」（8–13）
　第 3章「経済的構成要素」（14–30）
第 2編「権利および自由」
　第 1章「個人的権利」（31–42）
　第 2章「市民的および政治的権利」（43–57）
　第 3章「経済的および社会的権利」（58–73）
　第 4章「権利および自由の保護の保障」（74–81）
第 3編「公権力」
　第 1章「立法権」
　　第 1節「共通規定」（82–112）
　　第 2節「代議院」（113–127）
　　第 3節「諮問院」（128–131）
　第 2章「行政権」
　　第 1節「大統領」（132–154）
　　第 2節「政府」（155–167）
　第 3章「司法権」
　　第 1節「一般規定」（168–171）
　　第 2節「司法裁判所および検察」（172–173）
　　第 3節「国務院」（174）
　　第 4節「最高憲法裁判所」（175–178）
　　第 5節「司法機関」（179–180）
　　第 6節「弁護士」（181）
　　第 7節「専門家」（182）
　第 4章「地方行政制度」

　　第 1節「国の地方行政区分」（183–187）
　　第 2節「地方議会」（188–192）
　第 5章「国家安全保障および防衛」
　　第 1節「国家安全保障会議」（193）
　　第 2節「軍隊」（194–196）
　　第 3節「国家防衛会議」（197）
　　第 4節「軍事裁判所」（198）
　　第 5節「警察」（199）
第 4編「独立の機関および監査機関」
　第 1章「共通規定」（200–203）
　第 2章「監査機関」
　　第 1節「全国腐敗防止委員会」（204）
　　第 2節「中央会計検査院」（205）
　　第 3節「中央銀行」（206）
　第 3章「経済社会会議」（207）
　第 4章「全国選挙委員会」（208–211）
　第 5章「独立の機関」
　　第 1節「ワクフ問題最高委員会」（212）
　　第 2節「遺産保全最高委員会」（213）
　　第 3節「全国教育学術会議」（214）
　　第 4節「報道メディアの独立機関」（215–216）
第 5編「結びの規定および経過規定」
　第 1章「憲法改正」（217–218）
　第 2章「一般規定」（219–225）
　第 3章「経過規定」（226–236）

図 2．2012年憲法の目次構成

前文
第 1編「国家」（1–6）
第 2編「社会の基本的構成要素」
　第 1章「社会的および倫理的構成要素」（7–22）
　第 2章「経済的構成要素」（23–39）
第 3編「公の自由，権利および義務」（40–63）
第 4編「法の支配」（64–72）
第 5編「統治体制」
　第 1章「国家元首」（73–85）
　第 2章「立法権（人民議会）」（86–136）
　第 3章「行政権」
　　第 1節「大統領」（137–152）
　　第 2節「政府」（153–160）
　　第 3節「地方行政」（161–163）

　　第 4節「国家専門会議」（164）
　第 4章「司法権」（165–173）
　第 5章「最高憲法裁判所」（174–178）
　第 6章「テロ対策」（179）
　第 7章「軍隊および国家防衛会議」（180–183）
　第 8章「警察」（184）
第 6編「一般規定および経過規定」（185–193）

［1980年改正による追加］
第 7編「新規定」
　第 1章「諮問評議会」（194–205）
　第 2章「報道権」（206–211）

図 3．1971年憲法の目次構成（1980年，2005年，2007年憲法改正を含む）
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3. 2019年憲法改正による変更内容

2019年憲法改正は，2014年憲法第 226条にもとづく合法的な憲法改正で19），24の加筆修
正・追加条項の設置がなされた。また，第 6編の 2つの章題「一般規定」「経過規定」が削除
され，章のない構成に変えられたほか，上院に関する規定を集めた第 7編「元老院」の区分が
新たに加えられた。変更や加筆修正がなされたのは，第 102条第 1項，第 102条第 3項，第
140条第 1項，第 160条第 1項，第 160条第 5，6項，第 185条，第 189条第 2項，第 190条，
第 193条第 3項，第 200条第 1項，第 204条第 2項，第 234条，第 243条，第 244条である。
新たに加えられたのは，第 150条追加，第 241条追加，第 244条追加，第 248条から第 254
条である。削除されたのは，第 6編の第 1，2章の題名のみである。以下，2列に分けて，左
に変更・追加された条文，右に元の条文を示す（新規の場合には空欄とする）。変更・追加さ
れた箇所には下線を引いた。
第 102条第 1項は代議院議員の定数規定で，末尾に「ただし，女性には全議席数の 4分の 1
未満でない数が割り当てられなければならない」（‘alā an yukhaṣṣaṣa li-l-mar’a mā lā yaqillu 
‘an rub‘ ijmālī ‘adad al-maqā‘id）というクオータ規定が加えられた。定数 450人の 1/4は
112.5なので，割り当てられる数は「113議席以上」となる。ただし，これは 2015年末に選
挙された現行の議席には関係せず，次の選挙から適用されることが第 244条追加で補足説明
される。

第 102条第 1項
代議院は，450人未満でない数の議員から
構成される。議員は，普通，秘密および直接
の投票により選挙される。ただし，女性には
全議席数の 4分の 1未満でない数が割り当て
られなければならない。

第 102条第 1項
代議院は，450人未満でない数の議員から
構成される。議員は，普通，秘密および直接
の投票により選挙される。

第 244条追加
改正された第 102条第 1項の規定は，現
行の立法期の次の立法期から効力を有する。

第 102条にはもう一つ，第 3項に小さな変更点がある。選挙区に関する一文から，「有権者
の平等な代表性」（wa-al-tamthīl al-mutakāfi’ li-l-nākhibīn）という文言が削除された。

19） 2014年憲法の憲法改正規定である第 226条の詳細は，本稿第 4節で後述する。2014年憲法は，憲
法公布文で「エジプト・アラブ共和国改正憲法」（dustūr jumhūrīya miṣr al-‘arabīya al-mu‘addal）
と呼ばれ，「停止された 2012年憲法」（dustūr 2012 al-mu‘aṭṭal）の「憲法改正案」（mashrū‘ al-
ta‘dīlāt al-dustūrīya）が国民投票で承認されたものと説明される［‘Abbās and Bakrī 2014］。この
点から「改正憲法」や「修正憲法」（たとえば，外務省ウェブサイトにおけるエジプト・アラブ共
和国の概説。https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/egypt/data.html#section1　2019年 9月 28日
最終確認）と訳されることもある。それゆえ，2019年憲法改正は「改正憲法の改正」とも言えるが，
エジプトのアフラーム紙における 2019年憲法改正の議論において，2014年憲法が「改正憲法」と
明示的に呼ばれることはなく，2014年に制定された一個の憲法とみなされているため，本稿でも
そのように扱う。
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第 102条第 3項
法律は，他の立候補要件，選挙制度および
選挙区を定める。これは，人口および諸県の
公正な代表性を遵守するものとする。選挙制
度においては，単記式もしくは比例代表制を
とり，または任意の比率により両方式を併用
することができる。

第 102条第 3項
法律は，他の立候補要件，選挙制度および
選挙区を定める。これは，人口および諸県の
公正な代表性，ならびに有権者の平等な代表
性を遵守するものとする。選挙制度において
は，単記式もしくは比例代表制をとり，また
は任意の比率により両方式を併用することが
できる。

続いて，本改正の最大の焦点である大統領任期の延長が定められる。第 140条第 1項で，
任期は「4年」が「6年」にされ，「大統領は，1回を除き，再選されることができない」（wa-
lā yajūzu i‘āda intikhābi-hi illā li-marra wāḥida）が「連続した 2期を超えて，大統領職に就
くことはできない」（wa-lā yajūzu an yatawallā al-ri’āsa li-akthar min muddatayn ri’āsatayn 
mutatāliyatayn）に変えられた。実質的には「2期まで」のままであるが，別に経過規定とし
て第 241条追加を設け，現行任期から「6年」に変え，「現職の大統領は，続く 1回に限り，
再選されることができる」（wa-yajūzu i‘āda intikhābi-hi li-marra tālīya）と定めた。これらの
変更が加えられた経緯は，本稿第 4節で詳しく検討する。

第 140条第 1項
大統領は，選挙される。その任期は，西暦
で 6年とし，前任者の任期満了の翌日から起
算する。連続した 2期を超えて，大統領職に
就くことはできない。

第 140条第 1項
大統領は，選挙される。その任期は，西暦
で 4年とし，前任者の任期満了の翌日から起
算する。大統領は，1回を除き，再選される
ことができない。

第 241条追加
現職の大統領の任期は，2018年の大統領

選挙の結果の公示日から 6年後に満了する。
現職の大統領は，続く 1回に限り，再選され
ることができる。

第 150条追加は，新たな大統領権限として，「副大統領の任命」を定める。2012年憲法には
副大統領の規定はなく，ムルスィー大統領も副大統領を持たなかった。1971年憲法には副大
統領の規定があり，大統領に一時的な事故が生じた場合の職務代行者の選択肢の一つとして副
大統領の名が挙げられたが，副大統領は任命されていなかった20）。改正により，副大統領の任
免権は大統領にあることが再び明記された。第 3項の副大統領に適用される 3条とは，第 141
条が大統領選挙立候補要件，第 145条が大統領の金銭取引制限，第 173条が政府閣僚に対す
る弾劾要件である。

20） ムバーラク大統領は，サダト大統領の副大統領として 1981年のサダト暗殺事件を生き延び，その
後大統領に選出されたが，自身は長らく副大統領を持たなかった。しかし 2011年に，デモ対応の
ため，1月 29日にオマル・スレイマーン（‘Umar Sulaymān）国家情報局長を副大統領に指名した。
スレイマーンは 2月 10日に大統領権限を委譲されたが，翌日ムバーラクが辞任し，軍隊最高評議
会が国権を掌握したため，その権限執行は幻に終わった。後にスレイマーンは 2012年大統領選挙
に立候補したが，要件不備のため失格とされた。同年 7月，入院先のアメリカで病気により客死した。
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第 150条追加
大統領は，1人または複数の副大統領を任
命し，その権限を定め，副大統領に自己の権
限の一部を委任し，副大統領を罷免し，その
辞職を許可することができる。
副大統領は，職務就任に先立ち，憲法第

144条に規定された宣誓を大統領の前で行
う。
副大統領には，憲法第 141，145，173条
の規定を適用する。

第 150条追加で副大統領が設置されたことで，大統領代行者となる順序に変更が加えられた。
それが第 160条第 1項である。また，第 160条第 5項では，大統領代行者に認められない職権（憲
法改正の発議，議会の解散，政府の総辞職）が定められた。その一部（大統領選挙に立候補で
きない）は分けられ，第 6項とされ，大統領代行者が大統領選挙に出られない点が強調されて
いる。

第 160条第 1項
大統領に一時的な事故が生じ，その権力の
執行を妨げる場合には，副大統領，または副
大統領の不在時もしくは副大統領による職務
代行が困難であるときは内閣総理大臣が，大
統領の職務を代行する。

第 160条第 1項
大統領に一時的な事故が生じ，その権力の
執行を妨げる場合には，内閣総理大臣が，大
統領の職務を代行する。

第 160条第 5，6項
大統領の職務代行者または暫定大統領は，
憲法改正を発議し，代議院または元老院を解
散し，政府を解任することができない。
暫定大統領は，大統領選挙に立候補するこ
とができない。

第 160条第 5項
暫定大統領は，大統領選挙に立候補し，憲
法改正を発議し，代議院を解散し，政府を解
任することができない。

第 185条は，「司法機関最高評議会」（majlis a‘lā li-l-jihāt wa-al-hay’āt al-qaḍā’īya21））を通
じて，司法機関の長を大統領が選任することを定める。元の条文では，司法機関は独立して運
営されることと，その予算の審議と可決が議会で行われることが簡潔に定められていた。改正
案ではこれに大幅に改め，予算の独立性こそ維持したものの，司法機関の長を大統領が選任す
る仕組みを導入した。どの機関が含まれるのか，第 185条では明示されていないが，代議院
での改正審議や関係法令によれば，最高憲法裁判所，破棄院，国務院，控訴院，検察庁，行政
検察庁，訟務検察庁などの上級司法機関を指すようである。改正案審議では，これらの長の選

21） 司法機関最高評議会は，2008年法律第 192号により設置された。第 2条によれば，大統領が主宰し，
司法大臣，最高憲法裁判所長官，破棄院長，国務院長，カイロ控訴院長，検事総長，訟務検察庁長
官および行政検察庁長官の 8人から構成される。第 1条では，これらの長が代表する司法機関に共
通する事柄や協力関係を管轄するものと定義される［Gharīb and Ḥanīsh 2018: 181］。前出の 7月
8日付憲法宣言の第 28条にも同評議会の名があるが，なぜか複数形（al-majālis）で表記されていた。
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任権を大統領が掌握することについて，司法府からの表立った抵抗はほとんど見られなかっ
た22）。続く第 189条「大統領による検事総長の選任」，第 190条「国務院の権限」，第 193条「大
統領による最高憲法裁判所長官の選任」も同様である。これら条項の改正は，「司法の従属化」
と呼ばれ，背景には 2016年のサウジアラビアへの 2島割譲問題をめぐる大統領と司法の対立
があるという［金谷 2019: 81］。かつてムルスィー政権を共通の敵とした軍と司法の蜜月関係
は，一つの区切りを迎えたようである。

第 185条
すべての司法機関は，その管轄の事柄を遂
行し，自己を組織する法律案について，その
意見が聴かれ，独立の予算を有する。
大統領は，これらの司法機関の長を，最古
参の 7人の次席の中から任命する。その任期
は，4年または退職年齢に達するまでの残余
期間の短い方とし，当人の就業期間を通じて
1回に限られる。これらは，法律が組織する
方法による。
司法機関最高評議会は，これらの司法機関
に共通する事柄を遂行する。大統領がこれを
主宰し，最高憲法裁判所長官，これらの司法
機関の長，カイロ控訴院長および検事総長に
より構成される。評議会は，事務局長を有し，
その任命について大統領令が公布される。事
務局長は，法律がその任期を定め，評議会を
構成する司法機関が交代で担う。
大統領の不在時には，司法機関の長の中か
ら委任された者が大統領の役割を代行する。
評議会は，司法機関構成員の任命の要件，
その昇任および懲戒の審理を管轄し，司法機
関を組織する法律案について，その意見が聴
かれる。評議会の決定は，その構成員の多数
決による承認後，公布される。ただし，議長
が賛成したものでなければならない。

第 185条
すべての司法機関は，その管轄の事柄を遂
行し，独立した予算を有する。その予算は，
代議院がすべての項目を審議し，可決した後，
国の一般会計予算に単一の数字として組み入
れられる。これらの司法機関は，自己を組織
する法律案について，その意見が聴かれる。

検事総長の任命も，もとは「最高司法評議会」（majlis al-qaḍā’ al-a‘lā23））が「選定」（yakhtāru）
した者を大統領が「（追認し）任命」する形であったのを，同評議会が「推薦」（yurashshiḥu）
した 3人の中から大統領が「（選定し）任命」する形に変えられた。

22） この憲法改正以前から司法機関の長に関する大統領の選任権の拡大は進んでおり，憲法改正はその
流れを憲法に記しただけとも考えられる。たとえば，訟務検察庁長官は，同庁設置法である 1963
年法律第 75号の第 16条では，「最高評議会の意見を聴いた後，次長の 1人が任命される」と規定
されていたが，これを改正した 2017年法律第 13号の第 2条では，「最高評議会が同庁の 7人の次
長の中から選定した 3人の候補の中から大統領によって任命される」という形に変えられた。
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第 189条第 2項
検察は，検事総長が司る。検事総長は，最
高司法評議会が破棄院副院長，控訴院長およ
び検事副総長の中から推薦した 3人の中から
大統領の決定により任命され，公布される。
その任期は，4年または退職年齢までの残余
期間の短い方とし，当人の就業期間を通じて
1回に限られる。

第 189条第 2項
検察は，検事総長が司る。検事総長は，最
高司法評議会が破棄院副院長，控訴院長また
は検事副総長の中から選定し，大統領の決定
により任命され，公布される。その任期は，
4年または退職年齢までの残余期間の短い方
とし，当人の就業期間を通じて 1回に限られ
る。

行政司法の最高裁に相当する「国務院」（majlis al-dawla）に関する第 190条では，いくつ
かの細かな変更が加えられた。たとえば，国務院の管轄として「懲戒の訴えおよび不服申立て」
の審理が規定されていたが，これに加えて，「懲戒委員会の決定」も審理の対象に含められた。
また，国務院は，法令に関する「見解表明」（al-iftā’）や「立法的性格を有する法令案の検討」

（murāja‘a al-qawānīn wa-al-qarārāt dhāt al-ṣifa al-tashrī‘īya）を「唯一」（waḥda-hu）司る存
在とされていたが，改正案からは「唯一」が削除され，他の司法機関が同様の権限を持つ可能
性が示唆されている。また，「国または公的機関を一方の当事者とする契約案」については，
国務院が「検討および文言修正」（murāja‘a wa-ṣiyāgha）を担ってきたが，改正案からは「文
言修正」（ṣiyāgha）の語が削除された。わずかな変更であるが，行政・司法間の均衡の点から
見れば，その影響は小さくない。

第 190条
国務院は，独立の司法機関である。国務院
は，行政争訟およびそのすべての判決に係る
行政執行争訟の審理を独占的に管轄する。国
務院は，懲戒の訴えおよび不服申立て，なら
びに懲戒委員会の決定の審理を管轄する。国
務院は，法律が定める機関の法的問題につい
ての見解表明，立法的性格を有する法令案の
検討，ならびに法律がその内容および価値を
定め，国または公的機関を一方の当事者とす
る契約案の検討を司る。法律は，国務院の他
の権限を定める。

第 190条
国務院は，独立の司法機関である。国務院
は，行政争訟およびそのすべての判決に係る
行政執行争訟の審理を独占的に管轄する。国
務院は，懲戒の訴えおよび不服申立ての審理
を管轄する。国務院は，唯一，法律が定める
機関の法的問題についての見解表明，立法的
性格を有する法令案の検討，ならびに国また
は公的機関を一方の当事者とする契約案の検
討および文言修正を司る。法律は，国務院の
他の権限を定める。

第 193条第 3項では，最高憲法裁判所の長官および陪席判事24）の選定方法が変更された。
元の条文では，内部合議による決定を大統領が追認するものであったが，改正案では大統領が

23） 最高司法評議会の設置は，裁判官と検察官の身分と権限を定める「司法権法」（qānūn al-sulṭa al-
qaḍā’īya，1972年法律第 46号）の追加規定である 1984年法律第 35号によって定められた。その
第 77条追加（1）で，破棄院長がこれを主宰し，カイロ控訴院長，検事総長，最古参の 2人の破
棄院副院長および最古参の 2人の控訴院長から構成されると定め，第 77条追加（2）で，裁判官
および検察官の任命，昇任，配置転換，他職務任命および移籍に係るあらゆる審理を管轄すると定
めた［Gharīb and Ḥanīsh 2018: 35–36］。2014年憲法第 159条で，最高司法評議会の長である破
棄院長が大統領を弾劾する特別裁判所の裁判長を務め，検事総長が起訴を司ると規定されるように，
政治的に重要な役職でもある。
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「選任」することになった。また，司法機関最高評議会が，大統領を長とし，大統領が選任す
る検事総長と最高憲法裁判所長官，その他司法機関の長を構成員とすることを考えると，大統
領はこれらの人事権をもって，実質的に司法府の頂点を掌握できることになる。

第 193条第 3項
大統領は，最古参の 5人の最高憲法裁判所

陪席判事の中から最高憲法裁判所長官を選任
する。大統領は，最高憲法裁判所総会が 1人
を推薦し，最高憲法裁判所長官が 1人を推薦
した 2人の候補の中から最高憲法裁判所陪席
判事を任命する。最高憲法裁判所調査局の局
長および調査官は，最高憲法裁判所長官の推
薦にもとづき，最高憲法裁判所総会の意見を
聴いた後，大統領の決定により任命される。
これらはすべて，法律に規定された方法によ
る。

第 193条第 3項
最高憲法裁判所総会は，最古参の 3人の最
高憲法裁判所陪席判事の中から最高憲法裁判
所長官を選定する。最高憲法裁判所総会は，
最高憲法裁判所陪席判事および最高憲法裁判
所調査局調査官を選出する。これらの者の任
命は，大統領の決定により公布される。これ
らはすべて，法律に規定された方法による。

第 200条第 1項と第 204条第 2項では，軍に関する規定が若干変更された。第 200条第 1
項では，軍が守るべき対象が従来の「国」や「国土の安全」，「平和」から，「憲法」や「民主
主義」，「国家の文民的性格」，「個人の権利および自由」など抽象的かつ広範囲にわたるものに
拡張された。

第 200条第 1項
軍隊は，人民の所有物である。その任務は，
国の保護，国の安全および国土の平和の維持，
憲法および民主主義の遵守，ならびに国家の
基本的構成要素および文民的性格，人民の利
益ならびに個人の権利および自由の保全であ
る。国は，唯一，軍隊を設立することができ
る。いかなる個人，機関，部局または団体に
よる，軍事的または準軍事的な構成体，部隊
または組織の設立も，禁じられる。

第 200条第 1項
軍隊は，人民の所有物である。その任務は，
国の保護，国の安全および国土の平和の維持
である。国は，唯一，軍隊を設立することが
できる。いかなる個人，機関，部局または団
体による，軍事的または準軍事的な構成体，
部隊または組織の設立も，禁じられる。

24） 最高憲法裁判所に最初に言及した 1971年憲法および設置法である 1979年法律第 48号では，最高
憲法裁判所は，「長官」（ra‘īs）と「判事」（a‘ḍā’，文字通りには「構成員」）から構成されると定
められていたが，2011年法律第 48号による法改正（2011年 6月 19日施行）の第 2条により，「判
事」の語が nā’ib al-ra’īs（文字通りには「副長官」）に改められた。これは，同改正の第 1条で「最
高憲法裁判所長官は，3人の nā’ibの中から，最高憲法裁判所総会の承認後，大統領の決定により
任命される」と定められたことに起因すると考えられる（1979年設置法の第 3条では，「最高憲法
裁判所長官は，大統領の決定により任命される」と規定されていた）。これ以降，最高憲法裁判所は，
1人の長官と複数のnā’ibから構成されることになった。nā’ibには「副」や「代理」の意味があるが，
ここでは，アメリカ合衆国最高裁判所（the Supreme Court of the United States）が首席判事（chief 
justice，いわゆる「長官」）と数人の陪席判事（associate justice）から構成されることを参考に，「陪
席判事」と訳出した。
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第 204条第 2項では，軍事裁判所における文民の裁判の原則禁止とこれを行うことができ
る例外事項が定められる。変更点は，軍事施設や軍隊駐屯地などへの侵害に付された形容詞 
「直接的な」（mubāshir）の削除だけであるが，直接的でないものを幅広く含めて軍事裁判所
での裁判を拡大するものとして，反対派や人権団体から問題視されている［cf. TIMEP 2019a;  
HRW 2019］。

第 204条第 2項
軍事裁判所において文民を裁判することは
できない。ただし，軍事施設，軍隊駐屯地も
しくはその規定に含まれるもの，軍事地域も
しくは軍事地域に定められた国境地帯，軍隊
の装備，装置，武器，支給品もしくは文書，
軍事機密，軍隊の公的財源もしくは軍事工場
に対する侵害を代表する犯罪，徴兵に係る犯
罪，またはその職務遂行を理由とした軍隊将
校もしくは兵士に対する直接的な侵害を代表
する犯罪は，この限りでない。

第 204条第 2項
軍事裁判所において文民を裁判することは
できない。ただし，軍事施設，軍隊駐屯地も
しくはその規定に含まれるもの，軍事地域も
しくは軍事地域に定められた国境地帯，軍隊
の装備，装置，武器，支給品もしくは文書，
軍事機密，軍隊の公的財源もしくは軍事工場
に対する直接的な侵害を代表する犯罪，徴兵
に係る犯罪，またはその職務遂行を理由とし
た軍隊将校もしくは兵士に対する直接的な侵
害を代表する犯罪は，この限りでない。

第 234条は，軍の総司令官である防衛大臣の任命に関する規定で，第 6編第 2章の「経過規定」
に含まれる暫定的な規定であったが，改正により時限性を撤廃した。

第 234条
防衛大臣の任命は，軍隊最高評議会の承認
後，行われる。

第 234条
防衛大臣の任命は，軍隊最高評議会の承認
後，行われる。本条の規定は，本憲法の施行
日から 2期の大統領任期のすべてに適用され
る。

第 243条は代議院における労働者・農民の代表性，第 244条は青年やキリスト教徒，障害
者の代表性に関する規定で，最初の代議院選挙のみに適用される時限性の表現が削られた。

第 243条
国は，労働者および農民が代議院において
適正な代表性を得ることに努める。これらは，
法律が定める方法による。

第 243条
国は，労働者および農民が，本憲法の承認
後に選挙される最初の代議院において適正な
代表性を得ることに努める。これらは，法律
が定める方法による。

第 244条
国は，青年，キリスト教徒，障害を有する
者および国外に居住するエジプト人が，代議
院において適正な代表性を得ることに努め
る。これらは，法律が定める方法による。

第 244条
国は，青年，キリスト教徒，障害を有する
者および国外に居住するエジプト人が，本憲
法の承認後に選挙される最初の代議院におい
て適正な代表性を得ることに努める。これら
は，法律が定める方法による。
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第 248条から最後の第 254条までは，新たに加えられた第 7編「元老院」の規定である。
2012年憲法は両院にほぼ同等の立法権を与えた二院制議会であったが25），この元老院には
それほどの権限はなく，かつて 1980年憲法改正で一院制の人民議会に追加されたmajlis al-
shūrāに近い。これは一般には「上院」とみなされていたが，法律発案権がなく，議員の 3分
の 1が大統領任命であったため，下院と同じmajlisの語が用いられていたが一段低い存在と
して「諮問評議会」と訳されていた［池田 2001］。今回の元老院も，その点からすれば「元老
評議会」に過ぎないかもしれないが，1923年憲法の議会両院（代議院・元老院）の名を用い
たことを踏まえて，「元老院」と訳出した。以下では，左側に今回の追加条項，右側に 1971
年憲法と 2012年憲法の当該条項の訳を示す26）。

第 248条
元老院は，民主主義の土台の形成，社会平
和，社会の基本的構成要素，高位の社会的価
値観ならびに公の権利，自由および義務の支
援，民主主義体制の深化，ならびに民主主義
の諸分野の拡大を保障するものの検討および
提案を管轄する。

1971年憲法（2007年改正）第 194条第 1項
諮問評議会は，国民統一および社会平和の
支援の維持，ならびに社会の基本的構成要素，
高位の社会的価値観ならびに公の権利，自由
および義務の保護を保障するものの検討およ
び提案を管轄する。

第 249条
元老院は，次についてその意見が聴かれる。
憲法の 1条または複数の条文の改正に係
る提案。
社会経済開発の総合計画案。
講和条約，同盟条約および主権に係るあ
らゆる条約。
大統領または代議院から元老院に送付さ
れた法律案および憲法附属法案。
大統領が元老院に送付する国の一般政
策，またはアラブもしくは外国の事情に
関する政策に係る案件。
元老院は，これらの事案について，大統領
および代議院に意見を通知する。

1971年憲法（2007年改正）第 195条
諮問評議会は，次についてその意見が聴か
れる。
1-  社会経済開発の総合計画案。
2-  大統領が諮問評議会に送付する法律案。
3-  大統領が諮問評議会に送付する国の一般
政策，またはアラブもしくは外国の事情
に関する政策に係る案件。
諮問評議会は，これらの事案について，大
統領および人民議会に意見を通知する。

25） 2012年憲法の第 101条では，両院議員に等しく法律発案権が認められていた。
26） 1971年憲法の原文は［al-Shilq 2012］を，2012年憲法の原文は［al-Idāra al-‘Āmma li-l-Shu’ūn 

al-Qānūnīya 2013］を参照した。
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第 250条
元老院は，法律が定める 180人未満でな

い数の議員により構成される。
元老院議員の任期は，5年とし，初会議の

日から起算する。新元老院の選挙は，任期満
了に先立つ 60日間に実施される。
元老院議員の 3分の 2は，普通，秘密お
よび直接の投票により選挙される。大統領は，
残りの 3分の 1を任命する。元老院議員の選
挙および任命は，法律が組織する方法により，
実施される。

1971年憲法（1980年改正）第 196条
諮問評議会は，法律が定める 132人未満

でない数の議員により構成される。
諮問評議会議員の 3分の 2は，直接，秘密
および普通の投票により選挙される。少なく
ともその半数は，労働者および農民でなけれ
ばならない。
大統領は，残りの 3分の 1を任命する。

2012年憲法第 128条
諮問院は，150人未満でない数の議員によ
り構成される。諮問院議員は，普通，秘密お
よび直接の投票により選挙される。大統領は，
選挙された議員の 10分の 1を超えない数の
議員を任命することができる。

1971年憲法（1980年改正）第 198条
諮問評議会議員の任期は，6年とする。選
挙された議員の半数は，法律に従い，3年ご
とに改選される。
任期を満了した者は，常に再選または再任
されることができる。

2012年憲法第 130条
諮問院議員の任期は，西暦で 6年とし，初
会議の日から起算する。諮問院議員の半数は，
3年ごとに改選される。これらは，法律が組
織する方法に従う。

第 251条
元老院議員の立候補者またはこれに任命さ
れる者は，エジプト人であること，市民的お
よび政治的権利を享有すること，少なくとも
大学卒業資格またはこれに相当するものを有
すること，ならびにその年齢が立候補受付開
始日に西暦で 35歳未満でないことを要する。
法律は，他の立候補要件，選挙制度および
選挙区を規定する。これは，人口および諸県
の公正な代表性を遵守するものとする。選挙
制度においては，単記式もしくは比例代表制
をとり，または任意の比率により両方式を併
用することができる。

2012年憲法第 129条
諮問院議員の立候補者は，エジプト人であ
ること，市民的および政治的権利を享有する
こと，少なくとも高等教育の終了証明を有す
ること，ならびにその年齢が立候補受付開始
日に西暦で 35歳未満でないことを要する。
法律は，他の議員資格要件，選挙規定およ
び選挙区を規定する。

1971年憲法（1980年改正）第 197条
法律は，諮問評議会の選挙区，各選挙区の
議員定数，および選挙または任命された議員
が満たすべき要件を定める。
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第 252条
元老院と代議院の議員を兼ねることはでき
ない。

1971年憲法（1980年改正）第 200条
諮問評議会と人民議会の議員を兼ねること
はできない。

2012年憲法第 83条
代議院と諮問院の議員を兼ねることはでき
ない。法律は，他の兼職禁止の場合を定める。

第 253条
内閣総理大臣，副総理，大臣その他の政府
閣僚は，元老院において責任を問われない。

1971年憲法（1980年改正）第 201条
内閣総理大臣，副総理，大臣その他の政府
閣僚は，諮問評議会において責任を問われな
い。

第 254条
元老院には，憲法第 103，104，105，107，

108，109，110，111，112，113，114，115，
116，117，118，119，120，121（第 1，2項），
132，133，136，137条の規定を適用する。
これは，本編に含まれる規定に反しないもの
とする。元老院およびその議長は，上記の条
文に定められた権限を行使する。

1971年憲法（2007年改正）第 205条
諮問評議会には，憲法第 62，88（第 2項），

89，89，90，91，93，94，95，96，97，98，
99，100，101，102，104，105，106，107，
129，130，134条の規定を適用する。これは，
本章に含まれる規定に反しないものとする。
諮問評議会およびその議長は，上記の条文に
定められた権限を行使する。

最後に，第 6編にあった 2つの章の章区分がなくなり，その後に第 7編「元老院」が設け
られた。1980年憲法改正で新規定が加えられた際に，第 7編「新規定」（第 1章「諮問評議会」，
第 2章「報道権」）を設けた形を踏襲したようである。

削除された題名
本憲法第 6編第 1，2章の題名は，削除さ

れる。

本憲法に新たな編を加え，その題名を「第
7編：元老院」とする。

以上，2019年憲法改正の内容が，大統領任期延長に限らず，多岐にわたることを見てきた。
このような規定を誰がどのように作ったのか。次節では，アフラーム紙記事から改正案の変遷
を追ってみよう。

4. アフラーム紙に見る改正案の変遷

まず，憲法改正の枠組みとなった憲法第 226条の内容を確認しておきたい。憲法改正の発
議から改正案の作成，国民投票の実施まで，すべてこの第 226条に則って進められたからで
ある。
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第 226条
　大統領および代議院の総議員の 5分の 1は，憲法の 1条または複数の条文の改正を発
議することができる。改正の発議においては，改正が求められる条文および改正の理由が
述べられなければならない。
　あらゆる場合において，代議院は，憲法改正の発議を，これを受理した日から 30日以
内に審議する。代議院は，改正の発議の全面的または部分的受理について，総議員の過半
数により議決する。
　改正の発議が否決された場合には，同一条文の改正は，次会期の開始まで発議すること
ができない。
　代議院は，改正の発議を承認した場合には，承認から 60日以内に，改正が求められる
条文を審議する。代議院の総議員の 3分の 2が改正を承認した場合には，承認の公布か
ら 30日以内に，改正案は人民による国民投票にかけられる。改正は，国民投票の投票人
の有効投票の過半数の承認により，結果の公示日から有効となる。
　あらゆる場合において，大統領の再選または自由もしくは平等の原則に係る条文は，そ
の改正がこれらの保障を増やすものでなければ，改正することができない。

（1）憲法改正の発議（2月 3日から 2月 14日）
発端は 2月 3日であった。同日の記事［A.Sh.A. 2019］は，この日，カサビー議員（‘Abd 

al-Hādī al-Qaṣabī）を代表とする代議院内最大会派「エジプトの支え27）」（da‘m miṣr）が，
憲法改正の発議案をアブドゥルアール代議院議長（‘Alī ‘Abd al-‘Āl）に提出することを伝えた。
同記事によれば，前日に開かれた同会派会合では，国会上院の設置，女性への最大 25％の議
席割り当ての設定，青年や障害者，農民，労働者への議席割り当て，副大統領職の設置などが
議論された。この時点では，まだ大統領任期延長は含まれていなかったようである。

2月 6日の記事［‘Āmir and Lāshīn 2019］では，発議案が憲法改正の手続き要件を満たし
ているため，憲法改正の発議が承認されたことが報じられた。記事冒頭では，以下のように記
された。

　代議院議長のアリー・アブドゥルアール博士は，昨日〔2月 5日〕の本会議において，
155人の議員が憲法の一部条項の追加・修正を求めた件について，代議院内規の第 134
〔sic〕，142条に従い，統括委員会から派生した議院運営局が作成した報告案を統括委員会
委員の 3分の 2の多数の賛成により承認したことを発表した［‘Āmir and Lāshīn 2019］。

文中の「統括委員会」（al-lajna al-‘āmma），「議院運営局」（maktab al-majlis），「代議院内規」
（al-lā’iḥa al-dākhilīya li-majlis al-nūwāb），「報告案」（mashrū‘ al-taqrīr）には説明が必要だ
ろう。
代議院内規は，議会内規のことで，2015年末に選出された代議院が最初に定めた法律（2016

27） 総数 596人の代議院において約 350人が所属する最大「会派」（i’tilāf, ḥizb「政党」とは異なる）で，
スィースィー大統領を支持する無所属議員によって構成される［横田 2019］。「スィースィー支持
者しかいない議会」［ダルウィシュ 2016］と呼ばれる代議院の中心的政治勢力である。
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年法律第 1号28））でもある。内規では，代議院の権限や行使の方法，会議地の規定に続き，議
院組織が定められる。それは，（1）議長，（2）議院運営局，（3）統括委員会，（4）倫理委員会，（5）
常任委員会，（6）特別委員会および合同委員会，（7）議会部門29），という 7つから構成され
る30）。議院運営局は，maktabの語を用いているが事務職員のいる「事務局」ではなく，議長
と 2人の副議長により構成される合議機関のことである（内規第 11条）。議院運営局は，代議
院開会時の議長と 2人の副議長の選出（内規第 12条）に続いて結成され（内規第 13条），議
院の活動を管理・調整する役割を担う（内規第 18条）。そのため「議院運営局」と訳出した31）。
統括委員会は，同じく代議院開会時に結成され，議長を委員長とし，2人の副議長，25ある「常

任委員会」（al-lajna al-naw‘īya）の各委員長，10人以上の議席を得た政党または会派の代表者，
および議院運営局が選定する 5人の議員（内 1人は必ず無所属議員）によって構成される（内
規第 24条）。「一般的」「公的」を意味する ‘āmmの語が付けられているが，大統領や内閣と
の意見交換やさまざまな委員会が提出する報告書の検討を行う点から（内規第 26条），議院内
の諸委員会を「統括」する部局と理解し，「統括委員会」と訳出した［cf. 横田 2019］。
記事では内規の第 134条と第 142条が言及されているが，第 134条は「大統領による憲法
改正の発議の手続き」を指すので誤植であろう。議員による改正発議は，内規の第 141条が
相当するので，「第 141，142条」が正しいと考えられる。これら 2条の内容は以下の通りで
ある。

第 141条
　代議院議長は，代議院議員から提出された憲法改正の発議案を，その提出から 7日以内
に，統括委員会に提示し，憲法第 226条および本内規第 133条第 2項に規定された規定
および要件を満たすか否かを審議する。
　統括委員会は，委員の多数により発議案が憲法的要件を満たさないと判断した場合には，
代議院議長にその旨の報告を提出する。議長は，続く最初の本会議において，報告を提示
する。
　代議院は，統括委員会の代表者，10人以上の発議案支持者および 10人以上の発議案反
対者の意見を聴いた後，本件について審議する。

第 142条
　代議院または統括委員会は，代議院議員から提出された憲法改正の発議案が憲法および
手続き上の要件を満たすと議決した場合には，統括委員会は，7日以内に，冒頭に改正の
原則を付した報告を作成し，代議院に提示する。統括委員会報告には，代議院議員から提
出された改正の発議の原案およびその理由が添付される。改正の原則と一致する場合には，

28） 2016年 4月 13日付『官報』（第 14号追加 b）に掲載。議会内規の詳細については，1924年に制
定された内規の翻訳・解説［八尾師・池田・粕谷 2014］があるので，こちらを参照のこと。

29） アラビア語で al-shu‘ba al-barlamānīya。代議院のウェブサイトによれば，代議院の全議員の集合
体を指す。実態的には本会議と同義であろう。（http://www.parliament.gov.eg/ParliamentaryOrgans.
aspx　2020年 2月 23日最終閲覧）

30） 代議院の「部局一覧」（al-ajhiza al-barlamānīya）は，代議院のウェブサイト上で確認することが
できる（http://www.parliament.gov.eg/ParliamentaryOrgans.aspx　2020年 2月 21日最終閲覧）。

31） 過去の議会内規の翻訳［八尾師・池田・粕谷 2014: 222］では，その制度上の機能から、「議長局」
と訳されていた。
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統括委員会報告は，改正または追加が提案されている条項に係る原則的改正案を含むこと
ができる。
　本件には，本内規の第 134条第 3，4，5項，および第 135条から第 139条までの規定
を適用する。

これらを踏まえて，前出の 2月 6日の記事の冒頭部分を読み直してみると，アブドゥルアー
ル議長は統括委員会が憲法改正の発議案を承認したと発表した，ということになる。内規の第
141条によれば，憲法改正の発議案を受理した代議院議長は，「7日以内に」自らを委員長と
し，数十人の議員を委員とする統括委員会に発議案を示し，改正の手続きの要件を満たすかど
うかを確認する。第 142条によれば，発議案が要件を満たすと判断されれば，同じく「7日以
内に」，統括委員会は「報告」（taqrīr）を作成する。この報告には，発議原案として改正や追
加の対象となる条項と理由が記され，冒頭には「改正の原則」（mabda’ al-ta‘dīl）が明示され
なければならない。記事によれば，この報告はすでに議長と副議長からなる「議院運営局」に
より作成されており，それが統括委員会に提示され，承認が得られたことになる。つまり内規
の第 141条と第 142条に記されたそれぞれ「7日以内」に行うべき手続きが早々に完了し，提
出から「2日後」の 2月 5日の本会議で発表されたことになる。驚くべき早さである。
前出の記事によれば，アブドゥルアール議長は前日（5日）の本会議前に統括委員会を招集
し，「報告」の内容を固めた。それは 5部構成で，「改正手続き」，「改正要件」，「要件充足の審
議」，「改正の基本原則」，「統括委員会の意見」からなる。「改正の基本原則」には，次の 7点
が含まれた。（1）女性・青年・障害者・農民・労働者・コプトキリスト教徒の代表性の確保，
（2）副大統領職の設置と大統領任期を 6年に延長，（3）司法機関の長，検事総長，最高憲法
裁判所長官の大統領任命，（4）軍の役割の拡大と軍による政府施設保護，防衛大臣任命権，（5）
「有権者の十分な代表性」文言の削除，（6）元老院の設置，（7）メディア統制機関に関する憲
法第 213，214条の削除である32）。「エジプトの支え」会派が提出した改正の発議案に本当に大
統領任期延長が含まれていなかったとすれば，これを改正案に含めたのは，議長と副議長から
なる議院運営局になる。
この「報告」は，2月 5日に本会議に提示され，2月 14日に可決された。同日の記事［Mubāshir 

and Hazzā‘ 2019］では，アブドゥルアール議長が奮った熱弁が伝えられる。

　〔議長は述べた。〕憲法改正は，議会に委ねられる議題の中で最重要のものである。憲法
はもとよりその改正の手段を定めている。議院内規はこの件において従うべき手続きを規
定している。議長は続けて述べた。憲法はこれらの手続きを定めている。つまりこのこと
は，憲法は改正できる文書であることを意味する。むしろ，社会の中に起きている変化に
対応し，必要かつ求められていることであれば，発展の要請に応えなければならないこと
を意味している。そして最後の，最終的な一言は，人民にある。

32） 同日の別の記事［‘Abd al-Ḥamīd 2019a］では，ワフダーン代議院副議長（Sulaymān Wahdān，
新ワフド党）の言葉として，「提出された改正案にはアズハル総長に関係する改正条項は入ってい
ない」ことが伝えられた。実際，2019年憲法改正ではアズハルやイスラームに関する条項には手
が付けられなかったが，この時点ではまだ改正案に含まれる可能性もあったことを示唆している。
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本会議では，「エジプトの支え」会派の代表カサビー議員も，憲法は「啓示の書」（kitāb samāwī33）） 
ではなく，「人間が作ったもの」（ṣinā‘a basharīya34））にすぎないので改正は可能だと主張した。
同日の別の記事［Lāshīn and Fatḥī 2019a］では，統括委員会「報告」の中に大統領任期延
長が含まれる理由について質問があった。スィースィー大統領に任期延長を含めるように依頼
されたのかと質問されると，アブドゥルアール議長は，「憲法条項に関する改正提案は議会か
ら生じたもの」であり，「大統領とは一切何の関係もない」と断言した。加えて議長は，155
人の議員が発議した憲法改正案には，大統領任期に関する項目は入っていなかったが，体制改
革のため，議長率いる統括委員会が「報告」の中に入れ，改正審議の対象としたと述べた。曰く，
自身がかつて一員であった 2014年憲法の 10人委員会でも，その後の 50人委員会でも，この
点は議論されたが，合意に至らなかった。それで今回の改正案に入れることにした。大統領の
任期延長が憲法で禁じられているわけではない，と。こうしてアブドゥルアール議長は，大統
領任期延長を改正案に含め，この議論を主導してきたのが自分であることを，自ら明かしてし
まっている。
同日の別の記事［Fatḥ Allāh and ‘Abd al-Ḥamīd 2019］では，統括委員会「報告」にもと
づく改正案概要が示された。記事に掲載された内容を整理すると，以下の通りである。

第 102条：女性に一定数の議席を割り当て，「有権者の等しい代表性」を削除。
第 140条：大統領の任期を 4年から 6年に延長。
第 160条：大統領代行者に副大統領を追加。
第 185条：司法機関最高評議会の設置，大統領が主宰する。
第 190条：国務院の条文を修正。
第 189条，第 193条：検事総長と最高憲法裁判所長官は大統領が選任。
第 200条，第 204条：軍の保護対象の拡大，軍事裁判所の対象拡大。
第 234条：防衛大臣の任命に関する「1立法期のみ」を削除。
第 243条，第 244条：議会での労働者や農民などの代表性に関する「1立法期のみ」を削除。
追加：副大統領職を設置。
追加：元老院を設置。定数 250人，2/3は選挙，残りは大統領任命。
削除：メディア統制機関に関する第 212条，第 213条は削除。

これらの内容をもって，憲法改正の発議案は，2月 14日に承認された。

（2）社会内対話による改正案作り（2月 14日～ 3月 28日）
2月 15日の記事［Mubāshir and Lāshīn 2019］では，前日の本会議において，統括委員会「報

告」が 485人の賛成多数により可決したことが伝えられた。ただし，前日の記事に挙げられ
た改正案の内容から「第 212，213条の削除」は外され35），合計 12条の改正と新規定の追加

33） samā’は「天」を，diyānāt samāwīyaは天の啓示にもとづく「一神教の諸宗教」（ユダヤ教，キリ
スト教，イスラーム教）を意味し，「啓示の書」は特にイスラームの聖典クルアーンを示している。

34） ṣinā‘は「製造物」，「制作物」，「産業」を意味し，basharは「人間」，「人類」を意味する。
35） 2月 14日の本会議において，これら 2条に関わるメディア関係者からの反対の意見が出たため。「ハ

イカル〔議員〕は報道メディア機関の改正なしの存続を求める。カサビーは改正を撤回：これら 2
つの機関が存続することに異議はない」［Mubāshir, Lāshīn, and Fatḥ Allāh 2019］。
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となった。議長は可決後，代議院の常任委員会である「法制委員会36）」（al-lajna al-tashrī‘īya）に，
改正案作成のための「社会内対話」（al-ḥiwār al-mujtama‘ī）を行うよう要請した。法制委員
会は，本会議に最終案を含む「報告」を用意する必要がある。そこで議長は，改正案の調査研
究のために 1か月（2月 14日から 3月 14日），「社会内対話」すなわち，すなわち社会諸層の 
人々や有識者から意見を聴取するために 3週間（3月 14日から 4月 4日），技術的な文言修正
のために 1週間（4月 4日から 11日）という合計 8週間，56日（2月 14日から 4月 11日）

の予定を指示した。これは，憲法第 226条第 4項に書かれた「60日」にほぼ相当する。
3月半ばまでの最初の 1か月間は，憲法改正に関連する記事がほとんどなかった。社会内対

話のために開かれる「6回の会議」は，3月 18，19，21日と 23，24，28日を予定されたが
［‘Īsā and Lāshīn 2019］，実際には 3月 20日に初会合が開かれた［Hazzā‘ 2019］。翌 21日の
記事［Lāshīn and Fatḥī 2019b］によれば，会議には法学者や憲法学教授，アズハルやコプト
教会の代表，ジャーナリストらが呼ばれ，「その全員が憲法改正に賛成した」と報じられた。
同日 4面の詳細記事［‘Abd al-Ḥamīd 2019b］では，会議出席者による種々の提案が伝えられ
た。たとえば，アズハル代表のフアード博士（‘Abd al-Mun‘im Fu’ād）は，憲法はクルアー
ンの「神聖な章句ではない」（laysa āyāt muqaddasa）ため，変更が可能だと改正を支持した。
コプト正教会のスレイマーン法律顧問（Manṣif Sulaymān）も改正を歓迎すると述べた上で，
1923年憲法のような「完全な立法権を元老院に認めること」を求めた。マンスーラ大学憲法
学教授で 10人委員会の一員だったファウズィー博士は，代議院の議決を経た上であれば，女
性への議席割り当てが可能だと発言した。カイロ大学法学部長のサヌースィー博士（Ṣabrī al-
Sanūsī）は，憲法改正の合法性を認めた上で，副大統領職の設置には反対し，「内閣総理大臣
で十分だ」と主張した。
翌 22日の記事［Hazzā‘ and ‘Abd al-Ḥamīd 2019a; 2019b］では，次に司法関係者が社会

内対話に呼ばれ，議論が繰り広げられた様子が伝えられた。見出しには「支持」「賛成」の文
字が躍るが，記事本文からは不満も読み取られる。たとえば，現職のラーフィイー行政検察庁
長官37）（Amānī al-Rāfi‘ī）は，第 185条には「司法機関は独立する」としか書かれていなかっ
たが，今回の改正案で「大統領は，これらの司法機関の長を任命する」，「司法機関最高評議会
が設置され，大統領がこれを主宰し」と大幅に変更されていると厳しく指摘する一幕があった。
しかしその他の高位の司法関係者の多くは，ほとんど諸手を挙げて改正に賛成する姿勢を見せ
た。元最高憲法裁判所長官のスルターン38）（Fārūq Sulṭān）は，「手続きに問題なければ，憲
法改正に禁止はない」と述べた。元最高憲法裁判所陪席判事で 10人委員会の一員であったア
ブドゥルアズィーズも「社会の状況に応じて憲法は変えられる」，「私たちは憲法改正支持派」
とお墨付きを与えた。同じく 10人委員会の一員で法務省首席政務官となったマフグーブも「憲
法改正はこれら形式的問題を解決するために必要」であり，「改正の原則は人民の求めであり，
特に大統領任期の延長は〔中東〕地域の国際政治状況に良い影響がある」と賛意を示した。カ

36） 代議院ウェブサイトによれば，正式名称は「憲法・法制問題委員会」（lajna al-shu’ūn al-dustūrīya 
wa-al-tashrī‘īya）だが，本稿ではアフラーム紙上で用いられる略称（lajna al-tashrī‘）に従い，「法
制委員会」と訳出した。

37） 行政検察庁のウェブサイトによれば，ラーフィイーは，2018年 7月 1日から 2019年 6月 30日ま
で同庁第 25代長官を務めた。同職を担った 5人目の女性であった。（https://www.ap.gov.eg/web/
AR/DetailsPresidents?id=26&AspxAutoDetectCookieSupport=1　最終閲覧 2020年 2月 23日）

38） ムバーラク大統領に任命された最後の最高憲法裁判所長官で，2012年の大統領選挙を監督する「大
統領選挙最高委員会」（al-lajna al-‘ulyā li-l-intikhābāt al-ri’āsīya）の委員長を務めた大物である。



42 アジア・アフリカ言語文化研究　101

イロ控訴院判事のホーリー（‘Abd Allāh al-Khūlī）も，「憲法はクルアーンではない」（al-dustūr 
laysa qur’ānan）ため，改正や変更が可能だと述べた。数少ない反対の声は，第 185条の「予
算上の独立性」の変更という小さな問題に集中していた。

3月 26日の記事［‘Abd al-Ḥamīd 2019c］では，アブドゥルアール議長が，上エジプト地方
の議員から，翌 27日［Hazzā‘ and ‘Abd al-Ḥamīd 2019c］の記事では，下エジプト地方の議
員から意見を聴いたことが伝えられた。議長は，大統領の「任期の延長」であって「任期の増加」
ではないと述べ，「2期まで」を必ず維持することを強調していた。26日の記事では，著名な
ジャーナリストのバクリー議員（Muṣṭafā Bakrī，無所属）が，大統領任期延長に賛同しつつ，
「憲法は大統領任期を 2期に制限しているので，改正では年数だけを扱い，回数には触れるべ
きではない」と強調した。27日の記事では，この発言に応じて，アブドゥルアール議長は次
のように述べた。

　改正案の提案に関する「噂」，すなわち〔大統領任期の改正が憲法〕第 226条に記され
た禁止に触れるのではないかというものは，正確ではない。禁止規定は「大統領任期の複
数化」に関するものであり，改正案はこれにまったく関わっていないからだ。改正案に含
まれているのは，4年を 6年に延ばすことだけであり，2期を超える複数任期に繋がるこ
とはない。

本節冒頭で参照した憲法第 226条の第 5項には，「大統領の再選または自由もしくは平等の
原則に係る条文は，その改正がこれらの保障を増やすものでなければ，改正することができな
い」と明記されている。この「再選」（i‘āda al-intikhāb）の語が元の第 140条の条文「大統
領は，1回を除き，再選されることができない」を想起させるように，大統領任期の改正は「6
年」への延長のみで，任期の回数は変更されない，と広く了解されていた。議長も「6年」に
関しては 2018年に始まるスィースィー大統領の 2期目が 2024年になる可能性を示唆する程
度であった。
翌 28日の記事［Lāshīn and Hazzā‘ 2019］では，社会内対話の最終回としてアズハルや教
会代表，憲法学者，ジャーナリスト，諸政党・会派の代表が呼ばれ，意見を述べた。最後の社
会内対話に呼ばれたこれらの外部有識者らは，改正案に賛成しつつ，「元老院に権限を」「司法
機関に予算の独立性を」「副大統領は不要」「副大統領を大統領選挙で指名するように」などと
主張した。ただし大統領任期延長そのものに反対する者はおらず，その論調は「4年を 6年に」
「2期は維持」であった。

3月 29日の記事［Lāshīn and ‘Abd al-Ḥamīd 2019］では，アブドゥルアール議長は，社会
内対話を総括して「あらゆる意見を聴いた」と自画自賛し，今後は法制委員会の仕事となると
述べた。アブー・シャッカ議員（Bahā’ al-Dīn Abū Shaqqa，新ワフド党）を長とする法制委
員会は，15日かけて文言修正を行い，4月 14日までに最終的な改正案を含む法制委員会「報
告」を本会議に提出するとされた。憲法第 226条によれば，改正の発議の承認から「60日以内」
に代議院が最終案を承認しなければならない。発議の承認がなされた 2月 14日から 60日目
が 4月 15日なので，4月 14日は期限内である。先に 2月 15日の記事で議長が述べた日程では，
社会内対話は 4月 4日まで，文言修正は 4月 11日までとされていたが，実際には社会内対話
を 1週間早く切り上げ，文言修正に回したということになる。
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（3）法制委員会による文言修正（3月 29日～ 4月 14日）
代議院の常任委員会の 1つである法制委員会は，委員長，2人の副委員長，事務局長（amīn 

sirr），58人の委員，合計 62人の議員から構成される39）。先に述べたように，法制委員会の役
割は，技術的な文言修正にある。つまり法制委員会は，統括委員会の「報告」をもとに，社会
内対話を踏まえて最終改正案を作り，これを法制委員会の「報告」として本会議に提示しなけ
ればならない。
展開が見られたのは，「報告」の提出期限である 4月 14日の 5日前であった。4月 10日の

記事［Lāshīn 2019］によれば，前日の法制委員会でアブドゥルアール議長が突如，「規定の統
制を増し，曖昧さの増幅を拒絶し，より多くの者から受け入れられるようにするため」，大統
領任期に関する第 140条の改正案を修正する必要があると言い出した。議長は「大統領から
指示も介入も言及もない」と強調しつつ，10日夜に法制委員会を緊急招集することを伝えた。
記事では，珍しく，反対の声が伝えられた。法制委員会委員のムスタファー議員（Abū al-

Mu‘āṭī Muṣṭafā，無所属）は，「憲法第 226条に大統領規定は，保障が増えなければ，改正で
きないと書いてあるが，私には保障が増えるようには見えない」と憲法規定にもとづき疑義を
呈した。同じく委員のシェリーフ議員（Jamāl al-Dīn Sharīf，無所属）は，感情的に「統治の
延長はあり得ない。エジプト人の夢は一時の統治であって，永続する統治ではない」と不満を
述べた。アブドゥルアール議長は，「憲法改正案はまだ“生の条項”だ」と反論し，法制委員
会と本会議での議論こそが改正案の最終的な文言を決めると抗弁した。
翌 11日の記事［‘Abd al-Ḥamīd 2019d］には，大統領任期に関わる改正は「権力の永続化
や継承」を目指したものではないという議長の言葉が伝えられた。同記事によれば，法制委員
会は文言決定段階に入り，作成された最終案が 4月 16，17日に本会議で審議される。議長は，
前日に言い出した大統領任期関連の変更について，「6年・2期は変わらない」と述べつつ，一
部議員から指摘された第 226条の「保障」については，憲法には大統領立候補者に関する規
定が多くあり，それが大統領を選ぶ際の「保障」となっているという強引な説明をして退けた。
この頃，法制委員会内部に最終的な修正を担う「文言修正委員会」（lajna al-ṣiyāgha）が立
ち上げられた。アブドゥルアール議長が長を務め，法制委員会のアブー・シャッカ委員長と
アブドゥッサッタール副委員長（Muḥammad ‘Abd al-Sattār，無所属），シェリーフ副委員長
（Aḥmad al-Sharīf，会議党），ホーリー事務局長（Īhāb al-Khūlī，保守党），法律顧問のファ
ウズィー判事の 6人により構成される。法制委員会の執行部に相当するものと言えるだろう。
翌 12日の記事［‘Abd al-Ḥamīd 2019e］では，第 140条に関する新たな提案が登場した。

法制委員会に属する複数の議員からの提案として，スィースィー大統領の任期変更が過去に
遡及すること，すなわち 2014年から 18年までの 1期目に 2年，2018年から 2022年までの
2期目に 2年を追加するとして，2期目の終わりに合計 4年を足して，2022年を 2026年にす
ることが提案された。アブドゥルアール議長はこの提案を受け，「多くの者にとって驚き（al-
mufāja’a）だろうから」と，本会議で表決をとり，「特別多数」（al-aghlabīya al-‘uẓmā）の賛
成によって定めることを提案した。
本会議での議論は紛糾したが，「初めからからこうしたかった」という好意的な反応も聞か
れた。たとえば，オトマーニー議員（Muḥammad al-‘Utmānī，無所属）は，2014年憲法の

39） 委員会の人員構成については，代議院のウェブサイトを参照のこと（http://www.parliament.gov.
eg/QualitativeCommitteesDetails.aspx?id=101　最終閲覧 2020年 2月 23日）。
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50人委員会の論議を引用しながら，50人委員会でも大統領任期を「5年」にしようという動
きがあったことを明かした。野党勢力も否定的ではなかった。同日の別の記事［al-Ghamrī 
2019］では，憲法学者のサイイド博士（Shawqī al-Sayyid）の意見として，2012年憲法以外
のエジプトの過去憲法に大統領任期を「4年」とするものはなく，同胞団が持ち込んだものだ
と批判した。会議党（ḥizb al-mu’tamar）のスメイダ党首（‘Umar al-Mukhtār Ṣumayda）は，
自身が一員だった 2014年憲法の 50人委員会でも「6年」にしようとしていたが反対勢力があ
り「4年」になったと振り返り，同党も反対していないことを伝えた。

4月 14日の 1面記事［Mubāshir 2019a］では，憲法改正の最終案が同日までに作成され，
16日の代議院本会議で採決されると報じられた。同日 4面の詳細記事では，前日の法制委員
会による文言修正の様子が伝えられた。そこでは，15人の議員からの別の提案として，「現職
の大統領は，憲法第 140条が改正するところに従い，現在の任期満了後，もう一回大統領選
に立候補することができる」という経過規定を追加することが挙げられていた。これによれば，
「6年・2期」を変えることなく，現職のスィースィー大統領にのみ例外的に 3期目の再選を
認めることができる。この案の方がはるかに「驚き」だが，もはや記事から批判や反対の声は
聞こえてこない。
翌 15日の記事［‘Īsā, Lāshīn, and Hazzā‘ 2019］では，前日（14日）の法制委員会で文言
修正委員会の提案をもとに最終案が作られ，賛成多数により承認されたこと，憲法改正最終案
を含む法制委員会の「報告」の作成が完了したことが伝えられた。結局，大統領任期は「6年・
2期」とし，「現職大統領は任期 6年」，「続く 1回に限り再選可能」という経過規定が入れられた。
6年規定が過去に遡及することはなくなり，現職の大統領にのみ特例措置を与えることになっ
た。最後の最後に出された提案が通ったことになるが，アブドゥルアール議長は，「第 140条
の変更は社会内対話の結果を受けたものだ」と胸を張って述べた。その他，女性への議席割り
当ては「25％」に決定し，「司法機関の予算の独立性」は守られたが「司法機関の長の大統領
任命」は決定され，元老院に立法権はないが，その定数は比較的多い 180人となった。
こうして憲法改正の最終案が完成し，4月 16日の代議院本会議で採決された［Mubāshir 

2019c］。4月 17日の記事［Mubāshir and ‘Abd al-Ḥamīd 2019］によれば，出席議員 554人
の内，賛成 531，反対 22，棄権 1，総議員数に対する賛成約 89％の絶対多数により可決された。
これを受けて，アブドゥルアール議長は国民に向けて，国民投票に参加し，各自の意見を表明
するよう呼びかけた。特に人口の半数を占める若年世代に投票参加を強く促し，こう述べた。「君
たちは現在の半分だ，そして未来のすべてだ」（antum niṣf al-ḥāḍir, wa-kull al-mustaqbal），と。
投票は 19日に始まり，23日に賛成多数の最終結果が公示され，改正は承認された。翌 24
日のアフラーム紙一面［Bakrī and ‘Alī 2019］には，「人民は賛成と言った」（al-sha‘b qāla 
na‘m）の見出しが躍った。代議院に憲法改正の発議案が提出された 2月 3日から数えて 79日，
代議院で改正最終案が可決された 4月 16日からわずか 7日後のことであった。

5. おわりに

本稿では，エジプト 2014年憲法の解説として，憲法制定の過程と全体構造の提示（第 2節），
2019年憲法改正の内容と元の条文の比較検討（第 3節），そして国内最大手のアラビア語日刊
紙，アフラーム紙の記事にもとづく改正案変遷の検証（第 4節）を行った。これらの議論から，
エジプト 2014年憲法について，以下の 3点の特徴を指摘できるだろう。
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第一に，2014年憲法は，1971年憲法を否定した作られた「革命の憲法」である 2012年憲
法をさらに大きく修正した，2つめの「革命の憲法」である。2014年憲法を評価する中でこ
の歴史的経緯を抜きにすることはできない。2012年憲法の作り手が，30年の長期独裁政権を
打倒した「革命」を賛美し，1971年憲法と異なるものを作ればよかったのに対し，2014年
憲法の作り手は，「革命」を簒奪した勢力から「革命」を取り戻したと主張する者たちのもと
で，1971年憲法とも 2012年憲法とも異なるものを作り出す，難しい役目を負った。結果的に，
2014年憲法の中心には，国家が置かれた。前文ではエジプトの独立闘争史が描かれ，個別の
条項においても国家が有する義務や国家が国民に与える保障に多くの紙幅が割かれている。
2014年憲法は，1971年憲法と 2012年憲法の両方を参照しつつ，独自の条項や表現を加えて，
そのどちらの模倣でもない新たな憲法条文を作りだした。直近の 2憲法との対応状況は，付録
の見出し一覧表を参照されたい。
第二に，2014年憲法は，2019年憲法改正によって大統領権限に関する多くの部分が変えら

れ，現行のスィースィー体制に合致するよう書き換えられている。2014年憲法は，2019年憲
法改正抜きには語れない。元の 2014年憲法は，マンスール暫定大統領のもとで起草委員会が 
設置され，作られたものであり，スィースィー大統領はこの憲法の制定後に選出された。2014
年から 2019年までの 5年間，スィースィー体制は揺らぐことなく続いてきた。憲法規定によ
る大統領任期は最長で 2期 8年，2022年まであったが，今回の憲法改正により，スィースィー
大統領の任期は 2期 10年，2024年までに延長され，さらに 3期目が実現すれば，2030年ま
で続くことになる。2014年憲法は，2019年憲法改正を経て，制定時には存在しなかったスィー
スィー体制を個別具体的に支持する憲法に変質した。紛れもなく「スィースィーの憲法」になっ
たのである。
第三に，2019年憲法改正は，2014年憲法に備えられた憲法改正規定に従い，厳格な法的手

続きに則って行われた。今回の憲法改正は，外形上―アフラーム紙が伝えるアブドゥルアー
ル代議院議長の言を信じるならば―，大統領の主導や指示ではなく，立法府たる代議院が自
律的・主体的に推し進め，そして大きな社会不和を引き起こすことなく無事に成し遂げたもの
である。2014年憲法は，この 2019年憲法改正の「成功」によって，より安定した地位と構造
を得ることができたと言えよう。ただその一方で，アブドゥルアール議長が大統領任期延長問
題を改正案に「勝手に」差し挟み，「大統領任期は 2期まで」という明確な憲法規定をすり抜け，
スィースィー大統領にのみ 3期目を可能にする経過規定を招き入れたことは，アフラーム紙が
伝えた通り，公然の事実であり，2014年憲法の評価に暗い影を落とす。大統領任期延長と合
わせて上院を設置したことの意義もいずれ問われるだろう40）。2019年憲法改正は，「アブドゥ
ルアールの改正」であり，この議長に代表される「スィースィー支持者しかいない」代議院に
よる改正であった。
その後元老院は，2020年 7月 1日公布の元老院設置法（2020年法律第 141号）にもとづき

初選挙が行われ，同年 9月に総議員数 300人（内 200人が選挙された議員，100人が大統領任
命議員）の議院として成立した。10月には，5年の任期満了が近づく代議院の改選が開始し，
568議席が憲法改正に即した形で争われる。12月には新議院が選出され，21年からは新たな
両院議会の時代が始まる。2030年までの 10年間，どのような「スィースィー時代」が到来す
るのだろうか。2019年改正を含む 2014年憲法の真価が，まさにこれから問われることになる。

40） すでに今井［2020］が比較政治学の立場から上院追加の意義について議論を提起している。
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付録：2014年憲法見出し一覧表

編 章 節 条 見出し 改正 2012年憲法 1971年憲法
1 1 国家体制 1 1
1 2 国教・公用語・シャリーア 2 2
1 3 その他の宗教のシャリーア 3
1 4 人民主権 5 3
1 5 政治の基本原則 6 5
1 6 国籍 32 6
2 1 7 アズハル 4
2 1 8 社会連帯 8 7
2 1 9 機会均等 9 8
2 1 10 家族 10 9
2 1 11 男女平等・女性保護 10 10, 11
2 1 12 労働の権利・義務 64 13
2 1 13 労働者の権利・義務 64
2 1 14 公務員の権利・義務 64 14
2 1 15 同盟罷業 64
2 1 16 殉教者の顕彰，軍人遺族の保護 65 15
2 1 17 社会保険の提供 66 17
2 1 18 保健・医療を得る権利 62
2 1 19 教育の権利・無償化 58 18, 20
2 1 20 職業訓練の拡大 58
2 1 21 大学・高等教育の独立・拡大 58, 59
2 1 22 教員の能力開発
2 1 23 学術研究の保護・支援
2 1 24 必須教育科目 60
2 1 25 識字教育の徹底 61 21
2 1 26 文民階級の禁止 13 22
2 2 27 経済体制 14 23
2 2 28 生産性の向上，中小零細事業の保護
2 2 29 農業・農民の保護・支援 15, 16 37
2 2 30 漁業・漁民の保護・支援
2 2 31 情報空間の保全
2 2 32 自然資源・国有地の保護 18
2 2 33 所有権の保護 21 29
2 2 34 公的所有権の不可侵・保護 22
2 2 35 私的所有権の保護 24 32, 34
2 2 36 私的部門
2 2 37 協同所有権・協同組合の保護 23 28, 31
2 2 38 税制，公租公課 26 38, 119
2 2 39 貯蓄の保護・奨励 28 39
2 2 40 財産没収の禁止 30 36
2 2 41 住宅開発の責務 68
2 2 42 労働者の経営参加 27 24, 26
2 2 43 スエズ運河の保護・開発
2 2 44 ナイル川の保護 19
2 2 45 自然保護 20
2 2 46 環境権 63
2 3 47 文化的アイデンティティー
2 3 48 文化権，アラビア語の推進
2 3 49 遺跡の保護・保全 20
2 3 50 文明・文化遺産の保護・保全
3 51 人間の尊厳 31
3 52 拷問は犯罪
3 53 法の下の平等，差別の禁止 33 40
3 54 人身の自由 34, 35 41, 71
3 55 逮捕法定主義 36 42
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編 章 節 条 見出し 改正 2012年憲法 1971年憲法
3 56 刑務所 37
3 57 私生活の不可侵 38 45
3 58 住居の不可侵 39 44
3 59 生活の安全 40
3 60 身体の不可侵 41
3 61 臓器移植の権利・規制
3 62 居住・移転の自由 42 50, 51, 52
3 63 強制移住の禁止
3 64 信教の自由 43 46
3 65 思想・意見の自由 45 47
3 66 学問の自由 59 49
3 67 創作の自由 46 49
3 68 知る権利 47
3 69 知的所有権
3 70 報道の自由 48, 49 207, 209
3 71 検閲の禁止 48 48, 207, 208
3 72 国有メディアの独立
3 73 集会の権利 50 54
3 74 政党結成の権利 51 55
3 75 結社の権利 51 55
3 76 団結権 52 56
3 77 職業別組合の独立 53 56
3 78 住居を得る権利 68
3 79 食料・水を得る権利 68
3 80 児童の権利・保護 70
3 81 障害者の権利・保護 72
3 82 青少年の権利・保護 70
3 83 高齢者の権利・保護
3 84 スポーツ権 69
3 85 請願権 54 63
3 86 祖国防衛・兵役の義務 7 58
3 87 公民権 55 62
3 88 在外国民の権利・保護 56
3 89 奴隷・搾取・人身売買の禁止 73
3 90 慈善ワクフの奨励 25
3 91 政治的亡命権 57 53
3 92 国民の権利・自由の保護 81
3 93 国際協定の遵守
4 94 法の支配，司法の独立 74 64, 65
4 95 刑罰個人主義，遡及処罰の禁止 76 66
4 96 推定無罪，証人の保護 77 67
4 97 裁判を受ける権利 75 68
4 98 弁護権，司法救済の保障 78 69
4 99 権利・自由の侵害の禁止 80
4 100 判決の言渡し 79 72
5 1 101 代議院の権限 82, 115 86
5 1 102 代議院議員の定数・立候補要件 113, 128 87, 88
5 1 103 代議院議員の職務専心 84 89
5 1 104 代議院議員の宣誓 86 90
5 1 105 代議院議員の歳費 91 91
5 1 106 代議院議員の任期・改選 114 92
5 1 107 代議院議員の資格審査 87 93
5 1 108 代議院議員の欠員・補充 112 94
5 1 109 代議院議員の取引制限・資産公開 88 95
5 1 110 代議院議員の除名 111 96

付録：続き
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編 章 節 条 見出し 改正 2012年憲法 1971年憲法
5 1 111 代議院議員の辞職 110 97
5 1 112 代議院議員の責任不問 89 98
5 1 113 代議院議員の不逮捕特権 90 99
5 1 114 代議院の所在地 92 100
5 1 115 年次通常会の召集 94 101
5 1 116 臨時会の召集 95 102
5 1 117 議長・副議長の選任 97 103
5 1 118 代議院内規 99 104
5 1 119 代議院の内部秩序維持 100 105
5 1 120 会議の公開，秘密会の開催 93 106
5 1 121 定足数，議決の要件 96 107
5 1 122 法律発案権 101 109, 110, 111
5 1 123 大統領の法律公布・反対権 104 112, 113
5 1 124 予算の可決 116, 117 115, 116
5 1 125 決算の認定 121 118
5 1 126 公的財産の徴収 118 120
5 1 127 予算の執行 120 121
5 1 128 国庫支出 119 122
5 1 129 政府に対する質問権 123 124
5 1 130 政府に対する問責質問 125 125
5 1 131 政府に対する不信任決議 126 126, 127, 128
5 1 132 政府に対する政策説明要求 106 129
5 1 133 政府に対する要請・提案 105 130
5 1 134 政府に対する緊急声明要求 124
5 1 135 代議院の国政調査権 107, 122 131
5 1 136 首相・大臣の代議院出席 109 135
5 1 137 大統領の代議院解散権 127 136
5 1 138 代議院議員を通じた提案・陳情 108
5 2 1 139 大統領は国家元首，行政権の長 139 73
5 2 1 140 大統領の選挙・任期・改選 有 133 77, 78
5 2 1 141 大統領選挙立候補者の要件 134 75
5 2 1 142 立候補に必要な推薦・支持 135 76
5 2 1 143 大統領選挙の投票 136 76
5 2 1 144 大統領の宣誓 137 79
5 2 1 145 大統領の取引制限・資産公開 138 80
5 2 1 146 大統領による首相指名，組閣 139 141
5 2 1 147 大統領による内閣解任と改造
5 2 1 148 大統領の権限委任 142
5 2 1 149 大統領による閣議招集 143 142
5 2 1 150 国の一般政策の策定 140, 144 132, 138
5 2 1 150追加 副大統領の任免 有 139
5 2 1 151 大統領の外交代表・条約締結権 145 151
5 2 1 152 大統領は軍隊最高司令官 146 150
5 2 1 153 大統領による文武官任命 147 143
5 2 1 154 大統領による緊急事態宣言 148 148
5 2 1 155 大統領による恩赦・減刑 149 149
5 2 1 156 代議院の緊急召集，大統領令公布 131 108
5 2 1 157 国民投票の呼びかけ 150 152
5 2 1 158 大統領の辞職 151 83
5 2 1 159 大統領の弾劾訴追，特別裁判所 152 85
5 2 1 160 大統領の代行，欠位時の手続き 有 153 82
5 2 1 161 代議院の大統領不信任決議
5 2 1 162 大統領選挙の優先 154
5 2 2 163 政府の構成，首相は政府の長 155 153
5 2 2 164 首相・大臣の任命要件 156 154

付録：続き
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編 章 節 条 見出し 改正 2012年憲法 1971年憲法
5 2 2 165 首相・大臣の宣誓 157 155
5 2 2 166 首相・大臣の取引制限・資産公開 158 158
5 2 2 167 政府の権限 159 156
5 2 2 168 大臣の権限 160 157
5 2 2 169 大臣の代議院での発言権 161
5 2 2 170 首相の施行令公布権 162 144
5 2 2 171 首相の公益事業設置権 163 146
5 2 2 172 首相の制限令公布権 164 145
5 2 2 173 首相・大臣の起訴要件 166 160
5 2 2 174 首相・大臣の辞職 167
5 2 3 175 地方行政単位の設置 183 161
5 2 3 176 地方分権の推進 183
5 2 3 177 地方に対する支援 184
5 2 3 178 地方行政単位の予算・収入 185
5 2 3 179 地方の首長の選任 187
5 2 3 180 地方議会の選挙・権限 188 162
5 2 3 181 地方議会の最終決定権 190
5 2 3 182 地方議会の予算・決算 191
5 2 3 183 地方議会の解散手続き 192
5 3 1 184 司法権の独立，判決の効力 168 165, 166
5 3 1 185 司法機関の長の選任 有 169 167
5 3 1 186 裁判官の独立，罷免の不可 170 166, 167, 168
5 3 1 187 裁判の公開 171 169
5 3 2 188 司法裁判所の管轄 172
5 3 2 189 検察の権限，検事総長の選任 有 173
5 3 3 190 国務院の管轄・権限 有 174 172
5 4 191 最高憲法裁の独立 175 174
5 4 192 最高憲法裁の権限 175 175
5 4 193 最高憲法裁の構成，長官の選任 有 176 176
5 4 194 最高憲法裁構成員の独立
5 4 195 最高憲法裁判決の官報掲載 178
5 5 196 訟務検察の権限 179
5 5 197 行政検察の権限 180
5 6 198 弁護士の職権の保障・保護 181
5 7 199 専門家の職権の保障・保護 182
5 8 1 200 軍隊の任務，国の独占，最高評議会 有 194 180
5 8 1 201 防衛大臣は軍隊総司令官 195
5 8 1 202 動員，軍人の身分 196 180, 181
5 8 2 203 国防会議の構成・権限 197 182
5 8 3 204 軍事裁判所の権限，文民裁判禁止 有 198 183
5 8 4 205 国家安保会議の構成・権限 193
5 8 5 206 警察の任務・権限 199 183
5 8 5 207 警察最高評議会の構成・権限
5 9 208 全国選挙委員会の権限 208
5 9 209 全国選挙委員会の構成 209
5 9 210 全国選挙委員会による選挙監督 210, 211
5 10 211 メディア組織化最高評議会の権限 215
5 10 212 全国報道委員会の権限 216
5 10 213 全国メディア委員会の権限 216
5 11 1 214 国家会議の種類 200
5 11 2 215 独立・監査機関の種類 200
5 11 2 216 独立・監査機関の設置 202, 203
5 11 2 217 独立・監査機関の報告義務 201
5 11 2 218 腐敗防止機関の責務 204
5 11 2 219 中央会計検査院による会計検査 205

付録：続き
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編 章 節 条 見出し 改正 2012年憲法 1971年憲法
5 11 2 220 中央銀行の管轄・通貨発行権 206
5 11 2 221 財政監査公機関による市場監督
6 222 首都 220 185
6 223 国旗・国歌等 221 186
6 224 憲法制定前の法律の有効 222 191
6 225 法律の官報掲載・法定施行日 223 187, 188
6 226 憲法改正の手続き 217, 218 189
6 227 憲法の一体性 227
6 228 選挙最高委員会の継続と移行 228
6 229 憲法制定後の代議院選挙
6 230 憲法制定後の大統領・代議院選挙 229
6 231 憲法制定後の大統領任期開始日 226
6 232 暫定大統領の継続と移行
6 233 暫定大統領の代行者
6 234 防衛大臣の任命
6 235 教会建設・修復法の公布
6 236 国境・窮乏地域の優先開発
6 237 テロ対策
6 238 教育等への支出割当の執行
6 239 裁判官の他職務任命法の公布
6 240 控訴の充実の保障・支援
6 241 移行期正義法の公布
6 241追加 現職大統領の任期延長 有
6 242 地方行政制度の段階的移行 235
6 243 農民・労働者の代表性の確保 有 229
6 244 青年・障害者等の代表性の確保 有
6 244追加 改正規定の有効 有
6 245 諮問院職員の異動
6 246 2013年の憲法宣言の無効 236
6 247 憲法施行日 225 193
7 248 元老院の管轄 有 194
7 249 元老院の権限 有 194, 195
7 250 元老院議員の定数・任期 有 128, 130 196, 198
7 251 元老院議員の立候補・任命要件 有 129 197
7 252 両議院議員の兼職禁止 有 83 200
7 253 元老院における首相・大臣の責任不問 有 201
7 254 代議院議員規定の準用 有 205

付録：続き
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〈第 2部：資料本文〉

1. 凡例
資料本文では，エジプト 2014年憲法の前文および全 254条の逐条訳とアラビア語原文を提

示する。2014年制定時の条文全 247条は，国立印刷局による『エジプト・アラブ共和国憲法』
［‘Abbās and Bakrī, eds. 2014］を底本とし，2019年憲法改正による変更・追加分は，憲法改
正の国民投票に関する 2019年全国選挙委員会決定第 26号および国民投票の結果の公示に関
する同決定第 38号を底本とした。いずれの底本も，語尾のヤー（ي）をアリフ・マクスーラ（ى）
で表記するエジプト固有の表記方法が用いられているため，筆者が適宜修正した。アラビア語
の母音記号は，底本に付されたものに加え，非限定対格の名詞で語尾にアリフを伴うものには，
アリフの前にタンウィーン（◌ً）を付した。また，コンマとピリオドの前にはスペースを入れず，
後に 1字分スペースを入れるよう統一した。
前文は，段落ごとに，日本語訳と原文を記している。憲法本文は，左上から，条文番号，見
出し，過去憲法の条文番号，改正の有無，日本語訳条文，アラビア語原文の順に記している。
条文番号の右にあるすみつき括弧（【】）内の見出しは，条文内容を簡潔に示す見出しで，筆者
が便宜的に付けた。その右にある丸括弧（（））内の数字は，直近 2つの憲法である 2012年憲
法と 1971年憲法に含まれる，同様のまたは近い内容を持つ条文の番号で，たとえば（2012:1）
は，2012年憲法の第 1条を意味する。1971年憲法には，1980年，2005年，2007年の 3回の
改正があったが，これら改正の違いを示すと煩雑であるので，1980年改正で追加された第 7
編の条文を除き，1971年で統一した。newは，これら 2つの過去憲法に該当する内容の条文
がないことを示す。丸括弧の右には，「第○項改正」や「改正による追加」などの文言を付し，
2019年憲法改正による変更の有無がわかるようにしてある。
各条文は，項ごとに段落で分け，段落の頭は 1字下げで示している。アラビア語原文は，段

落の頭を 2字下げている。憲法本文は，7つの「編」（bāb）に分けられる。編は，複数の「章」
（faṣl）に，章は複数の「節」（far‘）に分けられることがある。たとえば，第 1，3，4編は章
に分かれないが，第 5編は 11の章に分かれる。全体の構成は，解説の図 1および見出し一覧
表を参照されたい。
資料には，筆者による註は付けていない。前文にある註「その判決は判決集に収録される」は，
国立印刷局による底本にあるものである。

○凡例
第 X条【見出し】（2012:Y, 1971:Z）
エジプト・アラブ共和国は……



55竹村和朗：エジプト 2014年憲法の読解

2. エジプト 2014年憲法全訳

慈悲あまねく，慈悲深きアッラーの御名により

これこそわれらが憲法

エジプトは，エジプト人へのナイルの賜物であり，人類へのエジプト人の賜物である。

アラブたるエジプトは―その天与の位置と歴史により―，全世界の心臓である。すなわ
ち，エジプトは，世界の諸文明および諸文化が出会う場，海の交易路と通信の交差点，地中海
に現れたアフリカの頭，そしてその最大の河川，ナイル川が流れこむ場所である。

これこそエジプト，エジプト人の不滅の祖国，すべての民族に平和と愛を伝えるもの。

歴史の黎明に人類の良心の夜が明け，われらの祖先の心を照らした。彼らの善なる意思は一
つになり，最初の中央集権国家が建てられた。エジプト人の生はナイルの両岸に整えられ，組
織され，輝かしい文明の芽生えが生み出された。彼らの心は天に昇り，この地は三つの一神教
を知ることになる。

エジプトは，宗教の揺り籠，啓示宗教の栄光の旗である。

エジプトの地に，アッラーの代弁者ムーサー―彼に平安あれ―が育ち，その身に神の光
が注ぎ，シナイ山においてお告げが下った。

エジプトの地に，エジプト人は聖処女とその子を迎え，後に救世主―彼に平安あれ―の
教会を守るため数千の殉教者を送り出した。
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ついには，預言者の封印ムハンマド―彼に祝福と平安あれ―が，高き倫理を全うするた
め，すべての民に遣わされた。われらの心と理性は，イスラームの光によって開かれた。われ
らこそ，アッラーのために邁進する大地の兵士の善良であった。われらは，全世界に真理の福
音と宗教諸学を広めた。

これこそエジプト，われらが生きる祖国，われらのうちに生きる祖国である。

近代に，理性が啓蒙され，人類は成熟に至った。諸国民および諸民族は，科学を進歩させ，
自由と平等の旗を掲げた。ムハンマド・アリーは，近代エジプト国家を打ち建て，国民軍がこ
れを支えた。アズハルの子リファーアは，祖国を「その子らの共同の幸福の場」と呼んだ。わ
れらは―われらエジプト人は―，進歩に追いつくよう努力した。われらは幾多の叛乱，蜂
起および革命の中で殉教者と犠牲者を生み出しながら，ついに「1月 25日―6月 30日」革命
において，湧き上がる人民の意思のため，われらが国民軍が勝利した。この革命は，生活の糧
を，自由と人間の尊厳とともに，社会的公正の下で得ることを求めたものであり，祖国に独立
の意思を取り戻した。

この革命は，国民的闘争の歩みに連なるものであり，その最も目覚しい象徴は，アフマド・
ウラービー，ムスタファー・カーミル，ムハンマド・ファリードである。その頂点をなすのが，
われらが近代史における二つの偉大な革命である。

1919年革命は，エジプトとエジプト人をイギリスの保護の軛から解き放ち，国民的集団の
子らの間に市民権と平等の原則を植え付けた。指導者サアド・ザグルールとその後継者ムスタ
ファー・ナッハースは，民主主義の道へと邁進した。彼らは確信していた。「権利は力の上に
あり，国民は政府の上にある」と。タラアト・ハルブは，国民経済の礎を築いた。
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「1952年 7月 23日」革命は，指導者ガマール・アブドゥンナーセルが指導し，人民の意思
がこれを受け入れた。この革命は，数世代にわたった占領の撤廃と独立の夢を実現した。エジ
プトは，アラブに属することを確認し，アフリカ大陸，そしてイスラーム世界へと開かれた。
エジプトは諸大陸の解放運動を支え，開発と社会的公正の道に結ばれた歩みを進めた。

この革命は，エジプトの国民的革命の歩みに連なるものであり，エジプト人民と国民軍の間
の最も固き契りを示すものである。国民軍は，祖国の安全とその守護の責任を担う。革命は，
われらの最大の挑戦における勝利により得られた。それは，1956年の三国攻撃の撃退から大
敗北を経て，栄光の 10月の勝利に至る。この勝利は，アンワル・サーダート大統領に，われ
らの現代史における特別な地位を認めた。

1月 25日―6月 30日革命は，人類史における多くの大革命の中でも，数千万人にのぼる人
民の参加の多さにおいて，光り輝く未来を目指した青年の目覚しい役割において，階級および
イデオロギーを超えた国民的および人類的地平に向けた大衆の飛躍において，人民の意思に対
する人民軍の保護において，そして高貴なるアズハルと国民的教会の祝福において，無比のも
のである。この革命はまた，その平和的性格において，そして自由と社会的公正をともに実現
しようとする志の高さにおいて，無比のものである。

この革命は，徴であり，兆しである。それは，過去は現在ではないことを示す徴であり，人
類すべてが目指す未来の兆しである。

世界は―いまや―利害の争いが東と西，北と南を引き裂いた時代の最後の数頁をめくろ
うとしている。その時代には，諸階級および諸民族の間で争いと戦争が燃え上がり，人類存亡
の危機は増し，アッラーがわれらに任せられた大地における生が脅かされている。人類は，成
熟の時代から叡智の時代へ移ることを望んでいる。われらは，真実と正義が統治し，自由と人
権が守られる新たな人類世界を打ち建てようとしている。われら―エジプト人―は，われ
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らの革命の中に，新たな人類史の執筆にわれらが再び加わる可能性を見出す。

われらは，過去を問い直し，現在を復興させ，未来への道を切り拓く力を持つと信じる。わ
れらが祖国を復興し，祖国がわれらを復興させることを信じる。

われらは，すべての国民がこの祖国の大地の上で，安全かつ安心に生きる権利を有すること
を信じる。すべての国民が今日を生き，そして明日を生きる権利を有することを信じる。

われらは，民主主義を，道として，未来として，生のあり方として信じる。政治の多数性を，
平和的な政権交替を信じる。われらは，未来を作り出す人民の権利を確信する。人民は―人
民のみが―権力の源である。自由と人間の尊厳と社会的公正は，すべての国民に認められる
権利である。われら，そしてわれらの次世代は，主権国家である祖国の主権を有する。

われらは，いま，憲法を書く。繁栄し，団結した社会，そして個人と社会のため今日と明日
の大望を実現する公正な国という数世代の夢を形にした憲法を。

われらは，―いま―憲法を書く。その政府が文民である，新しい民主国家の建設を完成
させる憲法を。

われらは，憲法を書く。それによって，あらゆる腐敗，あらゆる抑圧の扉を閉じる憲法を。
その中で，古き純朴な農民の時代からの過去の傷と，われらの時代における怠慢の犠牲者と革
命の殉教者の傷を癒し，われら人民を長く苦しめた不正を取り除く憲法を。
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われらは，憲法を書く。イスラームのシャリーアの諸原則は立法の主要な源泉であること，
そしてその解釈の権威はこれに係る最高憲法裁判所の判決すべてが保障するものであることを
確証する憲法を1）。

われらは，憲法を書く。われらの前に未来の道を開く憲法を。われらが原案を書き，われら
が承認した，世界人権宣言と一致する憲法を。

われらは，憲法を書く。われらの自由を守る憲法を。祖国を，われら国民の統一を脅かすす
べてのものから，祖国を保護する憲法を。

われらは，憲法を書く。われらの間にいかなる差別もなく，権利と義務の平等を実現する憲
法を。

われら女性と男性の国民は，われらエジプト人民は，主権を有する祖国の主権者である。こ
れこそ，われらの意思。これこそ，われらの革命の憲法。

これこそ，われらの憲法である。

1） その判決は判決集に収録される。
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第 1編「国家」

第 1条【国家体制】（2012:1, 1971:1）
エジプト・アラブ共和国は，主権を有する国家であり，統一され，分割を認めず，そのいか
なる一部も割譲されない。その体制は，民主共和制であり，市民権および法の支配にもとづく。
エジプト人民は，アラブ共同体の一部であり，その統合および統一に努める。エジプトは，
イスラーム世界の一部であり，アフリカ大陸に属し，アジアに連なることを誇りとし，人類文
明の構築に参加する。

第 2条【国教・公用語・イスラームのシャリーア】（2012:2, 1971:2）
イスラームは，国教であり，アラビア語は，公用語である。イスラームのシャリーアの諸原
則は，立法の主要な源泉である。

第 3条【その他の宗教のシャリーア】（2012:3）
エジプト人のキリスト教徒およびユダヤ教徒のシャリーアの諸原則は，その身分，宗教上の
事柄および精神的指導者の選出を組織する諸立法の主要な源泉である。

第 4条【人民主権】（2012:5, 1971:3）
主権は，唯一，人民にある。人民は，主権を行使し，保護する。人民は，権力の源である。
人民は，すべての国民の間の平等，正義および機会均等の原則にもとづく国民統一を守る。こ
れらは，憲法に規定された方法による。

第 5条【政治の基本原則】（2012:6, 1971:5）
政治体制は，憲法に規定された方法により，政治および政党の複数性，権力の平和的交替，
権力の分立および均衡，権力と責任の不可分，ならびに人権および自由の尊重にもとづく。
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第 6条【国籍】（2012:32, 1971:6）
国籍は，エジプト人の父または母のもとに生まれた者の権利である。その者の法的認知，お
よび個人情報を証明する公的文書の付与は，法律が保障し，組織する権利である。
法律は，国籍取得の要件を定める。
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第 2編「社会の基本的構成要素」

第 1章「社会的構成要素」

第 7条【アズハル】（2012:4）
高貴なるアズハルは，独立のイスラーム学術機関であり，そのすべての事柄の遂行を独占的
に管轄する。アズハルは，宗教諸学およびイスラームに関する基本権威であり，エジプトおよ
び世界における布教の責任，ならびに宗教諸学およびアラビア語の普及を司る。
国は，アズハルがその目的を実現するために十分な財政的基盤を提供する責務を有する。
アズハル総長は，独立し，罷免されない。法律は，大ウラマー会議の構成員からアズハル総
長を選出する方法を組織する。

第 8条【社会連帯】（2012:8, 1971:7）
社会は，社会的連帯にもとづく。
国は，社会的公正を実現し，社会的相互扶助の手段を提供する責務を有する。これは，法律
が組織する方法により，すべての国民に尊厳ある生活を保障するものとする。

第 9条【機会均等】（2012:9, 1971:8）
国は，差別なく，すべての国民に機会均等を実現する責務を有する。

第 10条【家族】（2012:10, 1971:9）
家族は，社会の基礎であり，その支えは，宗教，倫理および愛国心である。国は，家族の相
互結束および安定，ならびに家族的価値の強化に努める。
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第 11条【男女平等・女性保護】（2012:10, 1971:10,11）
国は，憲法の規定に従い，市民的，政治的，経済的，社会的および文化的権利のすべてにお
いて，女性と男性の間の平等の実現を保障する。
国は，法律が定める方法により，代表制議会において女性が適切な代表性を得ることを保障
するため必要な措置をとることに努める。国は，女性が，差別されることなく，国家公務員職
および上級行政職に就任し，司法機関において任命される権利を保障する。
国は，あらゆる形の暴力から女性を保護する責務を有し，女性の家族に対する義務と労働上
の要請の調和の実現を支援する。
国は，母子，家計を支える女性，高齢女性および生活に困窮する女性に，福祉および保護を
もたらす責務を有する。

第 12条【労働の権利・義務】（2012:64, 1971:13）
労働は，国が保障する権利であり，義務であり，名誉である。いかなる国民にも，法律の要
請にもとづき，公共サービスのために行われ，期間が限定され，正当な補償がなされ，かつ課
された者の基本権を侵害しないものでなければ，強制労働を課すことができない。

第 13条【労働者の権利・義務】（2012:64）
国は，労働者の権利の保全に責務を有し，生産労働に従事する両者の均衡的労働関係の構築
に努め，団体交渉の手段を保障し，労働者を労働上の危険から保護し，労働者の職務上の安全，
安心および保健衛生の要件を満たすよう努め，労働者の一方的な解雇を禁じる。これらはすべ
て，法律が組織する方法による。



64 アジア・アフリカ言語文化研究　101

第 14条【公務員の権利・義務】（2012:64, 1971:14）
公務員職は，能力にもとづく国民の権利であり，情実または縁故によらない。公務員として
働くことは，人民への奉仕である。国は，公務員の権利およびその保護を保障し，公務員が人
民の利益を守る義務を遂行することを保障する。法律が定める場合でなければ，懲戒処分以外
の方法により公務員を解雇することはできない。

第 15条【同盟罷業】（2012:64）
平和的な同盟罷業は，法律が組織する権利である。

第 16条【殉教者の顕彰，軍人遺族の保護】（2012:65, 1971:15）
国は，祖国の殉教者を顕彰し，革命の負傷者，退役軍人および傷痍軍人，戦時死亡宣告者お
よびその判決が言い渡された者の遺族，治安維持活動の負傷者，ならびにこれらの者の配偶者，
子どもおよび両親に福祉をもたらす責務を有し，これらの者に雇用機会を提供することに努め
る。これらは，法律が組織する方法による。
国は，市民社会組織がこれらの目的の実現に参画することを奨励する。

第 17条【社会保険の提供】（2012:66, 1971:17）
国は，社会保険事業を提供することを保障する。
社会保険制度を享受しないすべての国民は，社会保障を得る権利を有する。これは，自己も
しくは家族を養うことができない者，または就業不能，高齢もしくは失業の状態にある者に，
尊厳ある生活を保障するものとする。
国は，法律に従い，小規模農民，農業労働者，漁業労働者および非正規労働者への適切な給
付金の支給に努める。
保険および年金の資金は，私的資金であり，公的資金に定められたあらゆる形式および形態
の保護を受ける。これらの資金およびその収益は，受益者の権利であり，法律に従い，独立の
機関が安定した投資を行い，運営する。
国は，保険および年金の資金を保障する。



65竹村和朗：エジプト 2014年憲法の読解

第 18条【保健・医療を得る権利】（2012:62）
すべての国民は，質的基準に従い，保健衛生および総合的医療福祉を得る権利を有する。国
は，人民に提供される公衆衛生事業を維持および支援し，その機能を向上させ，地理的に公正
な配分を行うことを保障する。
国は，歳出の一定比率を保健衛生に割り当てる責務を有する。これは，国内総生産の 3％未

満でないものとし，世界的水準に達するまで段階的に引き上げられる。
国は，すべてのエジプト人が加入し，あらゆる病気を対象とする包括的な健康保険制度を構
築する責務を有する。法律は，国民による健康保険料の納付，または所得水準に応じたその免
除を組織する。
緊急状態または生命の危機にあるすべての人間に対する医療行為の提供を妨げることは，犯
罪である。
国は，医師，看護士および保健衛生部門労働者の環境を改善する責務を有する。
すべての医療機関，医療機器，医薬品および保健衛生に係る広告媒体は，国の監査を受ける。
国は，法律に従い，私的部門および市民社会部門の医療福祉事業への参画を奨励する。

第 19条【教育の権利・無償化】（2012:58, 1971:18,20）
教育は，すべての国民の権利である。その目的は，エジプト的個性の構築，国民的アイデン
ティティーの保持，科学的思考力の育成，技能開発，発明の推奨，文明的および精神的価値観
の成育，ならびに市民権，相互寛容および差別撤廃の理解の定着にある。国は，教育課程およ
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び教材において，これらの目的を追求し，世界的な質的基準に従った教育を提供する責務を有
する。
教育は，高等学校卒業またはこれと同等の段階まで義務教育である。国は，法律に従い，国
立教育機関の多様な段階における教育の無償化を保障する。
国は，歳出の一定比率を教育に割り当てる責務を有する。これは，国民総生産の 4％未満で
ないものとし，世界的水準に達するまで段階的に引き上げられる。
国は，国公立および私立のすべての学校および高等教育機関が国の教育政策に従うことを保
障するため，教育を監督する。

第 20条【職業訓練の拡大】（2012:58）
国は，世界的な質的基準に従い，技能教育，専門技術教育および職業訓練の推奨，これらの発展，
ならびにこれらすべての拡大に責務を有する。これは，労働市場の需要に一致するものとする。

第 21条【大学・高等教育の独立・拡大】（2012:58,59）
国は，大学ならびに学術的および言語的学協会の独立，ならびに世界的な質的基準に従った
大学教育の提供を保障する。国は，法律に従い，大学教育の発展に努め，国立大学および高等
教育機関における教育の無償化を保障する。
国は，歳出の一定比率を大学教育に割り当てる責務を有する。これは，国内総生産の 2％未

満でないものとし，世界的水準に達するまで段階的に引き上げられる。
国は，営利を目的としない市民大学の設置の促進に努める。国は，私立大学および市民大学
における教育の質の保障，これらにおける世界的な質的基準の達成，これらを担う教員および
研究者の育成，ならびに教育研究活動の発展のために歳出からの十分な比率の割当てを行う責
務を有する。
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第 22条【教員の能力開発】（new）

教師，教員および職員は，教育の基本的柱である。国は，これらの者の学術能力および職業
的技能の開発，ならびに物質的および精神的権利の保護を保障する。これは，教育の質および
その目標の実現を保障するものとする。

第 23条【学術研究の保護・支援】（new）

国は，国家主権の実現および知識経済の構築の手段として，学術研究の自由および学術研究
機関の支援を保障し，研究者および発明者を育成し，学術研究に歳出の一定比率を割り当てる。
これは，国民総生産の 1％未満でないものとし，世界的水準に達するまで段階的に引き上げら
れる。
国は，私的部門および市民社会部門に学術研究への実質的な参入手段を提供し，在外エジプ
ト人が学術研究の振興に参画することを保障する。

第 24条【必須教育科目】（2012:60）
アラビア語，宗教教育および国民史は，大学に先立つ国公立および私立の学校教育のすべて
の段階における基本科目である。大学は，多様な専門的学術研究に必要な人権，価値観および
職業倫理の教授に努める。

第 25条【識字教育の徹底】（2012:61, 1971:21）
国は，読み書きおよびデジタルの非識字を全世代の国民から根絶するための包括的計画を策
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定し，市民社会団体の参加により，計画の実施方法を定める責務を有する。これらは，限定さ
れた時間的枠組みに従う。

第 26条【文民階級の禁止】（2012:13, 1971:22）
文民階級の制定は，禁じられる。

第 2章「経済的構成要素」

第 27条【経済体制】（2012:14, 1971:23）
経済体制は，持続的開発および社会的公正を通じて，国土の繁栄を実現することを目的とす
る。これは，国民経済の実質成長率の上昇，生活水準の向上，雇用機会の増大，失業率の低下
および貧困の解消を保障するものとする。
経済体制は，透明性およびガバナンスの基準，競争原理の振興，投資の促進，地理的，部門
的および環境的に均衡のとれた発展，ならびに独占行為の禁止の責務を有する。これは，財政
および貿易上の均衡，公正な税制，市場の仕組みの規制，様々な形態の所有権の保障，ならび
に異なる立場の利益の間の調和を守り，労働者の権利を保全し，消費者を保護するものとする。
経済体制は，法律に従い，社会に機会均等および開発利益の公正な分配を保障し，所得格差
を縮小し，尊厳ある生活を保障する最低賃金および最低限の手当を支給し，国家機関における
あらゆる給与所得者の最高賃金を支給する責務を有する。

第 28条【生産性の向上，中小零細事業の保護】（new）

生産，サービスおよび情報に関わる経済活動は，国民経済の基本構成要素である。国は，こ
れらの経済活動の保護，競争力の増加および投資誘引環境の創出に責務を有し，生産の向上，
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輸出の促進および輸入の組織化に努める。
国は，すべての分野における中小事業および零細事業に特別な関心を払い，インフォーマル
部門の組織化および拡充に努める。

第 29条【農業・農民の保護・支援】（2012:15,16, 1971:37）
農業は，国民経済の基本構成要素である。
国は，農地の保護および拡大，ならびに農地に対する侵害の告発に責務を有する。国は，農
村開発，農村住民の生活水準の向上，および環境上の危険からの農村住民の保護を行う責務を
有する。国は，農業生産および畜産の開発，ならびにこれら二部門の産業振興に努める。
国は，農業生産および畜産の投入財を提供し，農民が余剰利益を得ることを可能にする適正
価格により主要農作物を買い取る責務を有する。これらは，労働組合，その連合および農業協
同組合との合意にもとづく。国は，開拓地の一定範囲を小規模農民および学卒者青年に割り当
て，農民および農業労働者を搾取から守る責務を有する。これらはすべて，法律が組織する方
法による。

第 30条【漁業・漁民の保護・支援】（new）

国は，漁業資源の保護，漁業者の保護および支援，ならびに漁業者が環境体系に悪影響を及
ぼすことなく職務に従事することを可能にする支援を行う責務を有する。これらは，法律が組
織する方法による。

第 31条【情報空間の保全】（new）

情報空間の安全は，経済秩序および国家安全保障の基本的一部である。国は，情報空間の保
全に必要な措置をとる責務を有する。これらは，法律が組織する方法による。
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第 32条【自然資源・国有地の保護】（2012:18）
国の自然資源は，人民の所有物である。国は，自然資源の保全，その適正な利用，枯渇の阻
止，およびこれについて次世代が有する権利の保護に責務を有する。
国は，再生可能エネルギー資源の模範的利用に努め，これへの投資の促進，およびこれに係
る学術研究の振興の責務を有する。国は，経済的利点に従い，原料精製の推進および原料への
付加価値の増加に努める。
国の公的所有物を処分することはできない。自然資源の利用権または公益事業の委託の許可
は，法律により行われ，30年を超えない期間に限られる。
小規模の採石場および鉱山ならびに塩湖の利用権，または公益事業の委託の許可は，15年
を超えない期間に限られ，法律にもとづき行われる。
法律は，国の私的所有物の処分の規定，ならびにこれを組織する規則および手続きを定める。

第 33条【所有権の保護】（2012:21, 1971:29）
国は，公的所有権，私的所有権および協同所有権からなる三種の所有権を保護する。

第 34条【公的所有権の不可侵・保護】（2012:22）
公的所有権は，不可侵であり，これを侵害することができない。公的所有権の保護は，法律
に従い，義務である。

第 35条【私的所有権の保護】（2012:24, 1971:32,34）
私的所有権は，守られる。相続権は，保障される。私有財産の強制徴収は，法律に規定され
た場合に，かつ司法判決によらなければ，することができない。私有財産は，法律に従い，公
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共の利益のため，かつ事前の正当な補償と引換えでなければ，収用されない。

第 36条【私的部門】（new）

国は，国民経済および社会への奉仕として私的部門が社会的責任を果たすことの支援に努める。

第 37条【協同所有権・協同組合の保護】（2012:23, 1971:28,31）
協同所有権は，守られる。国は，協同組合を保護する。法律は，国による協同組合の保護お
よび支援を保障し，協同組合の独立性を保障する。
協同組合またはその理事会は，司法判決によらなければ，解散することができない。

第 38条【税制，公租公課】（2012:26, 1971:38,119）
税制その他公課は，歳入の増加，社会的公正の実現および経済開発を目的とする。
租税の成立，修正または廃止は，法律によらなければ，行われない。租税は，法律に規定さ
れた場合でなければ，免除することができない。その他の税または課徴金は，法律の範囲内で
なければ，人に賦課することができない。
税の賦課においては，収入源の複数性が遵守される。税は，個人の所得に課され，各人の負
担能力に応じた累進課税式をとる。税制は，多くの雇用を生む経済活動を推進し，経済的，社
会的および文化的開発におけるその役割の支援を保障する。
国は，税制の発展に責務を有し，税の徴収における実行性，簡便さおよび規定を実現する新
たな方式を構築する。法律は，税，課徴金，主権にもとづく他のあらゆる徴収金，および国庫
預託金の徴収の方法および手段を定める。
納税は，義務であり，脱税は，犯罪である。
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第 39条【貯蓄の保護・奨励】（2012:28, 1971:39）
貯蓄は，国が保護し，奨励する国民的義務である。貯蓄金は，保障される。これらは，法律
が組織する方法に従う。

第 40条【財産没収の禁止】（2012:30, 1971:36）
財産の没収は，禁じられる。
押収は，司法判決によらなければ，することができない。

第 41条【住宅開発の責務】（2012:68）
国は，人口増加率と利用可能な資源との間の均衡の実現を目的とする住宅計画の実行，人的
資源への投資の最大化，およびその特性の改善を行う責務を有する。これらは，持続的開発の
実現の枠組みの中で行われる。

第 42条【労働者の経営参加】（2012:27, 1971:24,26）
労働者は，事業経営に参加し，その利潤の一部を得ることができる。労働者は，法律に従い，
生産部門における生産力の向上および生産計画の実施に責務を有する。生産手段の保全は，国
民的義務である。
公的部門単位の経営委員会における労働者の代表は，選挙された委員の 50％とする。公的

事業部門企業の理事会における代表性は，法律に従う。
法律は，小規模農民および零細手工業者が農業協同組合，製造業協同組合および手工業協同
組合の経営委員会において 80％未満でない比率の代表性を得ることを組織する。
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第 43条【スエズ運河の保護・開発】（new）

国は，スエズ運河の保護および開発，ならびに国有の国際水路としての保全を行う責務を有
する。国は，優れた経済的中心として運河部門を開発する責務を有する。

第 44条【ナイル川・地下水の保護】（2012:19）
国は，ナイル川の保護，ナイル川に係るエジプトの歴史的権利の保全，ナイル川の水の利用
の指導および最大化，ならびにナイル川の水の浪費または汚染の防止に責務を有する。国は，
地下水の保護，水の安全保障の実現を保障する措置の実行，および水資源分野における学術研
究の支援に責務を有する。
すべての国民がナイル川を享受する権利は，保障される。ナイル川の不可侵性またはその河
川環境の侵害は，禁じられる。国は，ナイル川に対してなされた侵害の排除を保障する。これ
らは，法律が組織する方法による。

第 45条【自然保護】（2012:20）
国は，国内の河川，沿岸，湖沼，水路および自然保護区を保護する責務を有する。
これらに対する侵害もしくは汚染，またはその自然の状態を害する使用は，禁じられる。す
べての国民がこれらを享受する権利は，保障される。国は，都市における緑地地区の保護およ
び開発，植物，家畜および魚介資源の保全，絶滅種または絶滅危惧種の保護，ならびに動物愛
護を行う責務を有する。これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 46条【環境権】（2012:63）
すべての者は，健康で良好な環境を得る権利を有する。環境保護は，国民的義務である。国
は，環境の保全，環境破壊の防止および自然資源の正しい利用のために必要な措置をとる責務
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を有する。これらは，持続的開発の実現を保障し，環境に対する次世代の権利を保全するもの
とする。

第 3章「文化的構成要素」

第 47条【文化的アイデンティティー】（new）

国は，エジプトの文化的アイデンティティーを，その多様な文明的諸源流とともに保全する
責務を有する。

第 48条【文化権，アラビア語の推進】（new）

文化は，すべての国民の権利である。国は，これを保障し，経済的能力，地理的位置その他
を理由とした差別なく，多様な階層の人民があらゆる種類の文化的資源を得られるように支援
する責務を有する。国は，発展途上地域および貧困層に特別な配慮を払う。
国は，アラビア語からの翻訳およびアラビア語への翻訳運動を奨励する。

第 49条【遺跡の保護・保全】（2012:20）
国は，遺跡の保護および保全，遺跡周辺地区の整備，遺跡の修復および修繕作業，占有取得
された遺跡の返還請求，ならびに遺跡発掘の組織および監督を行う責務を有する。
遺跡のいかなる一部の贈与または交換も，禁じられる。
遺跡に対する侵害および遺物の売買は，時効により消滅しない犯罪である。

第 50条【文明・文化遺産の保護・保全】（new）

エジプトの文明的および文化的遺産は，有形無形を問わず，古代エジプト，コプトおよびイ
スラームを含むあらゆる形態および段階により，国家および人類の宝である。国は，これらの
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遺産を保全し，補修する責務を有する。多様な形態からなる現代の建築，文学および芸術作品
についても，国が同様の責務を有する。これらのいかなるものに対する侵害も，法律が刑罰を
科す犯罪である。国は，エジプトにおける文化的多様性の保全に特別な配慮を払う。



76 アジア・アフリカ言語文化研究　101

第 3編「公の権利，自由および義務」

第 51条【人間の尊厳】（2012:31）
尊厳は，すべての人間の権利である。尊厳を侵害することはできない。国は，尊厳を尊重お
よび保護する責務を有する。

第 52条【拷問は犯罪】（new）

拷問は，そのあらゆる形態において，時効により消滅しない犯罪である。

第 53条【法の下の平等，差別の禁止】（2012:33, 1971:40）
国民は，法の下に平等である。国民は，公の権利，自由および義務において平等であり，宗教，
信条，国籍，出自，血統，肌の色，言語，障害，社会階層，政治的もしくは地理的所属，また
は他のいかなる理由によっても，差別されない。
差別および嫌悪の扇動は，犯罪であり，法律がこれに刑罰を科す。
国は，あらゆる形の差別の解消に必要な措置をとる責務を有する。法律は，この目的のため
の独立の委員会の設置を組織する。

第 54条【人身の自由】（2012:34,35, 1971:41,71）
人身の自由は，生来の権利であり，守られ，侵害されない。現行犯の場合を除き，捜査に必
要な，理由を付した司法命令によらなければ，人を逮捕，捜索もしくは拘禁し，またはいかな
る手段によりその自由を制限することはできない。
自由を制限されたすべての者は，その理由をただちに通知され，書面によりその権利を知ら
され，関係者および弁護人にただちに連絡をとることが許され，自由の制限の時から 24時間
以内に捜査当局に引き渡されなければならない。
この者の取調べは，弁護人の同席がなければ，開始されない。弁護人がいない場合には，弁
護人が付される。障害を有する者には，必要な補助が与えられる。これらは，法律に定められ
た手続きに従う。
自由その他の制限を受けたすべての者は，その措置について，裁判所に不服を申し立てる権
利を有する。審理は，その措置から 1週間以内に行われる。審理がなければ，この者は，ただ
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ちに釈放されなければならない。
法律は，未決拘禁の規定，期間および理由，ならびに国が弁済の責務を有する未決拘禁また
は刑の執行を要する原判決を取り消す判決が言い渡された刑罰の執行について賠償請求するこ
とができる条件を組織する。
あらゆる場合において，拘留を科すことができる犯罪の被告人の裁判は，代理人となるまた
は委任された弁護人の同席がなければ，行うことができない。

第 55条【逮捕法定主義】（2012:36, 1971:42）
逮捕もしくは拘禁された，または自由の制限を受けたすべての者は，その尊厳が守られるよ
うに扱われなければならない。この者に，拷問，脅迫，強制または身体的もしくは精神的危害
を与えることはできない。何人の勾留または拘禁も，人道的で衛生的に適切な場所においてで
なければ，行われない。国は，障害を有する者に支援手段を提供する責務を有する。
これらに対するいかなる違反も，法律に従い，実行者に刑罰が科される犯罪である。
被告人は，黙秘の権利を有する。いかなる形であれ，圧迫または脅迫の下に拘束された者か
ら発せられたことが証明されたすべての供述は，無効とし，これを証拠とすることができない。

第 56条【刑務所】（2012:37）
刑務所は，更正および社会復帰の施設である。
刑務所および拘置所は，司法の監督下に置かれる。その中における，人間の尊厳に反する，
または健康を害するすべての行為は，禁じられる。
法律は，受刑者の更正および社会復帰，ならびに出所後の尊厳ある生活を支援する手段を組
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織する。

第 57条【私生活の不可侵】（2012:38, 1971:45）
私生活は，不可侵であり，守られ，侵害されない。
郵便，電気通信，電子通信，電話その他の通信手段は，不可侵であり，その秘密は保障される。
理由を付した司法命令により，期間が限定され，かつ法律に規定された場合でなければ，これ
らの通信を押収，傍受または監視することはできない。
国は，国民があらゆる方式の公的通信手段を使用する権利を保護する責務を有する。恣意的
な方法により通信手段を遮断もしくは停止し，または国民に通信手段の利用を禁ずることはで
きない。法律は，これらを組織する。

第 58条【住居の不可侵】（2012:39, 1971:44）
住居は，不可侵である。危険または救助の場合を除き，理由，場所，時間および目的を付し
た司法命令によらなければ，住居に立ち入り，またはこれを捜索，監視もしくは盗聴すること
はできない。これらは，法律に規定された場合において，かつ法律に規定が定められた方法に
よる。住居への立入りまたは捜索の際，住居内にいる者にあらかじめ通知し，この件について
下された命令を提示しなければならない。

第 59条【生活の安全】（2012:40）
安全な生活は，すべての人間の権利である。国は，国民および国土内に居住するすべての者
に，安全および安心をもたらす責務を有する。
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第 60条【身体の不可侵】（2012:41）
人間の身体は，不可侵である。身体に対する侵害，その切除および展示は，法律が刑罰を科
す犯罪である。臓器売買は，禁止される。いかなる医学的または科学的実験も，法律が組織す
る方法により，本人の自由意思による書面の同意にもとづき，かつ医学分野において確立した
原則に従うものでなければ，行うことができない。

第 61条【臓器移植の権利・規制】（new）

人体組織および臓器の提供は，生の贈与である。すべての人間は，生存中または死後に，書
面の同意または遺言により，その身体の一部を提供する権利を有する。国は，法律に従い，臓
器の提供および移植の規則を組織する仕組みを構築する責務を有する。

第 62条【居住・移転の自由】（2012:42, 1971:50,51,52）
移転，居住および移住の自由は，保障される。
いかなる国民を国土から追放することも，その帰還を妨げることもできない。
国民の出国を妨げること，国民に強制的居住を課すこと，または特定地域における居住を禁
止することは，理由を付した司法命令により，期間が限定され，かつ法律に規定された場合で
なければ，行われない。

第 63条【強制移住の禁止】（new）

国民を強制的かつ恣意的に移住させることは，あらゆる形および方式において，禁じられる。
これに対する違反は，時効により消滅しない犯罪である。

第 64条【信教の自由】（2012:43, 1971:46）
信教の自由は，絶対である。
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宗教儀礼の実践の自由，および啓示宗教の信仰者のための礼拝施設の設置の自由は，法律が
組織する権利である。

第 65条【思想・意見の自由】（2012:45, 1971:47）
思想および意見の自由は，保障される。
すべての人間は，口頭，文書，図画その他の表現および普及の手段により，自己の意見を表
明する権利を有する。

第 66条【学問の自由】（2012:59, 1971:49）
学術研究の自由は，保障される。国は，研究者および発明者を支援し，これらの者の発明を
保護し，その実用化を推進する責務を有する。

第 67条【創作の自由】（2012:46, 1971:49）
芸術的および文学的創作の自由は，保障される。国は，芸術および文学の振興，創作者の支
援および創作物の保護，ならびにこれらに必要な推進手段をとる責務を有する。
検察を通じてでなければ，芸術的，文学的および思想的作品の停止もしくは押収のため，ま
たはその作者に対抗するため，訴えまたは公訴を提起することはできない。芸術的，文学的お
よび思想的制作物の公開を理由として実行された犯罪については，自由を制限する刑罰は科さ
れない。暴力の煽動もしくは国民間の差別に係る犯罪，または個人の名誉に係る不服申立てに
ついては，法律が刑罰を定める。
これらの場合の裁判では，有罪判決を受けた被告人に，犯罪被害により生じた実損害の賠償
請求に加えて，犯罪被害者に支払われる懲罰的損害賠償を課すことができる。これらはすべて，
法律に従う。
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第 68条【知る権利】（2012:47）
情報，声明，統計および公文書は，人民の所有物である。多様な源からなるこれらの情報を
公表することは，国がすべての国民に保障する権利である。国は，透明性にもとづき，国民に
情報を提供し，公開する責務を有する。法律は，情報の入手，公開および秘匿の基準，作成お
よび保管の規則，ならびに情報開示の拒否に対する不服申立てを組織する。法律は，情報の遮
断または虚偽の情報の意図的な付与に対する刑罰を定める。
国家機関は，法律に従い，最新のあらゆる手段および方法により，有効期間の満了した公文
書を国立公文書館に保存し，これを保護し，散逸または腐食から守り，補修および電子化する
責務を有する。

第 69条【知的所有権】（new）

国は，あらゆる分野の多様な種類からなる知的所有権の保護に責務を有し，知的所有権を守
り，これを法的に保護するための特別の機関を設置する。法律は，これらを組織する。

第 70条【報道の自由】（2012:48,49, 1980:207,209）
紙，映像，音声および電子媒体による報道，印刷および出版の自由は，保障される。すべて
のエジプト人は，自然人または法人を問わず，公的または私的を問わず，報道機関を所有し，
発行し，映像音声メディアおよびデジタルメディアを設置する権利を有する。
報道出版物は，法律が組織する方法により，届出のみにより発行される。法律は，放送局，
テレビ局および電子報道機関の設置および所有の手続きを組織する。

第 71条【検閲の禁止】（2012:48, 1971:48, 1980:207,208）
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エジプトの報道機関およびメディアに対する検閲の強制，押収，停止または閉鎖は，あらゆ
る形において，禁じられる。戦時下または総動員時に限定された検閲は，例外的にすることが
できる。
出版または公表を通じて実行された犯罪については，自由を制限する刑罰は科されない。暴
力の煽動もしくは国民間の差別に係る犯罪，または個人の名誉に係る不服申立てについては，
法律が刑罰を定める。

第 72条【国有メディアの独立】（new）

国は，国有の報道機関およびメディアの独立性を保障する。これは，これらの機関の中立性
を保障し，これらの機関によるあらゆる意見の表明，政治的および思想的方向性の表現，社会
的利益の代弁を保障し，世論の形成における平等および機会均等を守るものとする。

第 73条【集会の権利】（2012:50, 1971:54）
国民は，いかなる種類の武器も携帯しないで，屋外の集会，集団行進，集団示威運動および
あらゆる形の平和的抗議をする権利を有する。これは，届出により，法律が組織する方法による。
平和に私的に集会する権利は，保障される。これは，事前の届出を要しない。治安当局者は，
私的な集会に参加し，またはこれを監視もしくは盗聴することができない。

第 74条【政党結成の権利】（2012:51, 1971:55）
国民は，法律が組織する届出により，政党を結成する権利を有する。宗教的根拠にもとづく，
または人種，出自，宗派もしくは地理上の差異にもとづく，いかなる政治活動を行うことも，
または政党を結成することもできない。民主主義の原則に反する，秘密のまたは軍事的もしく
は準軍事的性格を帯びる政治活動を行うことはできない。
政党は，司法命令によらなければ，解散することができない。
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第 75条【結社の権利】（2012:51, 1971:55）
国民は，民主主義の原則にもとづき，団体および市民団体を結成する権利を有する。これら
の団体は，届出のみにより，法人格を有する。
これらの団体は，その活動を自由に行う。行政機関は，司法命令によらなければ，これらの
団体に介入もしくはこれを解散し，またはその理事会もしくは事務局を解散することができな
い。
秘密の組織もしくは活動を有する，または軍事的もしくは準軍事的性格を帯びる団体または
市民団体の設立または継続は，禁止される。これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 76条【団結権】（2012:52, 1971:56）
民主主義の原則にもとづく，労働組合およびその連合の設立は，法律が保障する権利である。
これらの労働組合は，法人格を有し，その活動を自由に行い，組合員の能力水準の向上に貢献
し，組合員の権利を守り，組合員の利益を保護する。
国は，労働組合およびその連合の独立性を保障する。これらの労働組合の執行機関は，司法
命令によらなければ，解散することができない。行政機関においては，いかなる労働組合も設
立することができない。

第 77条【職業別組合の独立】（2012:53, 1971:56）
法律は，民主主義の原則にもとづく，職業別組合の設立および運営を組織する。法律は，職
業別組合の独立性を保障し，その収入源，組合員の登録方法，ならびに職業倫理規程に従い職
業活動の遂行における組合員の行為に対する懲戒を定める。
職業別組合は，職業の組織化のため，各職業に一つしか設立することはできない。職業別組
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合を公的管理下に置くこと，または行政機関がこれに介入することはできない。職業別組合の
執行機関は，司法命令によらなければ，解散することができない。職業別組合に係る法律案に
ついては，その意見が聴かれる。

第 78条【住居を得る権利】（2012:68）
国は，国民が適切で安全かつ衛生的な住居を得る権利を保障する。これは，人間の尊厳を維
持し，社会的公正を実現するものとする。
国は，環境的特性に配慮した全国住宅供給計画を策定する責務を有する。国は，計画実施に
おける自助努力および住宅協同組合の主導の奨励，国有地利用の組織化，都市部および農村部
の包括的都市計画，ならびに人口分配戦略の枠組みの中での公共公益事業の拡張を保障する。
これらは，公共の利益を実現し，国民の生活の質を改善し，次世代の権利を保全するものとする。
国は，無計画地区の問題に取り組む包括的国家計画を策定する責務を有する。これは，都市
計画の再建，公共施設および公益事業の拡張，ならびに生活および公衆衛生の改善を含む。国
は，限定された期間内の実行に必要な資源の提供を保障する。

第 79条【食料・水を得る権利】（2012:68）
すべての国民は，健康的かつ十分な食料および清浄な水を得る権利を有する。国は，国民に
十分な食料資源を提供する責務を有する。国は，持続的な形の食料主権を保障し，次世代の権
利を守るため，農業的生物多様性および在来植物種の保全を保障する。
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第 80条【児童の権利・保護】（2012:70）
18才に満たないすべての者は，児童とみなされる。すべての児童は，名前，証明書類，無
償の義務的予防接種，医療福祉、家族または代替的存在による保護，基本的養育，安全な居場
所，宗教教育，ならびに情操的および知的発達を得る権利を有する。
国は，障害を有する児童の権利，その社会復帰および社会的包摂を保障する。
国は，あらゆる形の暴力，虐待，非道処遇，性的搾取および人身売買から児童を守り，保護
する責務を有する。
すべての児童は，6才に達するまで，児童施設において早期教育を受ける権利を有する。初
等教育修了年限を超える前の児童の労働は，禁じられる。児童を危険にさらす職務における児
童の労働は，禁じられる。
国は，犯罪被害者および証人となった児童に係る司法制度を構築する責務を有する。児童は，
法律に従い，かつ法律により限定された期間内でなければ，その刑事責任を問い，またはこれ
を拘束することができない。児童には法的支援が与えられ，児童の拘束は，成人収容施設との
距離が保たれた適切な場所で行われる。
国は，児童に対してとられるあらゆる措置において，児童の最大限の利益を実現することに
努める。

第 81条【障害者の権利・保護】（2012:72）
国は，障害および小人症を有する者に，保健衛生，経済，社会，文化，娯楽，スポーツおよ
び教育の権利を保障する責務を有する。国は，障害者に対する雇用機会の提供および一定比率
の就業の割当て，障害者に関する公益事業および環境の整備，障害者によるあらゆる政治的権
利の行使，障害者と他の国民との融和，ならびに平等性，公正および機会均等の原則の実現を
保障する。
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第 82条【青少年の権利・保護】（2012:70）
国は，青少年を保護する責務を有する。国は，青少年の才能の発掘，その文化的，知的，精
神的，身体的および創造的能力の開発，集団行動および自発的行動の奨励，ならびに青少年の
公的生活への参加の実現に努める。

第 83条【高齢者の権利・保護】（new）

国は，高齢者に保健衛生，経済，社会，文化および娯楽の権利を保障し，高齢者に尊厳ある
生活を保障する適度な年金を支給し，高齢者の公的生活への参加を実現する責務を有する。国
は，公益事業の計画策定において高齢者の必要に配慮する。国は，市民社会組織による高齢者
福祉への参画を奨励する。
これらは，すべて法律が組織する方法による。

第 84条【スポーツ権】（2012:69）
スポーツをすることは，すべての者の権利である。国家および社会の諸機関には，スポーツ
の才能豊かな者を発掘および育成し，スポーツ振興に必要な措置をとることが課される。
法律は，国際的基準に従い，スポーツおよび市民スポーツ団体の事柄を組織し，スポーツに
関する争訟の裁定方法を組織する。

第 85条【請願権】（2012:54, 1971:63）
すべての個人は，書面により，かつ自署をもって，公権力に請願する権利を有する。団体の
名による請願は，法人格を有する団体によるものでなければ，行われない。
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第 86条【祖国防衛・兵役の義務】（2012:7, 1971:58）
国家安全保障の維持は，義務であり，その遵守がすべての者に課された国民的責任である。
法律は，この責任を保障する。祖国の防衛および国土の守護は，名誉であり，神聖な義務であ
る。兵役は，法律に従い，強制的義務とする。

第 87条【公民権】（2012:55, 1971:62）
公的生活への参加は，国民的義務である。すべての国民は，選挙権および被選挙権を有し，
国民投票により意見を表明する権利を有する。法律は，これらの権利の行使を組織する。この
義務の遂行は，法律が規定する限定された場合において，免除することができる。
国は，国民が有権者の要件を満たしたとき，請求されることなく，該当するすべての国民の
名を選挙人名簿に登録する責務を有する。国は，法律に従い，定期的にこの名簿を整理する責
務を有する。国は，国民投票および選挙の手続きの健全性，中立性および誠実性を保障する。
政治目的または選挙の勧誘のために，公的資金，政府施設，公益事業施設，礼拝施設，公的部
門機関，団体および市民団体を使用することは，禁じられる。

第 88条【在外国民の権利・保護】（2012:56）
国は，国外に居住するエジプト人の利益を守り，これらの者を保護し，その権利および自由
を保障し，これらの者が国家および社会に対する公の義務を遂行すること，ならびに祖国の発
展に参加することを実現する責務を有する。
法律は，在外エジプト人の選挙および国民投票への参加を組織する。これは，既存の合意お
よび在外エジプト人の固有の事情に従い，本憲法に定められた投票，開票および結果の公示の
規定に反することがないものとする。これらはすべて，選挙運動または国民投票運動の誠実性
および中立性を保障するものとする。
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第 89条【奴隷・搾取・人身売買の禁止】（2012:73）
あらゆる形の奴隷制，奴隷化，隷属，人間の強制搾取，性の売買その他人身売買の諸形態は，
禁じられる。法律は，これらのすべてを犯罪とする。

第 90条【慈善ワクフの奨励】（2012:25）
国は，学術，文化，福祉，社会その他に関する団体の設立および育成のため，慈善ワクフ制
度を奨励する責務を有する。国は，慈善ワクフの独立性を保障し，ワクフ設定者が定めた条件
に従い，ワクフを運営する。法律は，これらを組織する。

第 91条【政治的亡命権】（2012:57, 1971:53）
国は，民族の利益，人権，平和または正義を守ることを理由として抑圧されたすべての外国
人に，政治的亡命権を与えることができる。
政治的亡命者の引渡しは，禁じられる。これらはすべて，法律に従う。

第 92条【国民の権利・自由の保護】（2012:81）
国民個人に付与された権利および自由は，停止されず，制限されない。
これらの権利および自由の行使を組織するいかなる法律も，これらを制限し，その本源およ
び本質を侵害することができない。

第 93条【国際協定の遵守】（new）

国は，エジプトが批准した合意，契約および国際人権協定に従う責務を有する。これらは，
定められた規則に従い，その頒布後に法律の効力を発する。
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第 4編「法の支配」

第 94条【法の支配，司法の独立】（2012:74, 1971:64,65）
法の支配は，国における統治の基礎である。
国は，法律に従う。司法の独立，不可侵性および中立性は，権利および自由の保護のための
基本的保障である。

第 95条【刑罰個人主義，遡及処罰の禁止】（2012:76, 1971:66）
刑罰は，個人に属する。犯罪および刑罰は，法律にもとづかなければ，定められない。刑罰
は，司法判決により，かつ法律の施行日以後になされた行為に対するものでなければ，科され 
ない。

第 96条【推定無罪，証人の保護】（2012:77, 1971:67）
被告人は，適法かつ公正な裁判において有罪が立証されるまで，無罪とする。被告人には，
裁判において自己を防御する権利が保障される。
法律は，重罪について言い渡された判決に対する控訴を組織する。
国は，法律に従い，犯罪被害者，証人，被告人および告発人に，必要に応じた保護を与える。

第 97条【裁判を受ける権利】（2012:75, 1971:68）
裁判を受けることは，すべての者に守られ，保障される権利である。国は，裁判実施機関の
拡大に責務を有し，訴訟における審理の迅速化に努める。行政行為または行政命令を司法の監
督から外すことは，禁じられる。何人も，裁判官の前でなければ，裁かれない。例外裁判所は，
禁じられる。
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第 98条【弁護権，司法救済の保障】（2012:78, 1971:69）
本人または代理人による弁護権は，保障される。弁護士の独立性およびその権利の保護は，
弁護権を確保するための保障である。
法律は，経済的困窮者が司法に救済を求める手段，および法廷で自己の権利を防御する手段
を保障する。

第 99条【権利・自由の侵害の禁止】（2012:80）
国民が有する人身の自由または私生活の自由その他憲法および法律が保障する公の権利およ
び自由に対するすべての侵害は，これに係る刑事訴訟および民事訴訟が時効により消滅しない
犯罪である。被害者は，直接的方法により刑事訴追することができる。
国は，これらの侵害を受けた者に正当な補償を保障する。国家人権会議は，これらの権利の
いかなる濫用についても，検察に通知することができる。国家人権会議は，侵害を受けた者の
請求にもとづき，その民事訴訟に加わることができる。これらはすべて，法律に規定された方
法による。

第 100条【判決の言渡し】（2012:79, 1971:72）
判決は，人民の名において言い渡され，執行される。国は，法律が組織する方法により，判
決の執行の手段を保障する。管轄の公務員による判決の執行の放棄または遅延は，法律が刑罰
を科す犯罪である。この件において勝訴判決を受けた者は，管轄の裁判所に直接，刑事訴追す
る権利を有する。検察は，勝訴判決を受けた者の請求にもとづき，判決の執行を放棄し，また
は遅延させた公務員に対し，公訴を提起しなければならない。
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第 5編「統治体制」

第 1章「立法権（代議院）」

第 101条【代議院の権限】（2012:82,115, 1971:86）
代議院は，立法権，国の一般政策の議決，経済社会開発計画の策定，および国の一般会計予
算を司り，行政権の業務を監視する。これらはすべて，憲法に規定された方法による。

第 102条【代議員議員の定数・立候補要件】（2012:113,128, 1971:87,88）第 1，3項改正
代議院は，450人未満でない数の議員から構成される。議員は，普通，秘密および直接の投

票により選挙される。ただし，女性には全議席数の 4分の 1未満でない数が割り当てられなけ
ればならない。
代議院議員の立候補者は，エジプト人であること，市民的および政治的権利を享有すること，
少なくとも初等教育の修了証明を有すること，ならびにその年齢が立候補受付開始日に西暦で
25歳未満でないことを要する。
法律は，他の立候補要件，選挙制度および選挙区を規定する。これは，人口および諸県の公
正な代表性を遵守するものとする。選挙制度においては，単記式もしくは比例代表制をとり，
または任意の比率により両方式を併用することができる。
大統領は，5％を超えない数の代議院議員を任命することができる。法律は，推薦の方法を
定める。

第 103条【代議員議員の職務専心】（2012:84, 1971:89）
代議院議員は，議員の職務に専念する。議員が有する職業または事業は，法律に従い，保持
される。
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第 104条【代議員議員の宣誓】（2012:86, 1971:90）
議員は，職務就任に先立ち，代議院において，次の宣誓を行うことを要する。「私は，偉大
なるアッラーにかけて，共和制を忠実に維持し，憲法および法律を尊重し，人民の利益を全力
で守り，祖国の独立ならびに国土の統一およびその平和を維持することを誓う。」

第 105条【代議員議員の歳費】（2012:91, 1971:91）
議員は，法律が定める歳費を受ける。歳費の改正が成立した場合には，改正分は，改正が可
決された会期の次の立法期の開始まで執行されない。

第 106条【代議員議員の任期・改選】（2012:114, 1971:92）
代議院議員の任期は，西暦で 5年とし，その初会議の日から起算する。
新議院の選挙は，その任期満了に先立つ 60日間に実施される。

第 107条【代議員議員の資格審査】（2012:87, 1971:93）
破棄院は，代議院議員の資格審査を管轄する。議員資格争訟は，選挙の最終結果の公示の日
から 30日以内に，破棄院に提起される。破棄院は，これを受理した日から 60日以内に審理 
する。
議員資格の無効の判決が言い渡された場合には，判決が議会に通知された日から無効とする。

第 108条【代議員議員の欠員・補充】（2012:112, 1971:94）
代議院に欠員が生じ，任期満了まで 6か月以上の期間が残る場合には，法律に従い，代議院
による欠員報告の日から 60日以内に補充されなければならない。



93竹村和朗：エジプト 2014年憲法の読解

第 109条【代議員議員の取引制限・資産公開】（2012:88, 1971:95）
代議院議員は，在任期間中，自らまたは仲介により，国有財産またはいかなる公的法人，公
的部門企業もしくは公的事業部門企業の財産の一部も購入もしくは賃借することができず，こ
れらに自己の財産の一部も賃貸もしくは売却することができず，これらと自己の財産を交換す
ることができず，またはこれらと委託，供給，請負その他の契約を結ぶことができない。上記
の処分のいかなるものも，無効とする。
議員は，就任時および離任時ならびに毎年末に，資産報告を提出しなければならない。
議員が，その職務を理由としてまたはこれに関係して，金銭または物品の贈与を受けた場合
には，その所有権は，国庫に帰属する。
これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 110条【代議員議員の除名】（2012:111, 191:96）
議員の 1人の議員資格は，その者が信用および名誉を失った，それにもとづき選挙された議
員要件を失った，または議員の義務に背いた場合でなければ，奪うことができない。
議員の除名の決定は，代議院の総議員の 3分の 2の多数により議決され，公布されなければ

ならない。

第 111条【代議員議員の辞職】（2012:110, 1971:97）
代議院は，議員の辞職を許可する。辞職願は，書面により提出されなければならない。辞職
の許可は，議院がその者に対する除名の手続きを開始していないことを要する。
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第 112条【代議院議員の責任不問】（2012:89, 1971:98）
代議院議員は，議院または委員会における職務に関して表明した意見について，責任を問わ
れない。

第 113条【代議院議員の不逮捕特権】（2012:90, 1971:99）
現行犯の場合を除き，議院からの事前許可がなければ，代議院議員に対するいかなる刑事手
続きも，とることができない。会期外の場合には，議院運営局の許可を得なければならない。
会議外にとられた手続きは，初会議時に議院に通知される。
あらゆる場合において，議員に対する刑事手続きの請求は，遅くとも 30日以内に判断され

なければならない。期間内に判断されなかった場合には，請求は受理されたとみなされる。

第 114条【代議院の所在地】（2012:92, 1971:100）
代議院の所在地は，カイロ市である。
代議院は，例外的状況において，大統領または代議院の総議員の 3分の 1の請求により，他

の場所で会議を開くことができる。
これに相違する会議の開催およびそこでなされた議決は，無効とする。

第 115条【年次通常会の召集】（2012:94, 1971:101）
大統領は，10月の第 1木曜日より前に，代議院を召集し，年次通常会を開く。召集がなさ

れなかった場合には，代議院は，憲法の規定により，前述の期日に集会する。
通常会は，少なくとも9か月間継続する。大統領は，代議院の承認後，通常会を閉じる。ただし，
代議院は，国の一般会計予算の可決前に閉会することができない。
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第 116条【臨時会の召集】（2012:95, 1971:102）
代議院は，大統領による召集，または代議院の総議員の 10分の 1以上による署名された請

求にもとづき，緊急事案の審議のために臨時会を開くことができる。

第 117条【議長・副議長の選任】（2012:97, 1971:103）
代議院は，年次通常会の初会議において，1立法期を任期として，議員の中から議長および

2人の副議長を選挙する。これらの 1人が欠けた場合には，議院は後任者を選挙する。議院内
規は，選挙の手続きおよび規則を定める。これらの者に職務不履行がある場合には，代議院の
総議員の 3分の 1により，退任を請求することができる。これは，代議院の総議員の 3分の 2
の多数により議決される。
あらゆる場合において，連続した 2立法期を超えて，同一の議長または副議長を選挙するこ
とはできない。

第 118条【代議院内規】（2012:99, 1971:104）
代議院は，その職務，権限の行使の方法，および内部秩序の維持を組織する内規を定める。
内規は，法律として公布される。

第 119条【代議院の内部秩序維持】（2012:100, 1971:105）
代議院は，その内部秩序の維持を管轄し，議長がこれを司る。

第 120条【会議の公開，秘密会の開催】（2012:93, 1971:106）
代議院の会議は，公開とする。
代議院は，大統領，内閣総理大臣，議長または議員 20人以上の請求にもとづき，秘密会を
開くことができる。この場合において，議院は，提出された案件の審議を公開の会議または秘
密会で行うかを，その総議員の過半数により議決する。
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第 121条【定足数，議決の要件】（2012:96, 1971:107）
代議院の会議は，その総議員の過半数の出席がなければ，成立せず，議決をとらない。
特別多数の定めのある場合を除き，代議院は，出席議員の絶対多数により議決する。可否同
数のときは，表決に付された事案は否決されたとみなされる。
法律は，出席議員の絶対多数により可決され，公布される。ただし，出席議員の数は，代議
院の総議員の 3分の 1未満でないものとする。
憲法附属法は，代議院の総議員の 3分の 2により可決され，公布される。大統領選挙，国会
選挙および地方議会選挙を組織する法律，政党，司法権および司法機関に係る法律，ならびに
憲法に含まれる権利および自由を組織する法律は，憲法附属法とみなされる。

第 122条【法律発案権】（2012:101, 1971:109,110,111）
大統領，内閣および代議院のすべての議員は，法律発案権を有する。
政府または代議院の総議員の 10分の 1により提出された法律案は，代議院の常任委員会に
付託され，そこで審議され，その報告が代議院に送付される。常任委員会は，当該案件につい
て有識者の意見を聴くことができる。
議員の 1人により提出された法律提案は，提案を管轄する委員会が許可し，議院が承認しな
ければ，常任委員会に付託されない。提案委員会が法律提案を否決した場合には，その決定に
は理由が付されなければならない。
議院が否決した法律案または法律提案は，同一会期中に再び提出することができない。
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第 123条【大統領の法律公布・反対権】（2012:104, 1971:112,113）
大統領は，法律を公布し，またはこれに反対する権利を有する。
大統領は，代議院が可決した法律案に反対する場合には，代議院が大統領に法律案を送付し
た日から 30日以内に，代議院に法律案を返付する。大統領がこの期間内に法律案を返付しな
かった場合には，法律となり，公布される。
大統領が期間内に代議院に法律案を返付し，代議院が総議員の 3分の 2の多数によりこれを

再び可決した場合には，法律となり，公布される。

第 124条【予算の可決】（2012:116,117, 1971:115,116）
国の一般会計予算は，国のあらゆる収入および支出を例外なく含む。予算案は，会計年度の
開始より少なくとも 90日前に代議院に提示される。代議院の承認がなければ，予算案は有効
とならない。予算案の表決は，項目ごとに行われる。
代議院は，予算案に計上される支出を修正することができる。ただし，国に特別責任を課す
支出は，この限りでない。
支出合計における増額修正が生じる場合には，代議院は，収支均衡の達成に必要な財源確保
の措置について，政府と合意しなければならない。予算は法律として公布され，収支均衡の達
成に必要な範囲において現行法の修正を含むことができる。
あらゆる場合において，予算の法律は，国民に新たな負担を課すいかなる条文も含むことが
できない。
法律は，会計年度，一般会計予算の編成方法，ならびに公的機関の予算および決算の規定を
定める。
一般会計予算の金額の一つの項目から他への移用，および予算に計上されていないまたは見
積額を超える支出は，代議院の承認を要し，法律として公布される。
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第 125条【決算の認定】（2012:121, 1971:118）
国の一般会計の決算は，会計年度の終了日から 6か月を超えない期間内に，代議院に提示さ

れなければならない。この決算とともに，中央会計検査院による年次報告および決算評価が提
示される。
決算は，項目ごとに採決され，法律として公布される。
代議院は，中央会計検査院に他のいかなる声明または報告も求めることができる。

第 126条【公的財産の徴収】（2012:118, 1971:120）
法律は，公的財産の徴収および支出の手続きの基本規則を組織する。

第 127条【予算の執行】（2012:120, 1971:121）
行政権は，代議院による承認後でなければ，資金借入もしくは資金調達，または将来にわた
り国庫に一定の支出を生じさせる事業の契約を行うことができない。

第 128条【国庫支出】（2012:119, 1971:122）
法律は，国庫に組み込まれた俸給，手当，補償，補助金および報酬を定める規則を規定し，
これらに対する例外状況およびその適用を執行する機関を定める。

第 129条【政府に対する質問権】（2012:123, 1971:124）
代議院のすべての議員は，内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣に対して，これらの者
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が権限を有するいかなる案件についても，質問することができる。これらの者には，同一会期
中に，質問への答弁が課される。
議員は，いかなる時にも質問を取り下げることができる。ただし，同一会議中に質問を問責
質問に変更することはできない。

第 130条【政府に対する問責質問】（2012:125, 1971:125）
代議院のすべての議員は，内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣に対して，これらの者
が権限を有する事柄の責任について，問責質問を行うことができる。
代議院は，問責質問が提出された日から少なくとも 7日後かつ遅くとも 60日以内に，こ
れを審議する。ただし，議院が緊急性を認め，政府の同意が得られた場合は，この限りで 
ない。

第 131条【政府に対する不信任決議】（2012:126, 1971:126,127,128）
代議院は，内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣の不信任を可決することができる。
不信任案は，問責質問後，かつ代議院の総議員の 10分の 1以上の提案にもとづかなければ，
発議することができない。代議院は，問責質問の審議後，これを表決に付す。不信任決議は，
代議院の総議員の過半数により可決される。
あらゆる場合において，代議院が同一会期中に判断を下した案件について，不信任を求める
ことはできない。
代議院が内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣の不信任を可決し，政府が表決に先立ち
この者との連帯を表明した場合には，政府は総辞職しなければならない。不信任決議が政府閣
僚の 1人に向けられた場合には，この者は辞職しなければならない。
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第 132条【政府に対する政策説明要求】（2012:106, 1971:129）
代議院の議員 20人以上は，公的案件の審議を要求し，これに関する政府政策の説明を受け
ることができる。

第 133条【政府に対する要請・提案】（2012:105, 1971:130）
代議院のすべての議員は，内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣に対して，公的案件に
関する要請を伴う提案を表明することができる。

第 134条【政府に対する緊急声明要求】（2012:124）
代議院のすべての議員は，内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣に対して，重要性を有
する緊急の公的事案に関する説明を要求し，または緊急声明を提出することができる。

第 135条【代議院の国政調査権】（2012:107,122, 1971:131）
代議院は，特別の委員会を設置し，またはその委員会の一つに，公的案件の事実の検証，ま
たは行政機関，公的機関もしくは公的事業の一つの活動の調査を委任することができる。当該
委員会は，指定された案件に関する事実の検証を行い，財政的，行政的および経済的状況の実
態を代議院に通知し，上記の事業その他に係るあらゆる案件の調査を実施することができる。
議院は，本件について適切な措置を議決する。
当該委員会は，その任務の遂行のため，必要な記録を収集し，必要な証言の聴取を求めるこ
とができる。あらゆる機関は，この求めに応じ，文書，書類または委員会が求めるその他の資
料を，委員会の処分に委ねなければならない。
あらゆる場合において，代議院のすべての議員は，議院におけるその職務の遂行に係るあら
ゆる声明または情報を行政権から入手する権利を有する。
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第 136条【首相・大臣の代議院出席】（2012:109, 1971:135）
内閣総理大臣，副総理，大臣または副大臣は，代議院の会議または委員会に出席することが
できる。これらの者の出席は，議院の請求にもとづき，義務とすることができる。これらの者
は，適切な幹部職員による補佐を得ることができる。
これらの者が発言を求める場合には，その言葉が聴かれなければならない。これらの者には，
審議中の案件に対する答弁が課される。ただし，これらの者は，表決における投票権を有しない。

第 137条【大統領の代議院解散権】（2012:127, 1971:136）
大統領は，必要時に，理由を付した命令により，かつ人民による国民投票後でなければ，代
議院を解散することができない。前の議院の解散に用いられた理由と同一の理由により，代議
院を解散することはできない。
大統領は，代議院を休会し，遅くとも 20日以内にその解散に係る国民投票を実施する命令
を公布する。国民投票の投票人が有効投票の過半数により解散に同意した場合には，大統領は
解散命令を公布し，その公布の日から 30日以内に新議院の選挙を呼びかける。新議院は，選
挙の最終結果の公示日の翌日から 10日以内に集会する。

第 138条【代議院議員を通じた提案・陳情】（2012:108）
すべての国民は，公的問題について書面による提案を代議院に提出することができる。国民
は，代議院に陳情を提出することができ，代議院は，所管の大臣にこれを送付する。代議院が
求める場合には，その大臣に陳情に係る説明が課される。陳情の提出者には，結果報告が送付
される。
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第 2章「行政権」

第 1節「大統領」

第 139条【大統領は国家元首，行政権の長】（2012:139, 1971:73）
大統領は，国家元首であり，行政権の長である。大統領は，人民の利益を守り，祖国の独立，
国土の統一およびその平和を維持し，憲法の規定に責務を有し，憲法に規定された方法により，
その権限を行使する。

第 140条【大統領の選挙・任期・改選】（2012:133, 1971:77,78）第 1項改正
大統領は，選挙される。その任期は，西暦で 6年とし，前任者の任期満了の翌日から起算する。
連続した 2期を超えて，大統領職に就くことはできない。
大統領選挙の手続きは，大統領任期の満了より少なくとも 120日前に開始する。その結果は，
この期間の満了より少なくとも 30日前に公示されなければならない。
大統領は，在任期間中，いかなる政党の役職にも就くことができない。

第 141条【大統領選挙立候補者の要件】（2012:134, 1971:75）
大統領の立候補者は，エジプト人の両親から生まれたエジプト人であること，本人またはそ
の両親もしくは配偶者のいかなる者も過去に他の国籍を取得したことがないこと，市民的およ
び政治的権利を享有すること，兵役を終えているまたは法的に免除されていること，ならびに
その年齢が立候補受付開始日に西暦で 40歳未満でないことを要する。法律は，他の立候補要
件を定める。
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第 142条【立候補に必要な推薦・支持】（2012:135, 1971:76）
大統領選挙の立候補の受理は，立候補者が代議院の議員 20人以上に推薦されること，また
は 2万 5千人未満でない数の選挙権を有する国民から支持されることを要する。ただし，その
支持は，少なくとも 15県から集められ，各県 1千人を最低限度とする。
あらゆる場合において，1人を超える立候補者を支持することはできない。これらは，法律
が組織する方法による。

第 143条【大統領選挙の投票】（2012:136, 1971:76）
大統領は，普通，秘密および直接の投票を通じて，選挙される。これは，有効投票数に対す
る絶対多数による。法律は，大統領選挙の手続きを組織する。

第 144条【大統領の宣誓】（2012:137, 1971:79）
大統領は，職務就任に先立ち，代議院において，次の宣誓を行うことを要する。「私は，偉
大なるアッラーにかけて，共和制を忠実に維持し，憲法および法律を尊重し，人民の利益を全
力で守り，祖国の独立ならびに国土の統一およびその平和を維持することを誓う。」
大統領の宣誓は，代議院の不在時には，最高憲法裁判所総会において行われる。

第 145条【大統領の取引制限・資産公開】（2012:138, 1971:80）
法律は，大統領の俸給を定める。大統領は，他のいかなる俸給または報酬も受けることがで
きない。俸給についてのいかなる修正も，その修正が可決された大統領任期中には効力を有さ
ない。大統領は，在任期間中，自らまたは仲介により，自由業，商業，金融業もしくは製造業
に従事することができず，国有財産またはいかなる公的法人，公的部門企業もしくは公的事業
部門企業の財産の一部も購入または賃借することができず，これらに自己の財産の一部も売却
もしくは賃貸することができず，これらと自己の財産を交換することができず，またはこれら
と委託，供給，請負その他の契約を結ぶことができない。上記の処分のいかなるものも，無効
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とする。
大統領は，就任時および離任時ならびに毎年末に，資産報告を提出する。資産報告は，官報
において公表される。
大統領は，自己にいかなる褒章，勲章または賞牌も授与することができない。
大統領が，自らまたは仲介により，その職務を理由としてまたはこれに関係して，金銭また
は物品の贈与を受けた場合には，その所有権は，国庫に帰属する。

第 146条【大統領による首相指名，組閣】（2012:139, 1971:141）
大統領は，内閣総理大臣に政府の組織および代議院への政府の事業計画の提示を委任する。
この政府が遅くとも 30日以内に代議院の総議員の過半数により信任されなかった場合には，
大統領は，内閣総理大臣に代議院での最大議席を有する政党または会派からの候補者選定を委
任する。この政府が 30日以内に代議院の総議員の過半数により信任されなかった場合には，
代議院は解散され，大統領は，解散命令の公布の日から 60日以内に新議院の選挙を呼びかける。
あらゆる場合において，本条の規定に定められた選出期間の合計は，60日を超えてはならない。
代議院の解散時には，内閣総理大臣は，政府の組織および事業計画を新議院の初会議におい
て提示する。
代議院での最大議席を有する政党または会派から政府を組織する場合には，大統領は，内閣
総理大臣との協議により，防衛大臣，内務大臣，外務大臣および司法大臣を選定することがで
きる。
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第 147条【大統領による内閣解任と改造】（new）

大統領は，代議院の総議員の過半数による承認を要件として，政府を解任することができる。
大統領は，内閣総理大臣との協議後，かつ代議院の出席議員の絶対多数による承認後，内閣
改造を行うことができる。ただし，出席議員の数は，代議院の総議員の 3分の 1未満でないも
のとする。

第 148条【大統領の権限委任】（2012:142）
大統領は，自己の権限の一部を，内閣総理大臣，副総理，大臣または知事に委任することが
できる。これらの者は，この権限を他の者に委任することができない。これらは，法律が組織
する方法による。

第 149条【大統領による閣議招集】（2012:143, 1971:142）
大統領は，重要事案の協議のため，政府を招集し，閣議を開くことができる。大統領は，自
らが出席する閣議を主宰する。

第 150条【国の一般政策の策定】（2012:140,144, 1971:132,138）
大統領は，内閣と共同して，国の一般政策を策定する。大統領および内閣は，政策の執行を
指揮監督する。これらは，憲法に規定された方法による。
大統領は，代議院の年次通常会の開会時に，国の一般政策に関する声明を発することができる。
大統領は，他の声明を発し，または議院に教書を送付することができる。
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第 150条追加【副大統領の任免】（1971:139）改正による追加
大統領は，1人または複数の副大統領を任命し，その権限を定め，副大統領に自己の権限の
一部を委任し，副大統領を罷免し，その辞職を許可することができる。
副大統領は，職務就任に先立ち，憲法第 144条に規定された宣誓を大統領の前で行う。
副大統領には，憲法第 141，145，173条の規定を適用する。

第 151条【大統領の外交代表・条約締結権】（2012:145, 1971:151）
大統領は，外交関係において国を代表する。大統領は，条約を締結し，代議院の承認後，条
約に批准する。条約は，憲法の規定に従い，頒布後に法律の効力を有する。
講和条約，同盟条約および主権に係るあらゆる条約は，有権者による国民投票の実施を要す
る。これらの条約は，国民投票における承認の結果の公示後でなければ，批准されない。
あらゆる場合において，憲法の規定に反するまたは領土のいかなる一部の割譲も生じさせる
いかなる条約も，締結することができない。

第 152条【大統領は軍隊最高司令官】（2012:146, 1971:150）
大統領は，軍隊の最高司令官である。大統領は，国家防衛会議の意見を聴いた後，かつ代議
院の総議員の 3分の 2の多数による承認後でなければ，宣戦を布告せず，戦闘任務のために国
境外に軍隊を派遣しない。
代議院の不在時には，軍隊最高評議会の意見を聴き，かつ内閣および国家防衛会議の双方の
承認を得ることを要する。
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第 153条【大統領による文武官任命】（2012:147, 1971:143）
大統領は，法律に従い，文民および軍人の公務員，ならびに政治代表者を任命および罷免し，
外国および外国機関の政治代表者を接受する。

第 154条【大統領による緊急事態宣言】（2012:148, 1971:148）
大統領は，法律が組織する方法により，内閣の意見を聴いた後，緊急事態を宣言する。緊急
事態宣言は，発出から 7日以内に代議院に提示され，審議されなければならない。
緊急事態宣言が通常会の会期外に生じた場合には，これを提示するため，代議院は，ただち
に召集されなければならない。
あらゆる場合において，緊急事態宣言は，代議院の総議員の過半数の承認を要する。緊急事
態宣言は，3か月を超えない期間に限定される。延長は，同様の期間の 1回以外することがで
きず，かつ代議院の総議員の 3分の 2の承認を得た後でなければならない。代議院が不在の場
合には，この事案は，内閣に提示され，その承認を得る。内閣による承認は，新議院の初会議
において提示される。
緊急事態が施行されているときに，代議院を解散することはできない。

第 155条【大統領による恩赦・減刑】（2012:149, 1971:149）
大統領は，内閣の意見を聴いた後，刑罰を免じ，または減じることができる。
大赦は，法律によらなければ，行われない。その可決は，代議院の総議員の過半数の承認による。

第 156条【代議院の緊急召集，大統領令公布】（2012:131, 1971:108）
代議院の会期外に，遅滞の許されないすみやかな措置の実行を要する場合には，大統領は，
これに係る事案を提示するため，代議院を緊急召集することができる。代議院の不在時には，
大統領は，法律の効力を有する命令を公布することができる。ただし，新議院の開会から 15
日以内に代議院に提示され，そこで審議され，承認が得られなければならない。この命令が提
示および審議されなかった，または提示されたが可決されなかった場合には，この命令に認め
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られた法律の効力は，別の命令の公布を要することなく，過去に遡及して消滅する。ただし，
議院が過去の期間におけるこの命令の効力，またはこれと同等の効力を生じさせる補正を認め
た場合は，この限りでない。

第 157条【国民投票の呼びかけ】（2012:150, 1971:152）
大統領は，国の高等権益に係る問題について，有権者に国民投票を呼びかけることができる。
これは，憲法の規定に反しないものとする。
国民投票を呼びかける案件が複数ある場合には，投票は，案件ごとに行われなければならない。

第 158条【大統領の辞職】（2012:151, 1971:83）
大統領は，辞職を代議院に申し出ることができる。代議院の不在時には，最高憲法裁判所総
会に申し出る。

第 159条【大統領の弾劾訴追，特別裁判所】（2012:152, 1971:85）
大統領の弾劾は，憲法規定の濫用，叛逆罪または他のあらゆる重罪について，代議院の総議
員の過半数以上による署名された請求にもとづき，発議される。弾劾の決議は，代議院の総議
員の 3分の 2の多数により，かつ検事総長による捜査後でなければ，可決されない。検事総長
に事故が生じた場合には，その次席が職務を代行する。
弾劾の可決をもって，大統領はその職務を停止する。これは，一時的な障害とみなされ，判
決の言渡しまでその権限の行使が妨げられる。
大統領は，特別裁判所において裁かれる。特別裁判所は，最高司法評議会議長を裁判長とし，
最古参の最高憲法裁判所陪席判事，国務院副院長および 2人の控訴院長により構成され，検事
総長が起訴を司る。これらの者に事故が生じた場合には，任命順による次席が代行する。特別
裁判所の判決は，最終的なものであり，控訴を認めない。
法律は，捜査および裁判の手続きを組織する。大統領は，有罪判決が言い渡された場合には，
罷免される。ただし，これは，他の刑罰を妨げない。
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第 160条【大統領の代行，欠位時の手続き】（2012:153, 1971:82）第 1，5項改正
大統領に一時的な事故が生じ，その権力の執行を妨げる場合には，副大統領，または副大統
領の不在時もしくは副大統領による職務代行が困難であるときは内閣総理大臣が，大統領の職
務を代行する。
辞職，死亡または永続的な職務不能による大統領の欠位時には，代議院は，大統領の欠位を
宣言する。他のいかなる理由による場合にも，大統領の欠位は，代議院の総議員の 3分の 2以
上の多数により可決する。代議院は，全国選挙委員会に大統領の欠位を通知する。代議院議長
は，大統領の権力を一時的に執行する。
代議院の不在時には，最高憲法裁判所総会およびその長官が，代議院およびその議長を代行
する。
あらゆる場合において，大統領の欠位の日から 90日以内に新大統領が選挙されなければな

らない。新大統領の任期は，選挙の最終結果の公示日から開始する。
大統領の職務代行者または暫定大統領は，憲法改正を発議し，代議院または元老院を解散し，
政府を解任することができない。
暫定大統領は，大統領選挙に立候補することができない。
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第 161条【代議院の大統領不信任決議】（new）

代議院は，その総議員の過半数以上により署名され，理由を付した発議にもとづき，かつそ
の総議員の 3分の 2の承認により，大統領の不信任および早期の大統領選挙の実施を提案する
ことができる。同一の理由によるこの不信任案は，大統領任期中に 1回以外，提出することが
できない。
不信任案の承認により，大統領の不信任および早期の大統領選挙の実施が国民投票において
問われ，内閣総理大臣がこれを呼びかける。過半数が不信任決議に同意した場合には，大統領
は罷免され，その職位は欠位したとみなされる。国民投票の結果の公示日から 60日以内に，
すみやかな大統領選挙が実施される。国民投票の結果が反対多数であった場合には，代議院が
解散される。大統領は，代議院の解散の日から 30日以内に，新議院の選挙を呼びかける。

第 162条【大統領選挙の優先】（2012:154）
大統領の欠位が，国民投票または代議院選挙の実施と同時に生じた場合には，大統領選挙が
優先され，代議院は，大統領選挙が終了するまで継続する。

第 2節「政府」

第 163条【政府の構成，首相は政府の長】（2012:155, 1971:153）
政府は，国家の最高行政機関であり，内閣総理大臣，副総理，大臣および副大臣から構成さ
れる。
内閣総理大臣は，政府の長を司り，その業務を指揮監督し，その権限の遂行を指導する。
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第 164条【首相・大臣の任命要件】（2012:156, 1971:154）
内閣総理大臣に任命される者は，エジプト人の両親から生まれたエジプト人であること，本
人または配偶者が他の国籍を有していないこと，市民的および政治的権利を享有すること，兵
役を終えているまたは法的に免除されていること，ならびにその年齢が任命の日に西暦で 35
歳未満でないことを要する。
政府閣僚に任命される者は，エジプト人であること，市民的および政治的権利を享有するこ
と，兵役を終えているまた法的に免除されていること，ならびにその年齢が任命の日に少なく
とも西暦で 30歳に達していることを要する。
政府閣僚と代議院議員を兼ねることはできない。代議院議員が政府閣僚に任命された場合に
は，任命の日から議席を失う。

第 165条【首相・大臣の宣誓】（2012:157, 1971:155）
内閣総理大臣および政府閣僚は，職務就任に先立ち，大統領の前で次の宣誓を行うことを要
する。「私は，偉大なるアッラーにかけて，共和制を忠実に維持し，憲法および法律を尊重し， 
人民の利益を全力で守り，祖国の独立ならびに国土の統一およびその平和を維持することを誓う。」

第 166条【首相・大臣の取引制限・資産公開】（2012:158, 1971:158）
法律は，内閣総理大臣および政府閣僚の俸給を定める。これらのいかなる者も，他のいかな
る俸給または報酬も受けることができない。内閣総理大臣および政府閣僚は，在任期間中，自
らまたは仲介により，自由業，商業，金融業もしくは製造業に従事することができず，国有財
産またはいかなる公的法人，公的部門企業もしくは公的事業部門企業の財産の一部も購入もし
くは賃借することができず，これらに自己の財産の一部も売却もしくは賃貸することができず，
これらと自己の財産を交換することができず，またはこれらと委託，供給，請負その他の契約
を結ぶことができない。上記の処分のいかなるものも，無効とする。
内閣総理大臣および政府閣僚は，就任時および離任時ならびに毎年末に，資産報告を提出す
る。資産報告は，官報において公表される。
これらの者のいずれかが，自らまたは仲介により，その職務を理由としてまたはこれに関係
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して，金銭または物品の贈与を受けた場合には，その所有権は，国庫に帰属する。これらはす
べて，法律が組織する方法による。

第 167条【政府の権限】（2012:159, 1971:156）
政府は，次の権限を特別に行使する。
1．国の一般政策の策定における大統領との共同，およびその実行の指揮監督。
2．祖国の安全の維持，ならびに国民の権利および国益の保護。
3．省庁および付属する公的機関の業務の指導，これらの間の調整およびその追跡。
4．法令案の準備。
5．法律に従った行政命令の公布およびその執行の追跡。
6．国の一般計画案の準備。
7．国の一般会計予算案の準備。
8．憲法の規定に従った資金貸付の契約および認可。
9．法律の執行。

第 168条【大臣の権限】（2012:160, 1971:157）
大臣は，関係諸機関との調整により，所管の省の一般政策の策定，その執行の追跡，ならび
にその指導および監査を司る。これらは，国の一般政策の枠内で行われる。
すべての省の上級行政職は，常任の政務官を含む。これは，行政機関の独立性，およびその
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政策の執行における能力水準の向上の実現を保障するものとする。

第 169条【大臣の代議院での発言権】（2012:161）
いかなる政府閣僚も，代議院またはその委員会の 1つにおいて，自ら権限を有する案件につ
いて声明を発することができる。
代議院または委員会は，この声明を審議し，これに関する見解を表明する。

第 170条【首相の施行令公布権】（2012:162, 1971:144）
内閣総理大臣は，法律の執行に必要な施行令を公布する。ただし，これにより法律の停止も
しくは改正，またはその執行の免除をすることはできない。内閣総理大臣は，他の者にこの権
限を委任することができる。ただし，法律がその執行に必要な施行規則の公布者を定めている
場合は，この限りでない。

第 171条【首相の公益事業設置権】（2012:163, 1971:146）
内閣総理大臣は，内閣の承認後，公益事業の設置および組織化に必要な政令を公布する。

第 172条【首相の制限令公布権】（2012:164, 1971:145）
内閣総理大臣は，内閣の承認後，制限令を公布する。

第 173条【首相・大臣の起訴要件】（2012:166, 1971:160）
内閣総理大臣および政府閣僚が，その職務の遂行中にまたはこれを理由として犯罪を実行し
た場合には，捜査および裁判の手続きを組織する一般規則に従う。これらの者の解任は，訴え
の提起またはその継続を妨げない。
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これらの者に対する叛逆罪の弾劾については，憲法第 159条の規定が適用される。

第 174条【首相・大臣の辞職】（2012:167）
内閣総理大臣が辞職を申し出る場合には，書面による辞職願を大統領に提出しなければなら
ない。大臣が辞職を申し出る場合には，辞職願を内閣総理大臣に提出しなければならない。

第 3節「地方行政」

第 175条【地方行政単位の設置】（2012:183, 1971:161）
国は，法人格を有する行政単位に区分される。これは，県，市および村を含む。公共の利益
が認められる場合には，法人格を有する他の行政単位を設置することができる。
地方単位の設置もしくは廃止，またはその境界の変更においては，経済的および社会的事情
を考慮する。これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 176条【地方分権の推進】（2012:183）
国は，行政，財政および経済上の地方分権の支援を保障する。法律は，行政単位による地方
公益事業の充実，拡大およびその運営の改善を実現する手段を組織し，地方行政単位への権限
移譲および予算移行の時間的枠組みを定める。

第 177条【地方に対する支援】（2012:184）
国は，地方単位が必要とする科学，技術，運営および財政上の援助を与え，これらの単位間
の公益事業，公共サービスおよび収入の公正な分配，開発水準の格差の是正，ならびに社会的
公正の実現を保障する。これらは，法律が組織する方法に従う。
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第 178条【地方行政単位の予算・収入】（2012:185）
地方単位は，独立の会計予算を有する。
その収入には，国の歳入からの割当て，ならびに本税および加算税を含めた地方税および地
方課徴金が組み入れられる。これらの徴収には，国有財産の徴収の規則および手続きが適用さ
れる。
これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 179条【地方の首長の選任】（2012:187）
法律は，知事その他の地方行政単位の首長の任命または選挙の要件および方法を組織し，こ
れらの者の権限を定める。

第 180条【地方議会の選挙・権限】（2012:188, 1971:162）
すべての地方単位は，普通，秘密および直接の投票により議会を選挙する。その任期は，4
年とする。立候補者は，その年齢が西暦で 21歳未満でないことを要する。法律は，他の立候
補要件および選挙手続きを組織する。ただし，議席の 4分の 1は，35歳に満たない青年に割
り当てられ，4分の 1は，女性に割り当てられなければならず，労働者および農民の代表比率は，
全議席の 50％未満でなく，キリスト教徒および障害を有する者の適切な代表性は，保障され
なければならない。
地方議会は，法律が組織する方法に従い，開発計画の実施の追跡およびその多様な活動の監
督を管轄し，提案，質問送付，説明要求，問責質問その他の行政機関の監視の手段を行使し，
地方単位の首長に対する不信任決議を行う。
法律は，地方議会の他の権限，財政収入源，ならびにその議員の身分保障および独立性を定
める。
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第 181条【地方議会の最終決定権】（2012:190）
地方議会がその権限を有する範囲内で発する決定は，最終決定である。行政権は，これに介
入することができない。ただし，地方議会による越権を防ぐため，または公共の利益もしくは
他の地方議会の利益の侵害がある場合は，この限りでない。
村，郡または市の地方議会の権限について意見の不一致が生じた場合には，県議会が判断す
る。県議会の権限について意見の不一致が生じた場合には，国務院の法的見解部法制部合同総
会の略式審理により評決する。これらはすべて，法律が組織する方法に従う。

第 182条【地方議会の予算・決算】（2012:191）
すべての地方議会は，法律が組織する方法により，その予算および決算を定める。

第 183条【地方議会の解散手続き】（2012:192）
包括的行政手続きにより地方議会を解散することはできない。
法律は，地方議会の解散および改選の方法を組織する。
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第 3章「司法権」

第 1節「一般規定」

第 184条【司法権の独立，判決の効力】（2012:168, 1971:165,166）
司法権は，独立し，複数の種類および等級からなる裁判所が司る。裁判所の判決は，法律に
従い，言い渡される。法律は，判決の効力を規定する。公正な裁判または訴訟手続きへの介入
は，時効により消滅しない犯罪である。

第 185条【司法機関の長の選任】（2012:169, 1971:167）全項改正
すべての司法機関は，その管轄の事柄を遂行し，自己を組織する法律案について，その意見
が聴かれ，独立の予算を有する。
大統領は，これらの司法機関の長を，最古参の 7人の次席の中から任命する。その任期は，

4年または退職年齢に達するまでの残余期間の短い方とし，当人の就業期間を通じて 1回に限
られる。これらは，法律が組織する方法による。
司法機関最高評議会は，これらの司法機関に共通する事柄を遂行する。大統領がこれを主宰
し，最高憲法裁判所長官，これらの司法機関の長，カイロ控訴院長および検事総長により構成
される。評議会は，事務局長を有し，その任命について大統領令が公布される。事務局長は，
法律がその任期を定め，評議会を構成する司法機関が交代で担う。
大統領の不在時には，司法機関の長の中から委任された者が大統領の役割を代行する。
評議会は，司法機関構成員の任命の要件，その昇任および懲戒の審理を管轄し，司法機関を
組織する法律案について，その意見が聴かれる。評議会の決定は，その構成員の多数決による
承認後，公布される。ただし，議長が賛成したものでなければならない。
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第 186条【裁判官の独立，罷免の不可】（2012:170, 1971:166,167,168）
裁判官は，独立し，罷免されない。裁判官は，その職務において，法律以外の権力に拘束さ
れない。裁判官は，権利および義務において平等である。法律は，裁判官の任命，移籍および
退職の要件および手続きを定め，裁判官の懲戒責任を組織する。裁判官は，法律が定める機関
および職務に対してでなければ，専任または兼任を問わず，任ずることができない。これらは
すべて，司法および裁判官の独立，ならびに裁判官の中立性を保全し，公益に反することがな
いものとする。法律は，裁判官に認められる権利，義務および保障を規定する。

第 187条【裁判の公開】（2012:171, 1971:169）
裁判は，公開とする。ただし，公の秩序または良俗を守るため，裁判所が裁判の非公開を定
めた場合は，この限りでない。あらゆる場合において，判決は，公開の法廷で言い渡される。

第 2節「司法裁判所および検察」

第 188条【司法裁判所の管轄】（2012:172）
司法裁判所は，他の司法機関が管轄するものを除き，あらゆる争訟および犯罪の審理を管轄
する。司法裁判所は，その構成員に係る争訟を独占的に審理する。司法裁判所の事柄は，最高
評議会が管轄する。法律は，その設置および権限を組織する。

第 189条【検察の権限，検事総長の選任】（2012:173）第 2項改正
検察は，司法裁判所の不可分の一部である。検察は，法律が例外とするものを除き，刑事手
続きにおける捜査，起訴および裁判の執行を司る。法律は，検察の他の権限を定める。
検察は，検事総長が司る。検事総長は，最高司法評議会が破棄院副院長，控訴院長および検
事副総長の中から推薦した 3人の中から大統領の決定により任命され，公布される。その任
期は，4年または退職年齢までの残余期間の短い方とし，当人の就業期間を通じて 1回に限ら 
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れる。

第 3節「国務院裁判所」

第 190条【国務院の管轄・権限】（2012:174, 1971:172）改正
国務院は，独立の司法機関である。国務院は，行政争訟およびそのすべての判決に係る行政
執行争訟の審理を独占的に管轄する。国務院は，懲戒の訴えおよび不服申立て，ならびに懲戒
委員会の決定の審理を管轄する。国務院は，法律が定める機関の法的問題についての見解表明，
立法的性格を有する法令案の検討，ならびに法律がその内容および価値を定め，国または公的
機関を一方の当事者とする契約案の検討を司る。法律は，国務院の他の権限を定める。

第 4章「最高憲法裁判所」

第 191条【最高憲法裁の独立】（2012:175, 1971:174）
最高憲法裁判所は，独立の司法機関であり，単独で存立する。その所在地は，カイロ市であ
る。ただし，必要時に，かつ最高憲法裁判所総会の承認後，国内の他のいかなる場所において
も開廷することができる。最高憲法裁判所は，独立の予算を有する。代議院は，これを包括的
に審議し，可決した後，単一の数字として国の一般会計予算に組み込む。最高憲法裁判所総会
は，その事柄を管轄し，最高憲法裁判所に係る法律案について，その意見が聴かれる。
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第 192条【最高憲法裁の権限】（2012:175, 1971:175）
最高憲法裁判所は，法令の合憲性審査，立法条文の解釈，最高憲法裁判所構成員に係る争訟
ならびに司法機関および司法権限を有する機関間の権限争いの審理，ならびに 2つの司法機関
または司法権限を有する機関が下した相反する最終判決の執行に係る争いおよび最高憲法裁判
所の判決または決定の執行に係る争訟の審理を独占的に司る。
法律は，最高憲法裁判所の他の権限を定め，最高憲法裁判所が従う手続きを組織する。

第 193条【最高憲法裁の構成，長官の選任】（2012:176, 1971:176）第 3項改正
最高憲法裁判所は，長官および十分な数の陪席判事から構成される。
最高憲法裁判所調査局は，局長ならびに十分な数の主席調査官，調査官および調査官補から
構成される。
大統領は，最古参の 5人の最高憲法裁判所陪席判事の中から最高憲法裁判所長官を選任する。
大統領は，最高憲法裁判所総会が 1人を推薦し，最高憲法裁判所長官が 1人を推薦した 2人
の候補の中から最高憲法裁判所陪席判事を任命する。最高憲法裁判所調査局の局長および調査
官は，最高憲法裁判所長官の推薦にもとづき，最高憲法裁判所総会の意見を聴いた後，大統領
の決定により任命される。これらはすべて，法律に規定された方法による。

第 194条【最高憲法裁構成員の独立】（new）

最高憲法裁判所の長官および陪席判事ならびに最高憲法裁判所調査局の局長および調査官は， 
独立し，罷免されない。これらの者は，その職務において，法律以外の権力に拘束されない。
法律は，これらの者が満たすべき要件を規定する。最高憲法裁判所は，法律に規定された方法
により，これらの者の懲戒責任を司る。これらの者には，司法権の構成員に認められるあらゆ
る権利，義務および保障を適用する。
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第 195条【最高憲法裁判決の官報掲載】（2012:178）
最高憲法裁判所が言い渡した判決および決定は，官報に掲載される。これは，すべての者お
よびあらゆる国家権力に対して拘束力を有し，絶対的権威を有する。
法律は，違憲判決により立法条文に生じる効力を組織する。

第 5章「司法機関」

第 196条【訟務検察の権限】（2012:179）
訟務検察は，独立の司法機関である。訟務検察は，国によりまたは国に対して起こされた訴
え，裁判手続きのあらゆる局面における友好的解決の提案，ならびに訟務検察が担当する訴え
に係る国家行政機関の法務運営の技術的監督において国を代理し，行政機関から送付され，国
を一方の当事者とする契約案の作成準備を行う。これらはすべて，法律が組織する方法による。
法律は，訟務検察の他の権限を定める。訟務検察の構成員は，司法権の構成員に認められる
すべての保障，権利および義務を有する。法律は，これらの者の懲戒責任を組織する。

第 197条【行政検察の権限】（2012:180）
行政検察は，独立の司法機関である。行政検察は，行政および財務上の違反，ならびに行政
検察に送付された違反の捜査を司り，これらの違反に関して懲戒処分を行う行政機関に認めら
れる権限を有する。行政検察の決定に対する不服申立ては，国務院の懲戒裁判所に対してなさ
れる。行政検察は，国務院の裁判所における懲戒の訴えおよび不服申立ての提起および執行を
司る。これらはすべて，法律が組織する方法に従う。
法律は，行政検察の他の権限を定める。行政検察の構成員は，司法権の構成員に認められる
すべての保障，権利および義務を有する。法律は，これらの者の懲戒責任を組織する。
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第 6章「弁護士」

第 198条【弁護士の職権の保障・保護】（2012:181）
弁護士は，自由業であり，公正な裁判，法の支配および弁護権の保障の実現のため，司法権
に参加する。弁護士は，独立してその職権を行使し，公的部門機関，公的部門企業および公共
事業部門企業の弁護士も，独立してその職権を行使する。弁護士は，そのすべての者が，その
職務の遂行中，法律において弁護士に認められた保障および保護により，法廷における弁護権
を享有する。この保障および保護は，捜査および証拠収集の当局において，効力を有する。現
行犯の場合を除き，弁護権を行使している弁護士の逮捕または拘束は，禁じられる。これらは
すべて，法律が定める方法による。

第 7章「専門家」

第 199条【専門家の職権の保障・保護】（2012:182）
司法鑑定人，法医学者および不動産登記所の技術職員は，その職務の遂行において独立し，
その職務の遂行に必要な保障および保護を享有する。これらは，法律が組織する方法による。
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第 8章「軍隊および警察」

第 1節「軍隊」

第 200条【軍隊の任務，国の独占，最高評議会】（2012:194, 1971:180）第 1項改正
軍隊は，人民の所有物である。その任務は，国の保護，国の安全および国土の平和の維持，
憲法および民主主義の遵守，ならびに国家の基本的構成要素および文民的性格，人民の利益な
らびに個人の権利および自由の保全にある。国は，唯一，軍隊を設立することができる。いか
なる個人，機関，部局または団体による，軍事的または準軍事的な構成体，部隊または組織の
設立も，禁じられる。
軍隊は，法律が組織する方法により，最高評議会を有する。

第 201条【防衛大臣は軍隊総司令官】（2012:195）
防衛大臣は，軍隊の総司令官であり，その将校の中から任命される。

第 202条【動員，軍人の身分】（2012:196, 1971:180,181）
法律は，動員を組織し，軍隊における服務，昇任および退役の要件を規定する。
軍隊将校および兵士に係る司法委員会は，これらの者について下された決定に係るすべての
行政争訟の審理を独占的に管轄する。法律は，委員会の決定に対する不服申立ての規則および
手続きを組織する。

第 2節「国家防衛会議」

第 203条【国防会議の構成・権限】（2012:197, 1971:182）
国家防衛会議が設置され，大統領がこれを主宰し，内閣総理大臣，代議院議長，防衛大臣，
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外務大臣，財務大臣，内務大臣，国家情報局長，軍隊司令長官，海軍司令官，空軍司令官，対
空防衛軍司令官，軍隊参謀本部長および軍事諜報偵察部長によって構成される。
国家防衛会議は，国の安全保障の維持および平和に係る事柄の判断，ならびに軍隊の予算の
審議を管轄する。軍隊の予算は，単一の数字として国の一般会計予算に組み込まれる。軍隊に
係る法律案は，国家防衛会議の意見が聴かれる。
法律は，国家防衛会議の他の権限を定める。
軍隊の予算の審議には，軍隊財務局長ならびに代議院の計画予算委員長および防衛安全保障
委員長が出席することができる。
大統領は，適切な責任者および有識者を会議の会合に招聘することができる。ただし，これ
らの者は，表決における投票権を有しない。

第 3節「軍事裁判所」

第 204条【軍事裁判所の権限，文民裁判禁止】（2012:198, 1971:183）第 2項改正
軍事裁判所は，独立の司法機関である。軍事裁判所は，軍隊，将校，兵士およびこれらの規
定に含まれる者に係るあらゆる犯罪，ならびに国家情報局職員がその服務を通じてまたはそれ
を理由として実行した犯罪の審理を独占的に管轄する。
軍事裁判所において文民を裁判することはできない。ただし，軍事施設，軍隊駐屯地もしく
はその規定に含まれるもの，軍事地域もしくは軍事地域に定められた国境地帯，軍隊の装備，
装置，武器，支給品もしくは文書，軍事機密，軍隊の公的財源もしくは軍事工場に対する侵害
を代表する犯罪，徴兵に係る犯罪，またはその職務遂行を理由とした軍隊将校もしくは兵士に
対する直接的な侵害を代表する犯罪は，この限りでない。
法律は，これらの犯罪を定め，軍事裁判所の他の権限を規定する。
軍事裁判所の構成員は，独立し，罷免されない。これらの者は，司法権の構成員に認められ
るすべての保障，権利および義務を有する。
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第 4節「国家安全保障会議」

第 205条【国家安保会議の構成・権限】（2012:193）
国家安全保障会議が設置され，大統領がこれを主宰し，内閣総理大臣，代議院議長，防衛大
臣，内務大臣，外務大臣，財務大臣，司法大臣，保健大臣，通信大臣，教育大臣，国家情報局
長および代議院の防衛安全保障委員長によって構成される。
国家安全保障会議は，国の安全を実現するための戦略の決議，各種災害および危機的状況へ
の対応，これらの抑制に必要な措置の実行，エジプトの国家安全保障に対する国内外の危険源
の特定，ならびに政府と人民双方による危険対応に必要な手続きを管轄する。
国家安全保障会議は，適切な有識者および責任者を，その会合に招聘することができる。た
だし，これらの者は，表決における投票権を有さない。
法律は，国家安全保障会議の他の権限を定め，その職務体制を組織する。

第 5節「警察」

第 206条【警察の任務・権限】（2012:199, 1971:183）
警察は，文民の行政機関である。警察は，人民に奉仕し，人民に忠誠を捧ぐ。警察は，国民
に安心および安全を保障し，公の秩序および良俗の維持を助け，憲法および法律が警察に課す
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義務を遂行し，人権および人間の基本的自由を尊重する責務を有する。国は，警察構成員によ
るその義務の遂行を保障する。法律は，警察がこれらを行う十分な保障を組織する。

第 207条【警察最高評議会の構成・権限】（new）

警察最高評議会が設置され，最古参の警察将校および国務院の法的見解部長により構成され
る。警察最高評議会は，警察の組織化およびその構成員の事柄について内務大臣を補佐する。
法律は，警察最高評議会の他の権限を定める。警察に係る法律案については，警察最高評議会
の意見が聴かれる。

第 9章「全国選挙委員会」

第 208条【全国選挙委員会の権限】（2012:208）
全国選挙委員会は，独立の機関である。全国選挙委員会は，国民投票，大統領選挙，国会選
挙および地方議会選挙の実施を独占的に管轄する。これは，選挙人名簿の準備および更新から，
選挙区割りの提案，選挙広報，資金調達および選挙費用の基準の設定および公表，選挙監督，
国外に居住するエジプト人の投票手続きの支援，選挙結果の公示その他の手続きまでを含む。
これらはすべて，法律が組織する方法による。

第 209条【全国選挙委員会の構成】（2012:209）
全国選挙委員会の運営は，10人の理事で構成される理事会が担う。理事は，破棄院副院長，
控訴院長，国務院副院長，訟務検察庁次長および行政検察庁次長の中から平等に，最高司法評
議会により選出され，専任として任じられる。場合により，前出の司法機関最高評議会も，そ
の他の司法機関の構成員から理事を選ぶ。理事は，大統領の決定により任命され，公布される。
全国選挙委員会の職務に任ずるときは，専任とし，1期に限られ，任期を 6年とする。理事長は，
破棄院出身理事からの最古参の者とする。
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理事会の半数は，3年ごとに改選される。
全国選挙委員会は，独立性を有する公人，専門家および選挙分野における有識者の助力を仰
ぐことができる。ただし，これらの者は，表決において投票権を有しない。
全国選挙委員会には，常設の執行機関を設置することができる。法律は，執行機関の構成，
職務体制，ならびにその構成員の権利，義務および保障を組織する。その構成員は，中立性，
独立性および誠実性を有するものとする。

第 210条【全国選挙委員会による選挙監督】（2012:210,211）
全国選挙委員会に所属する委員は，その理事会の監督の下，国民投票および選挙の投開票の
実施を司る。全国選挙委員会は，司法機関構成員の支援を求めることができる。
本憲法の施行日から 10年間に実施される選挙および国民投票における投開票は，司法機関

構成員の完全な監督下で行われる。これは，法律に規定された方法による。
高等行政裁判所は，国民投票，大統領選挙，国会選挙および地方議会選挙に係る全国選挙委
員会決定に対する不服申立ての審理を管轄する。地方議会選挙に対する不服申立ては，行政司
法裁判所において受理される。法律は，これらの決定に対する不服申立ての期日を定める。不
服申立ての審理は，その提出の日から 10日以内に，最終判決により完了しなければならない。
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第 10章「メディア組織化最高評議会」

第 211条【メディア組織化最高評議会の権限】（2012:215）
メディア組織化最高評議会は，独立の機関である。メディア組織化最高評議会は，法人格を
有し，技術，財政および運営上の独立性を享有し，独立の予算を有する。
メディア組織化最高評議会は，音声および映像メディア，ならびに印刷，デジタルその他の
報道機関の組織化を管轄する。
メディア組織化最高評議会は，憲法に定められた報道およびメディアの自由の保障および保
護，その独立性，中立性，複数性および多様性の維持，独占的行為の禁止，報道機関およびメディ
アの資金源の安全性の監視，ならびに報道機関およびメディアによる職業理念，倫理規程およ
び安全保障上の要請の遵守を保障するために必要な規則および基準の設定に責任を負う。これ
らは，法律に規定された方法による。
法律は，メディア組織化最高評議会の構成，職務体制および職員の雇用条件を定める。
メディア組織化最高評議会は，その職務分野に係る法令案について，その意見が聴かれる。

第 212条【全国報道委員会の権限】（2012:216）
全国報道委員会は，独立の機関である。全国報道委員会は，国有の報道機関の運営および発
展，その理念の育成，その近代化，独立性および中立性の保障，ならびにその職務，経営およ
び財務の公正な遂行を担う。
法律は，全国報道委員会の構成，職務体制および職員の雇用条件を定める。
全国報道委員会は，その職務分野に係る法令案について，その意見が聴かれる。
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第 213条【全国メディア委員会の権限】（2012:216）
全国メディア委員会は，独立の機関である。全国メディア委員会は，国有の音声，映像およ
びデジタルメディアの運営および発展，その理念の育成，その独立性および中立性の保障，な
らびにその職務，経営および財務の公正な遂行を担う責務を有する。
法律は，全国メディア委員会の設置，職務体制および職員の雇用条件を定める。
全国メディア委員会は，その職務分野に係る法令案について，その意見が聴かれる。

第 11章「国家会議，独立の機関および監査機関」

第 1節「国家会議」

第 214条【国家会議の種類】（2012:200）
法律は，独立の国家会議を定める。これには，国家人権会議，国家女性会議，国家母子会議
および国家障害者会議が含まれる。法律は，これらの国家会議の構成方法，権限，ならびにそ
の構成員の独立性および中立性の保障を規定する。これらの国家会議は，その職務分野に係る
あらゆる侵害を公権力に通知する権利を有する。
これらの国家会議は，法人格を有し，技術，財政および運営上の独立性を享有し，自己およ
びその職務分野に係る法令案について，その意見が聴かれる。

第 2節「独立の機関および監査機関」

第 215条【独立・監査機関の種類】（2012:200）
法律は，独立の機関および監査機関を定める。これらの機関は，法人格を有し，技術，財政
および運営上の独立性を享有し，その職務分野に係る法令案について，その意見が聴かれる。
これには，中央銀行，財務監査公機関，中央会計検査院および行政監査庁が含まれる。
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第 216条【独立・監査機関の設置】（2012:202,203）
すべての独立の機関または監査機関の設置には，法律が公布される。法律は，これらの機関
の権限，職務体制，独立性の保障，その構成員に必要な保護，およびその職務上のすべての規
程を定める。その構成員には，中立性および独立性が保障されるものとする。
大統領は，代議院の総議員の過半数による承認後，これらの機関の長を任命する。その任期
は，4年とし，1回に限り更新することができる。これらのいかなる者も，法律により定めら
れた場合でなければ，罷免されない。これらの者には，大臣に課される禁止事項が課される。

第 217条【独立・監査機関の報告義務】（2012:201）
独立の機関および監査機関は，大統領，代議院および内閣総理大臣に年次報告を提出する。
報告は，作成後ただちに提出される。
代議院は，報告の受理日から 4か月を超えない期間内にこれを審議し，適切な手続きをとら
なければならない。これらの報告は，刊行され，世論に示される。
独立の機関および監査機関は，発見した違反または犯罪の実行の証拠を，所轄の捜査当局に
通知する。当局は，限定された期間内に，報告された内容について必要な対応をとらなければ
ならない。これらはすべて，法律の規定に従う。

第 218条【腐敗防止機関の責務】（2012:204）
国は，腐敗を防止する責務を有する。法律は，腐敗防止を管轄する独立の機関および監査機
関を定める。
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腐敗防止を管轄する独立の機関および監査機関は，腐敗防止に係る諸機関と協力し，誠実性
および透明性の価値を強化する責務を有する。これは，公務の執行の適正，公金の保全，なら
びにその他の関係諸機関の参加による腐敗防止国家戦略の策定およびその実施の追跡を保障す
るものとする。これらは，法律が組織する方法による。

第 219条【中央会計検査院による会計監査】（2012:205）
中央会計検査院は，国有財産，公的法人の財産，および法律が定める他の機関の財産の監査，
国の一般会計予算および独立の予算執行の監督，ならびにこれらの最終決算の検査を司る。

第 220条【中央銀行の管轄・通貨発行権】（2012:206）
中央銀行は，通貨，信用および金融に関する政策の策定，その実行の指導監督，および銀行
の職務遂行の監督を管轄する。中央銀行は，唯一，通貨発行権を有する。中央銀行は，国の一
般経済政策の枠組みにおける通貨制度および金融制度の維持，ならびに物価の安定に努める。
これらは，法律が組織する方法による。

第 221条【財政監査公機関による市場監督】（new）

財政監査公機関は，銀行以外の金融市場および金融商品の監査および指導監督を管轄する。
これには，株式市場，先物証券市場，保険商品，不動産投資，ファイナンスリース，ファクタ
リングおよび証券化が含まれる。これらは，法律が組織する方法による。
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第 6編「一般規定および経過規定」

第 222条【首都】（2012:220, 1971:185）
カイロ市は，エジプト・アラブ共和国の首都である。

第 223条【国旗・国歌等】（2012:221, 1971:186）
エジプト・アラブ共和国の国旗は，黒と白と赤の三色からなり，中央に「サラディンの鷹」
を象った金色の鷲が配置される。法律は，共和国の国章，褒章，徽章，国璽および国歌を定 
める。
エジプト国旗の侮辱は，法律が刑罰を科す犯罪である。

第 224条【憲法制定前の法律の有効】（2012:222, 1971:191）
憲法の公布より前に法令が定めた規定は，なおその効力を有する。これらの規定は，憲法に
定められた規則および手続きによらなければ，改正または廃止することができない。
国は，本憲法の規定を執行する法律を公布する責務を有する。

第 225条【法律の官報掲載・法定施行日】（2012:223, 1971:187,188）
法律は，公布日から 15日以内に官報に掲載され，掲載翌日から 30日後に施行される。ただし，

他の期日が定められた場合は，この限りでない。
法律の規定は，その施行日以後に起きたことに対してでなければ，効力を有さない。ただし，
刑事および税制に係る条文を除き，代議院の総議員の 3分の 2の多数による承認により，法律
条文をこれに反するものとすることができる。
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第 226条【憲法改正の手続き】（2012:217,218, 1971:189）
大統領および代議院の総議員の 5分の 1は，憲法の 1条または複数の条文の改正を発議す
ることができる。改正の発議においては，改正が求められる条文および改正の理由が述べられ
なければならない。
あらゆる場合において，代議院は，憲法改正の発議を，これを受理した日から 30日以内に
審議する。代議院は，改正の発議の全面的または部分的受理について，総議員の過半数により
議決する。
改正の発議が否決された場合には，同一条文の改正は，次会期の開始まで発議することがで
きない。
代議院は，改正の発議を承認した場合には，承認から 60日以内に，改正が求められる条文

を審議する。代議院の総議員の 3分の 2が改正を承認した場合には，承認の公布から 30日以
内に，改正案は人民による国民投票にかけられる。改正は，国民投票の投票人の有効投票の過
半数の承認により，結果の公示日から有効となる。
あらゆる場合において，大統領の再選または自由もしくは平等の原則に係る条文は，その改
正がこれらの保障を増やすものでなければ，改正することができない。

第 227条【憲法の一体性】（new）

憲法は，その前文およびすべての条文により一つの織物を構成し，不可分の全体をなす。憲
法規定は，一体化した有機的統一として，相互に補完する。

第 228条【選挙最高委員会の継続と移行】（2012:228）
本憲法の施行時に存在する選挙最高委員会および大統領選挙委員会は，施行後の最初の立法
議会選挙および大統領選挙の完全な監督権を有する。両委員会の財産は，全国選挙委員会の設
置後，ただちにこれに移行する。
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第 229条【憲法制定後の代議院選挙】（new）

本憲法の施行日以後の代議院選挙は，憲法第 102条の規定に従い，行われる。

第 230条【憲法制定後の大統領・代議院選挙】（2012:229）
大統領選挙または代議院選挙は，法律が組織する方法に従い，実施される。ただし，これら
の最初の選挙の手続きは，本憲法の施行日から 30日未満でなく，90日を超えない期間内に開
始しなければならない。
あらゆる場合において，その後の選挙の手続きは，本憲法の施行日から 6か月を超えない期
間内に開始する。

第 231条【憲法制定後の大統領任期開始日】（2012:226）
本憲法施行後の大統領の任期は，その選挙の最終結果の公示日から起算する。

第 232条【暫定大統領の維続と移行】（new）

暫定大統領は，選挙された大統領が憲法上の宣誓を行うまで，本憲法で大統領に定められた
権力の行使を継続する。

第 233条【暫定大統領の代行者】（new）

暫定大統領に一時的な事故が生じ，その権力の執行を妨げる場合には，内閣総理大臣がその
職務を代行する。
辞職，死亡，永続的な職務不能または他のいかなる理由により暫定大統領が欠けた場合には，
そのすべての権限を，最古参の最高憲法裁判所陪席判事が代行する。
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第 234条【防衛大臣の任命】（new）改正
防衛大臣の任命は，軍隊最高評議会の承認後，行われる。

第 235条【教会建設・修復法の公布】（new）

代議院は，本憲法施行後の最初の会期において，教会の建設および修復を組織する法律を公
布する。これは，キリスト教徒の宗教儀礼の実践の自由を保障するものとする。

第 236条【国境・窮乏地域の優先開発】（new）

国は，国境地帯および窮乏地域のための総合的経済住宅開発計画の策定および実行を保障す
る。これには，上エジプト，シナイ，マトルーフおよびヌビア人地域が含まれる。開発計画は，
住民が参加し，その利益が優先して住民に与えられ，地方社会の文化的および環境的活力を守
り，本憲法の施行日から 10年間実施される。これらは，法律が組織する方法による。
国は，10年以内のヌビア人の故地帰還事業の策定および実行，ならびに同地域の開発に努
める。これらは，法律が組織する方法による。

第 237条【テロ対策】（new）

国は，あらゆる形および方式により，祖国および国民に脅威を与えるテロと対峙し，その資
金源を断つ責務を有する。これらは，限定された時間的枠組みに従い，公の権利および自由を
保障するものとする。
法律は，テロ対策の規定および手続き，ならびにテロによるおよびテロを理由とした被害に
対する正当な補償を組織する。
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第 238条【教育等への支出割当の執行】（new）

国は，本憲法において定められた教育，高等教育，保健衛生および学術研究に対する歳出
平均額の最低限度の支出を割り当てる義務を，本憲法の施行日から段階的に遂行することを
保障する。国は，2016/2017年会計年度の国家予算において，これを完全に遂行する責務を有 
する。
国は，中等教育の修了まで義務教育を段階的に延長する責務を有する。この延長は，2016/2017 
年学校年度までに実施を完了する。

第 239条【裁判官の他職務任命法の公布】（new）

代議院は，裁判官および司法機関構成員の他職務への任命の規則を組織する法律を公布する。
これは，司法機関，司法権限を有する委員会，法務行政官または選挙監督以外の職務に専任ま
たは兼任により任ずることの廃止を保障するものとする。この法律は，本憲法の施行日から 5
年を超えない期間内に公布される。

第 240条【控訴の充実の保障・支援】（new）

国は，刑事事件の判決に対する控訴に係る物的および人的支援の提供を保障する。これは，
本憲法の施行日から 10年間行われる。法律は，これらを組織する。

第 241条【移行期正義法の公布】（new）

代議院は，本憲法施行後の最初の会期において，国際的基準に則り，真実の発見，責任の追
及，柔軟な国民的和解の枠組み，および犠牲者への補償を保障する移行期正義法を公布する責
務を有する。
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第 241条追加【現職大統領の任期延長】（new）改正による追加
現職の大統領の任期は，2018年の大統領選挙の結果の公示日から 6年後に満了する。現職
の大統領は，続く 1回に限り，再選されることができる。

第 242条【地方行政制度の段階的移行】（2012:235）
現行の地方行政制度の施行は，本憲法の施行日から 5年間，本憲法の規定が定めた制度適用 
が段階的に完了するまで継続する。ただし，これは，本憲法第180条の規定に反しないものとする。

第 243条【農民・労働者の代表性の確保】（2012:229）改正
国は，労働者および農民が代議院において適正な代表性を得ることに努める。これらは，法
律が定める方法による。

第 244条【青年・障害者等の代表性の確保】（new）改正
国は，青年，キリスト教徒，障害を有する者および国外に居住するエジプト人が，代議院に
おいて適正な代表性を得ることに努める。これらは，法律が定める方法による。

第 244条追加【改正規定の有効】（new）改正による追加
改正された第 102条第 1項の規定は，現行の立法期の次の立法期から効力を有する。

第 245条【諮問院職員の異動】（new）

本憲法の施行日において諮問院に在籍する職員は，同日付の同一等級および同一の任命順に
より代議院に異動する。これらの者の俸給，手当および報酬，ならびにこれらの者個人に認め
られるすべての財政的権利は，保持される。諮問院の財産は，すべて代議院に移行する。
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第 246条【2013年の憲法宣言の無効】（2012:236）
2013年 7月 5日付の憲法宣言，および 2013年 7月 8日付の憲法宣言は，廃止される。2012
年に公布された憲法のいかなる条文または規定も，本憲法文書に含まれていない場合には，本
憲法の施行日から廃止されたとみなされる。ただし，これらの規定により生じた効果は，なお
その効力を有する。

第 247条【憲法施行日】（2012:225, 1971:193）
本憲法文書は，国民投票における人民の承認の公示日から施行される。これは，国民投票の
投票人の有効投票の過半数による。
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第 7編「元老院」

第 248条【元老院の管轄】（1980:194）改正による追加
元老院は，民主主義の土台の形成，社会平和，社会の基本的構成要素，高位の社会的価値観
ならびに公の権利，自由および義務の支援，民主主義体制の深化，ならびに民主主義の諸分野
の拡大を保障するものの検討および提案を管轄する。

第 249条【元老院の権限】（1980:194,195）改正による追加
元老院は，次についてその意見が聴かれる。
憲法の 1条または複数の条文の改正に係る提案。
社会経済開発の総合計画案。
講和条約，同盟条約および主権に係るあらゆる条約。
大統領または代議院から元老院に送付された法律案および憲法附属法案。
大統領が元老院に送付する国の一般政策，またはアラブもしくは外国の事情に関する政策
に係る案件。
元老院は，これらの事案について，大統領および代議院に意見を通知する。

第 250条【元老院議員の定数・任期】（2012:128,130, 1980:196,198）改正による追加
元老院は，法律が定める 180人未満でない数の議員により構成される。
元老院議員の任期は，5年とし，初会議の日から起算する。新元老院の選挙は，任期満了に

先立つ 60日間に実施される。
元老院議員の 3分の 2は，普通，秘密および直接の投票により選挙される。大統領は，残り
の 3分の 1を任命する。元老院議員の選挙および任命は，法律が組織する方法により，実施さ
れる。
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第 251条【元老院議員の立候補・任命要件】（2012:129, 1980:197）改正による追加
元老院議員の立候補者またはこれに任命される者は，エジプト人であること，市民的および
政治的権利を享有すること，少なくとも大学卒業資格またはこれに相当するものを有すること，
ならびにその年齢が立候補受付開始日に西暦で 35歳未満でないことを要する。
法律は，他の立候補要件，選挙制度および選挙区を規定する。これは，人口および諸県の公
正な代表性を遵守するものとする。選挙制度は，単記式もしくは比例代表制をとり，または任
意の比率により両方式を併用することができる。

第 252条【両議院議員の兼職禁止】（2012:83, 1980:200）改正による追加
元老院と代議院の議員を兼ねることはできない。

第 253条【元老院における首相・大臣の責任不問】（1980:201）改正による追加
内閣総理大臣，副総理，大臣その他の政府閣僚は，元老院において責任を問われない。

第 254条【代議院議員規定の準用】（1980:205）改正による追加
元老院には，憲法第 103，104，105，107，108，109，110，111，112，113，114，115，116， 

117，118，119，120，121（第 1，2項），132，133，136，137条の規定を適用する。これは，
本編に含まれる規定に反しないものとする。元老院およびその議長は，上記の条文に定められ
た権限を行使する。


